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Ⅰ	 補充書提出の趣旨と本事案の概要 

 

第１	 補充書提出の趣旨 

１	 法律時報の八ッ場ダム訴訟特集号の発行 

	 	 法律時報の平成２６年６月号には，「小特集	 八ッ場ダム訴訟の論点―住民訴

訟の新しい視点を探る」と題する特集が搭載されている。この小特集の論者は，

田村達久早稲田大学教授，野呂充大阪大学教授，人見剛早稲田大学教授の３教授

陣であった。３教授の論題は，この順に，「八ッ場ダム住民訴訟東京高裁判決の

検討」，「一日校長事件最高裁判決の射程」，「国の直轄公共事業に係る自治体

負担金の法的統制」と題されるものであり，八ッ場ダムをめぐる６都県における

住民訴訟のうち一番最初に判決が出された東京事件の控訴審判決を取り上げた

ものであるが，本件群馬事件の控訴審判決についてもその論旨は共通するもので

ある。 

	 	 ３教授の各論考の論旨で共通するところは，一連の八ッ場ダム住民訴訟東京高

裁判決は一日校長事件最高裁判決の射程に関する考察を誤っており，同最高裁判

決から引き出された判断枠組みを八ッ場ダム住民訴訟に援用したり適用したり

したことは誤りであると指摘され，国土交通大臣が東京都など利根川流域の地方

公共団体に発した納付通知に過大な拘束力を持たせるのは誤りである，とするも

のである。 

２	 『戦後河川行政とダム開発横利根川水系における治水･利水の構造転換』

の発刊 

平成２６年６月３０日，「戦後河川行政とダム開発―利根川水系における治

水・利水の構造転換」（著者梶原健嗣	 ミネルヴァ書房刊）という著作が発刊さ

れた。この書には，昭和５５年の利根川水系工事実施基本計画において，利根川

の基本高水のピーク流量が，それまでの毎秒１万７０００㎥から同２万２０００

㎥に増量改訂されたのは「氾濫戻し」によるものであるとして始まっていたこと
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（同書２０２～２０３頁），しかし，今日では，カスリーン台風の再来計算が毎

秒２万２０００㎥にずれる根拠は二転三転し，結論としては現実化しない「机上

の計算」であることが判明したなどの記述がなされている（２０５頁）。また，	 

平成２３年１月からはじまった日本学術会議・分科会における基本高水の検証作

業をも取り上げられており，そこでの国土交通省からの「洪水，山に登る」とい

う氾濫計算報告書（２８５頁）や，同分科会の「河道域の拡大と河道貯留」によ

っても，「計算流量と実績推定の乖離は最後まで解けなかった」（２９３頁）と

し，「利根川水系の基本高水に設定されているカスリーン台風洪水の実績流量推

定，再現計算には重大な事実誤認がある」（２９４頁）と結論づけられている。	  

３	 補充書提出の趣旨 

上述した３教授の各論旨及び梶原氏の論述は，原告住民（控訴人・上告受理申

立人）らが，これまでに主張してきた論旨と同じくするものである。そこで，上

告受理申立人らは，これらの３教授の論考及び梶原氏の論述を中心にして，既提

出の上告受理申立理由の補充を行うこととして，「補充書」を提出するものであ

る。 

 

第２	 本事案の概要と本補充書での補充事項 

１	 事案の概要 

（１）群馬県企業管理者は，八ッ場ダムに関する特ダム法に基づくダム使用権設定

予定者であり，建設費負担金，水特法負担金および基金負担金を負担している。

また群馬県は，河川法６０条に基づく建設事業負担金，群馬県企業管理者が支

出する建設費負担金を補助するために行う一般会計から水道事業特別会計へ

の一般会計繰出金の支出を行っていた。	 

（２）これについて，群馬県の住民（原告・控訴人・上告受理申立人）らは，八ッ

場ダムのダム使用権は群馬県の水道事業に不要であり，また同ダムは治水上も

不要な施設であり，群馬県にとっては河川法６３条１項に定めると同様の「著
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しく利益を受ける」関係にはない等のほか，八ッ場ダムのダムサイトがダム建

設に不適格でありダム湖岸の地盤には地すべりの危険があって，八ッ場ダムが

河川法上の河川管理施設としての性状と機能を有しておらず，また，八ッ場ダ

ムの建設計画が環境保護法令に違反する違法な事業であるから，それら建設費

負担金，水特法負担金，基金負担金，建設事業負担金および一般会計繰出金の

各支出が違法であると主張して，地方自治法２４２条の２第１項１号請求（以

下「法２４２条の２第１項」は略記）として各支出の差止めを求め，また，ダ

ム使用権設定予定者の地位が同法２３７条の「財産」に当たり，八ッ場ダムが

群馬県の水道事業等に必要がないにもかかわらず，群馬県企業管理者がダム使

用権設定申請を取り下げない行為が「財産の管理を怠る事実」に当たると主張

し，同３号請求として，群馬県企業管理者が国交大臣に対し八ッ場ダム使用権

設定申請を取下げる権利の行使を怠る事実の違法確認を求め，さらに，群馬県

知事の職にあるないしあった個人が，違法な支出をしない義務を負うにもかか

わらず，その義務に反して上記一連の各支出をし，また，群馬県企業管理者の

職にあるないしあった個人らが，違法な支出をしない義務を負うにもかかわら

ず，その義務に反して上記一連の各支出をして群馬県に損害を与えたと主張し

て，同４号請求として，相手方群馬県知事に対して当該職にあった個人に対す

る損害賠償の請求を，および，群馬県企業管理者の職にあった個人らに対する

損害賠償の請求をすることを求めたものである。	 

	 

２	 本補充書での補充事項 

（１）大臣納付通知の違法性	 

本補充書で扱うのは，前記「事案の概要」で述べた請求原因の中で，八ッ場

ダムの治水上の不要性のうち，河川法６０条１項に基づく建設事業負担金につ

いての大臣納付通知の違法性が明白であるとの主張を補充するものである。	 

	 	 	 原判決は，上記の本件事案における大臣納付通知の違法審査の判断枠組みに
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ついて，一日校長事件最高裁判決が同事案で示した判断枠組みを用い，この納

付通知を受けた群馬県は，これに「重大かつ明白な瑕疵」がない限り，大臣納

付通知の審査を行わないまま同納付通知に沿った負担金の支出を行っても違

法とはならない旨判示し，申立人らが主張してきた利根川水系の基本高水の策

定経緯の不透明性や基本高水の不合理性・過大性，そして河川法６０条１項に

基づく建設事業負担金においても要求される河川法６３条１項の「著しく利益

を受ける」の法定要件の客観的な違法性審査を実質行わないまま申立人らの請

求を排斥した。	 

	 	 	 そこで，本補充書の「Ⅱ」においては，原判決の納付通知の違法性の判断枠

組みを３教授の論考に依拠して改めて点検する。ここでは，原判決は，一日校

長事件最高裁判決を援用しながら，「被告知事は，上記通知に重大かつ明白な

瑕疵がある場合でない限り，上記通知を尊重してその内容に応じた財務会計上

の措置を執るべき義務があり，これを拒むことはゆるされないと解される」旨

の判示を行っているが，これは全く妥当しないことを指摘する。そして，原判

決がこのような判断枠組みを採った結果，河川法６０条１項においても要求さ

れる河川法６３条１項の「著しく利益を受ける」の違法審査が事実上行われず，

利根川水系の基本高水の策定経緯の不透明性や基本高水の不合理性・過大性な

どの重要な事実の審理，判断がないがしろにされたこと，そして，これは同時

に地方自治法や地方財政法等重要な関係法令の解釈の誤りを犯していること

を指摘する。	 

そして，本補充書「Ⅲ」においては，同じく３教授の論考に依拠して本件事

案において一日校長事件最高裁判決を援用することが許されるのかを検証す

る。この結果は，原因行為と後続の財務会計行為とを担う行政機関が別の法主

体（行政主体）である事案では同最高裁判決を援用するのは許されないことだ

ということになる。原判決の一日校長事件最高裁判決の射程の考察に関する誤

り（判例違反）について原判決の批判を行うものである。	 
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（２）原判決の立つ立証責任論の誤り	 

	 	 	 行政処分の取消訴訟における主張・立証責任に関し，伊方原子力発電所設置

許可処分取消訴訟最高裁判決（平成４年１０月２９日最高裁第１小法廷判決	 

民集４６巻７号１１７４頁。以下「伊方最高裁判決」という）は，「被告行政

庁がした右判断に不合理な点があることの主張，立証責任は，本来，原告が負

うべきものと解される」としながら，「当該原子炉施設の安全審査に関する資

料を全て被告行政庁の側が保持していることなどの点を考慮すると，被告行政

庁の側において，まず，……被告行政庁の判断に不合理な点のないことを相当

の根拠，資料に基づき主張，立証する必要があり，」と判示している。行政庁

の処分に対する取消訴訟において，原則的に原告側に取消理由が存在すること

の立証責任を全面的に負担させるとの扱いが肯定されるべきかは問題のある

ところであるが，伊方最高裁判決は，そうした配分を原則としながらも，実質

においては，被告行政庁に，行政側の判断には不合理な点がないことの主張・

立証責任を負わせる判示を行っている。 

	 	 	 そこで，この補充書「Ⅳ」においては，伊方最高裁判決が示す行政処分の取

消訴訟における主張・立証責任の配分法則及び行政庁の処分の違法性審査の判

断枠組みないし違法審査基準に準じて原判決を点検するものである。点検によ

って浮かび上がる原判決の違法性審査の判断枠組みの像は，同最高裁判決が示

すそれとは対極にあるといって言い過ぎではない。 

（３）カスリーン台風洪水の実績流量推定，再現計算の重大な事実誤認	 

平成２６年６月３０日に発刊された「戦後河川行政とダム開発―利根川水系

における治水・利水の構造転換」（著者梶原健嗣	 ミネルヴァ書房刊）で明ら

かにされた事実に基づき，昭和５５年の利根川水系工事実施基本計画におい

て，利根川の基本高水のピーク流量が，それまでの毎秒１万７０００㎥から同

２万２０００㎥に増量改訂されたのは「氾濫戻し」によるものであるとして始

まっていたこと，しかし，今日では，カスリーン台風の再来計算が毎秒２万２



13 
 

０００㎥にずれる根拠は二転三転し，結論としては現実化しない「机上の計算」

であること，また，平成２３年１月からはじまった日本学術会議・分科会にお

ける基本高水の検証作業をも取り上げられており，そこでの国土交通省からの

「洪水，山に登る」という氾濫計算報告書や，同分科会の「河道域の拡大と河

道貯留」によっても，「計算流量と実績推定の乖離は最後まで解けなかった」

ことが明確となった。 

そこで，この補充書「Ⅴ」においては，利根川水系の基本高水に設定されて

いるカスリーン台風洪水の実績流量推定，再現計算には重大な事実誤認がある

ことを補充する。 
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Ⅱ	 原判決の法的判断枠組みへの批判 

	 

第１	 原判決の判断枠組みの問題点 

八ッ場ダム建設に係る群馬県の建設費負担金・建設事業負担金の各支出は国土

交通大臣の納付通知を原因として行われ，水特法負担金または基金負担金の各支

出は各負担協定を原因として行われるが，原判決による，それら負担金支出の原

因行為たる大臣納付通知または各負担協定の違法性の判断枠組みのうち，ここで

取り上げるのは，国土交通大臣が河川法６０条１項に基づいて発する建設事業負

担金の負担を求める納付通知についてである。	 

原判決の判示は，事案の異なる一日校長事件最高裁判例を援用し，地方自治法

や地方財政法が規定する納付命令を受けた際の対応の仕方については判断を避

け，国土交通大臣の納付命令に「重大かつ明白な瑕疵」が認められないときは納

付命令への尊重義務が優先するとして，公金支出の法定要件（例えば，河川法６

３条１項の「著しく利益を受ける」）の審査を欠いたままに行う公金の支出を違

法ではないとするものであり，現行の法秩序を揺るがしかねない法解釈を展開し

たものであり到底許されないものである。	 

 

第２	 河川法上の受益者負担金等の支出差止請求の概要 

国土交通大臣が河川法６０条１項に基づいて群馬県に対して発する納付通知

は，群馬県が八ッ場ダムによって同法６３条１項所定の「著しく利益を受ける」

ことを要件として負担金の支払義務を生ぜしめるものである。 

しかしながら，八ッ場ダムは群馬県にとって，河川法６３条１項所定の「著し

く利益を受ける」施設であるとは認められず，同条項の要件を充たさない納付通

知に基づく建設事業負担金の支出は，地方自治法２条１６項，同１３８条の２，

地方財政法４条１項，同２５条ほかの規定に基づく財務会計法規上の義務に違反

した違法な行為となる。よって，住民ら（原告・控訴人・上告受理申立人ら）は，



15 
 

地方自治法２４２条の２第１項１号に基づいて，この支出の差止めを求めるとす

るものである。 

利根川の治水計画は昭和２２年９月のカスリーン台風洪水が再来する場合を

想定して，上流部にダムがない状態では基準点の八斗島地点（群馬県伊勢崎市）

に毎秒２万２０００㎥の洪水が襲うとするものであるところ，この基本計画は過

去の利根川の洪水データを正視せず過大な流量算定を行ったものであるうえ，国

土交通省が管理する八斗島地点下流部の河道は計画高水流量（毎秒１万６５００

㎥）を流下させる河道断面が概成しているから，八ッ場ダムがなくとも計画流量

を流下させられる。しかも，洪水時における同ダムの下流都県の河道の水位低減

効果は，近時策定された中期計画である「利根川・江戸川河川整備計画」（ピー

ク流量毎秒１万７０００㎥）においては，江戸川で僅か数センチメートルに過ぎ

ないものであって，国土交通省が受益者負担金を課す根拠としている河川法６３

条１項に定める「著しく利益を受ける」との要件を充たさない違法な課金であり，

群馬県は納付を拒むべきものなのである。 

 

第３	 負担命令をめぐっての地方公共団体の意見申出・争訟制度 

	 	 本事案は，八ッ場ダムの建設計画に伴って国土交通大臣が発した河川法６０条

１項に基づく納付通知による建設事業負担金（群馬県の場合），６３条１項に基

づく納付通知による受益者負担金（群馬県以外の５都県）の納付命令に対して，

利根川流域の都県がどのように対処すべきか，どう対処することができるのかが

中心課題となっている事案である。そこで，先ずこれらの法制がどのようになっ

ているかを点検しておくこととする。 

１	 国から費用の負担命令を受けた場合の地方公共団体の対応法制について 

（１）関係法令の点検 

	 	 	 地方自治法２条１６項は，「地方公共団体は，法令に違反してその事務を処

理してはならない。」とされ，同条１７項は，「前項の規定に違反して行った
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地方公共団体の行為は，これを無効とする。」とされている。同法１３８条の

２は，当然のことながら，地方公共団体の執行機関に法令の遵守義務を課して

いる。そして，地方財政法４条１項は，「地方公共団体の経費は，その目的を

達成するための必要且つ最少の限度をこえて，これを支出してはならない」と

規定し，同法１７条の２第３項は，「地方公共団体は，前項の通知を受けた場

合において負担金の予定額に不服があるときは，総務大臣を経由して，内閣に

対し意見を申し出ることができる。」とされている。また，同法２５条３項は，

「地方公共団体の負担金について，国が第一項の規定に従わなかったときは，

その部分については，当該地方公共団体は，国に対し当該負担金の全部又は一

部を支出せず又はその返還を請求することができる。」と規定している。 

（２）国の機関の先行行為・負担命令に当然に拘束されるものではない 

住民側の依頼に対して原審で意見書（甲Ａ第１３号証の人見第一意見書）を

作成された人見剛立教大学教授（現早稲田大学教授）は，上記の法制度におい

ての国の納付命令とこれを受けた地方公共団体との関係について，「一日校長

事件最判の事案と同様に首長等が，別機関の先行行為を尊重しその内容に応じ

た財務会計行為をなすべく当然に拘束されるわけではないのである。」（同意

見書３～４頁）と，次のように解説されている。 

「ある自治体機関は，他の自治体や国の機関の行った，自己の財務会計行

為の原因となる行為に，違法性があると考えた場合，独立行政委員会や議会

の行為ほどにそれを尊重しなければならないとは言えない。自治権を憲法上

保障された自治体が，他の自治体や国の行った機関の行為が，自己の財政に

違法な負荷をかける場合に，その他機関の行為の効力を自らの権限として否

定することはできないとしても，その違法性を行政手続・裁判手続を通じて

争うこともできないとすれば，それは憲法上も問題となるからである。実際，

地方財政法１７条の２第３項は，国の土木事業で地方公共団体を利するもの

に対する負担金の予定額の通知に対して当該地方公共団体は，総務大臣を経
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由して内閣に不服を申し出ることができる旨を定め，同法２５条は，地方公

共団体の負担金が法令の規定に従わず使用されない場合には，負担金の全部

又は一部を支出せず又はその返還を請求することができる旨を定めている。

さらに，首長が教育委員会等の行政委員会の行った行為の違法性を争う訴訟

を提起することは認められないが（そうした訴訟は，いわゆる機関訴訟（行

訴法６条）であり，法律上これを認める特別の定めがある場合に限り提起す

ることができるとされている。行訴法４２条），自治体と国の間，あるいは

自治体と自治体相互の間では，民事訴訟・行政訴訟の提起は当然に認められ

るのである。なお，宝塚市パチンコ店建築中止命令事件＝最判平成１４年７

月９日民集５６巻６号１１３４頁は，『行政権の主体としての』地方公共団

体には，法律の特別の定めがなければ訴訟を提起できないとする趣旨の判示

をしたが，ここで検討している事案は，自治体が『財産権の主体として自己

の財産上の権利利益の保護救済を求めるような場合』に当たるので，自治体

の出訴等が認められることに疑問はない。以上のような意味で，国や他の自

治体の機関が先行行為を行った事案においては，一日校長事件最判の事案と

同様に首長等が，別機関の先行行為を尊重しその内容に応じた財務会計行為

をなすべく当然に拘束されるわけではないのである。」（同意見書３～４頁） 

（３）国土交通大臣の負担金納付通知も訴訟で争うことができる 

人見教授は，今みたとおり，甲Ａ第１３号証の人見第一意見書において，国

土交通大臣からの納付通知に対して，それが違法である時は，地方公共団体は

その取消を求めて提訴できることを解説されていたが，同意見書の後半におい

ても，重ねて取消訴訟の提起ができることを解説されている。次のとおりであ

る。 

「国土交通大臣の負担金納付通知も，あらかじめ都道府県知事の意見を聴

かねばならない上に（河川法６３条２項，特定多目的ダム法４条４項），都

道府県知事は，その額に不服があるときは，内閣に意見を申し出ることがで
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き（地方財政法１７条の２第３項），さらに国がその負担金を違法に使用し

ている場合には，負担金の支出を拒み，支出済みの負担金の返還を請求する

こともできるのである（地方財政法２５条３項）。そして，当然，負担金納

付通知が違法であった場合には，自治体は，当該通知の取消訴訟ないしは支

払義務の不存在確認訴訟などの当事者訴訟を提起して，当該通知の違法性を

裁判上で争うこともできるはずである。」（甲Ａ第１３号証	 １０～１１頁） 

（４）以上のところからすれば，地方公共団体は国から納付命令が発せられたとし

ても，当該機関は，独自の立場において，これを審査すべき義務を負っている

ということになり，むしろ特別の規定や条件がない限り，上記の審査義務は負

うが納付命令に対しては尊重義務を負わないのが原則であることになる。そこ

で，国土交通大臣から河川法６０条１項もしくは６３条１項に基づく納付通知

が発せられた場合にも，これが国から発せられた故をもって尊重義務が付加さ

れ，地方公共団体が無審査で納付通知に沿った措置を講ずるというルールが敷

かれているということはないのである。国土交通大臣からの納付通知であって

も，むしろ，原則的には地方公共団体の立場で金銭支出の正当性を吟味する審

査が行われなければならないことを知ることができる。法制度としては，大臣

が発する納付通知には格別の尊重義務は認められないのである。 

 

２	 河川法６３条に基づく納付通知の効力の争点は「著しい利益の存否」で

ある 

（１）本件事案の最終の争点は，八ッ場ダムが群馬県にとって，河川法６０条１項

においても要求される同法６３条１項にいう「著しく利益を受ける」河川管理

施設であるか否かであるが，これを決するには，計画対象洪水であるカスリー

ン台風洪水の実像の確認と，日本学術会議の基本高水の検証作業の下で行われ

た同台風洪水の再現計算の精度の検証，とりわけ同台風洪水の実績流量と再現

計算流量との間の大きな乖離について合理的な説明が必要であるところ，原審
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までの審理においては，国土交通省も日本学術会議も，事実上この説明を断念，

放棄している状態にある（上告受理申立理由書	 第３章「第７	 日本学術会

議・分科会の基本高水・毎秒２万１１００㎥は，カスリーン台風洪水の実績流

量に反する机上の計算となった」（７５～１０１頁。特に７６～８７頁）。 

（２）利根川の治水計画は，既往最大の洪水である昭和２２年９月のカスリーン台

風洪水を計画対象洪水として，上流部にダムがない状態では基準点の八斗島地

点（群馬県伊勢崎市）に毎秒２万２０００㎥の洪水が襲うとするものであるが，

この基本計画は過去の利根川の洪水データを正視せず過大な流量算定を行っ

たものである。即ち，カスリーン台風時のピーク流量は，国土交通省の計算に

おいても，長きにわたって最大にみて毎秒１万７０００㎥とされていたが，昭

和５５年の「利根川水系工事実施基本計画」において，突然，同台風洪水時の

ピーク流量は，「氾濫戻し」をすると毎秒２万２０００㎥であったと修正され

たものであること。そして，平成１８年２月の「利根川水系河川整備基本方針」

において，改めて基本高水の毎秒２万２０００㎥の相当性が確認されたという

が，平成２２年１１月２日の記者会見において馬淵澄夫国土交通大臣は，「基

本方針で定められた基本高水についてしっかりと平成１７年に検証を行って

いなかった」（甲Ｂ第１３３号証の３）と謝罪し，現に国土交通省にはその資

料が全く保管されていないこと（甲Ｂ第１４７号証	 冒頭の「要旨」ⅱ頁参照）。

本訴訟においても八斗島地点毎秒２万２０００㎥への改定理由は，カスリーン

台風の再現計算に基づくものとされたり（乙第１９８号証の２，４頁），上流

部の将来の流域開発を見通した「将来的な計画値」であると説明（乙第２７８

号証の２，１２頁）されたり混乱が生じていること。近時の日本学術会議分科

会での基本高水の検証では，同台風洪水の机上の再現計算においては毎秒２万

１１００㎥（甲Ｂ第１４７号証２０頁）とされながら，この計算流量と国土交

通省の実績流量との毎秒４０００㎥に及ぶ乖離の説明はなし得なかったこと。

国土交通省は，日本学術会議に協力を求めての検証作業を行う以前には，現況
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の河道でカスリーン台風が再来しても八斗島地点のピーク流量は毎秒１万６

７５０㎥にとどまるとしていたこと（甲Ｂ第３９号証）。などなど利根川水系

の治水計画の基本に置かれている基本高水は著しく合理性を欠くものとなっ

ているのである。	 

（３）そして，現況の利根川の中流部から下流の河道の流下能力であるが，国土交

通省が管理する八斗島地点下流部の河道は計画高水流量（毎秒１万６５００

㎥）を流下させる河道断面が概成しているから，八ッ場ダムがなくとも計画流

量を流下させられる。しかも，洪水時における同ダムの下流都県の河道の水位

低減効果は，近時策定された中期計画である「利根川・江戸川河川整備計画」

（ピーク流量毎秒１万７０００㎥）における東京都を例に取れば，江戸川で僅

か数センチメートルに過ぎないものであって，八ッ場ダムは利根川中流部の水

位低減効果はあるかなしのものであり，下流都県にとって河川法６３条に定め

る「著しく利益を受ける」との要件を満たさないものとなっているのである。	 

（４）以上のように，本件事案の最終の争点は，八ッ場ダムが群馬県にとって「著

しく利益を受ける」関係にある施設であるか否かであり，その前提として八斗

島地点毎秒２万２０００㎥とする基本高水のピーク流量の合理性が問われ，現

況の河道の流下能力や八ッ場ダムの洪水時の水位低減効果をチェックするこ

とから結論される「著しく利益を受ける」という事実の存否なのである。そし

て，この意味で，納付通知そのものが「重大かつ明白な瑕疵」を有するものか

否かは訴訟物とはなり得ないものである。 

（５）このことについては，原審において，甲Ａ第１９号証の第二意見書を作成さ

れた人見教授は，上記の事実を把握され，次のように見解を述べられている。

事実はそのとおりなのであり，本件事案においての争点は，八ッ場ダムは群馬

県にとって河川法６３条１項にいう「著しく利益を受ける」関係にあるのか否

かであり，納付通知に「重大かつ明白な瑕疵」があるか否かではないのである。 

「本判決の事案においては，受益者負担金支出の直接の根拠である国土交通
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大臣の納付通知が河川法６３条に照らし適法であるか否か，すなわち，八ッ

場ダムの建設によって，治水の面から東京都に『著しい利益』が生ずるのか，

あるいは納付を命じられた金額が，東京の受ける『受益の程度』に見合った

ものであるのか，この点が正面から審査されるべきである。そして，納付通

知がこうした要件を充足しているか否かを判断するためには，八ッ場ダム建

設が下流域の地域（とりわけ東京都）にとって治水上の顕著な効果があると

している上記の諸計画の合理性が，審査される必要があるのである。それら

計画の『重大かつ明白な瑕疵』の有無のみが審査されればよいというもので

はない。」（甲Ａ第１９号証４～５頁） 

 

３	 住民訴訟は代位訴訟であり，支出に係る違法要件の加重は許されない 

（１）最高裁判例によれば，住民訴訟は，「普通地方公共団体の執行機関又は職員

による同法２４２条１項所定の財務会計上の違法な行為又は怠る事実が究極

的には当該地方公共団体の構成員である住民全体の利益を害するものである

ところから，これを防止するため，地方自治の本旨に基づく住民参政の一環と

して，住民に対しその予防又は是正を裁判所に請求権能を与え，もって地方財

務行政の適正な運営を確保することを目的としたものであって，執行機関又は

職員の右財務会計上の行為又は怠る事実の適否ないしその是正の要否につい

て地方公共団体の判断と住民の判断とが相反し対立する場合に，住民が自らの

手により違法の防止又は是正をはかることができる点に，制度の意義がある。」

とされている（昭和５３年３月３０日	 最高裁第一小法廷判決	 民集３２巻２

号４８５頁）。そして，同判例解説によれば，住民訴訟制度の本旨に則して考

えると，「住民訴訟において主張されているのは，本質的には，住民全体の利

益のために認められた住民自身の権利としての違法是正請求権であって，それ

が是正の対象たる違法行為の態様ないし段階に応じて，差止め請求となったり

（１号），取消又は無効確認請求となったり（２号），怠る事実の違法確認請
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求となったり（３号），損害補填等の請求となったり（４号）するものである

といえる。」（最高裁判例解説	 民事篇昭和５３年度１４４頁）と解説されて

いる。 

（２）これらの住民らの違法是正請求権は，一般的に地方公共団体の権利の代位行

使という形で行使されるものであるから，本件のごとく八ッ場ダムの建設に係

る国土交通大臣からの建設事業負担金の納付通知の違法性の審査においては，

河川法６３条１項が規定する「著しく利益を受ける」場合であるか否かを客観

的に審査して，その支出の当否が決せられるべきは当然である。そして，この

場合の「著しく利益を受ける」の語義ないし定義については，地方公共団体（群

馬県）の執行機関がこれを判断する場合でも，住民訴訟で判断される場合でも

同一であるはずである。言葉を変えていえば，「著しく利益を受ける」ことを

条件として流域都府県に受益者負担金の納付を求める河川法６３条１項が定

める賦課の要件は，住民訴訟になったからといって，「重大かつ明白な瑕疵」

の有無と変更されたり，この要件が加重されるなどということはあり得ない。

したがって，本件の住民訴訟で住民側に求められる訴訟活動は，八ッ場ダムは

河川法６３条１項の要件である「著しく利益を受ける」を欠いていることの主

張で足り，原判決が判示したような，納付通知の「重大かつ明白な瑕疵」の主

張，立証ではないことは明白である。 

 

第４	 原判決の現行法制の点検状況と一日校長事件最高裁判決の援用 

１	 原判決の点検状況―国からの賦課処分を争うことができる制度について

の看	 過 

これまでに，地方公共団体が国から納付命令を受けた場合の地方公共団体の対

応をめぐる法制度について検討を行ってきたが，次に，原判決がこの点について

どのような判示，説示を行っているかについて点検してみると，原判決は，地方

公共団体の側からの対処方法については触れるところがない。 
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すなわち，原判決は，地財法１７条の２第３項が定める負担金の予定額に対す

る不服申出制度や，納付通知に対する出訴制度など，国からの賦課処分を争うこ

とができる旨の主張に対してはまったく応答がなく，現今の法体系の下では，河

川法６３条１項の「著しく利益を受ける」の法定要件を欠くときは，群馬県はそ

の支出を拒むことができるのであるから，住民らはその差止めを求めるのである

という主張に対しては，原判決は，何ら答えていない。	 

以上のとおり，原判決が示す判断枠組みが形成される前提には，納付命令を受

けた地方公共団体が持つ不服申出権や出訴制度，あるいは不払い・返還請求権な

ど国からの賦課処分を争うことができる制度についての看過がある。そして，原

因行為に「重大かつ明白な瑕疵」が認められない限り原因行為を尊重し，原因行

為に沿った措置を採ることに違法性はないとする。原判決は，地方公共団体は行

政組織上独立の権限を有する他の機関の権限に基づいてなされた原因行為に対

しては介入することができないのであるから，原因行為を尊重してこれに沿った

措置を採ることは違法とはならないというのであるが，「何の審査もしないまま

納付通知を尊重すべき」との判示の根拠は，地方公共団体には積極的な審査義務

を課した規定がないという誤った判断と，筋違いの一日校長事件最高裁判決の誤

った援用だけなのである。 

 

２	 一日校長事件最高裁判決は本件事案には適用外である 

	 	 一日校長事件最高裁判決の射程の詳論は別項（本補充書Ⅲ）で行うが，ここで

は，同最高裁判決は，本件事案においては適用したり，援用できる事案ではない

ことについて簡潔に指摘することにとどめることとする。 

（１）原判決は，一日校長事件最高裁判決を拡大解釈して援用し，他の独立の機関

の原因行為は尊重されるべきであるとか，後行の機関は，先行行為に重大かつ

明白な瑕疵が認められない場合には，原因行為を尊重してそれに沿った財務会

計行為を行っても違法とは認められないなどの結論を導いているが，本件事案
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においては，こうした結論は前記最高裁判決の判旨からは導くことはできない

のである。 

（２）一日校長事件は，周知のとおり，教育委員会が勧奨退職に応じた教員を１日

だけ校長の職に遇して校長職の退職金を給付することとした案件について，こ

の教育委員会の人事処分にそって退職金の給付を行った知事に対して，住民が

旧地方自治法２４２条の２第１項４号に基づいて損害賠償請求訴訟を提起し

た事案であるが，これについて最高裁は次のように判示している。 

「教育委員会と地方公共団体の長との権限の配分関係にかんがみると，教

育委員会がした学校その他の教育機関の職員の任免その他の人事に関する

処分（地方教育行政の組織及び運営に関する法律２３条３号）については，

地方公共団体の長は，右処分が著しく合理性を欠きそのためこれに予算執行

の適正確保の見地から看過し得ない瑕疵の存する場合でない限り，右処分を

尊重しその内容に応じた財務会計上の措置を採るべき義務があり，これを拒

むことは許されないものと解するのが相当である。けだし，地方公共団体の

長は，関係規定に基づき予算執行の適正を確保すべき責任を地方公共団体に

対して負担するものであるが，反面，同法に基づく独立した機関としての教

育委員会の有する固有の権限内容にまで介入し得るものではなく，このこと

から，地方公共団体の長の有する予算の執行機関としての職務権限には，お

のずから制約が存するものというべきであるからである。」 

（３）地方公共団体の首長と教育委員会との間では，教育の中立性を確保する配慮

から，特別法によって，この二つの機関の権限が分掌されている。判示にもあ

るように首長は原則的に教育委員会の人事処分等については尊重し，同委員会

の処分に従った財務会計上の措置を採ることが義務付けられているという事

情がある。一方，国土交通大臣が発した納付通知に関しては，納付命令を受け

た地方公共団体に対しそうした義務等を定める特別法などは存在しない。この

ように本件事案と一日校長事件とでは，先行の原因行為と後行の財務会計行為
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とを律する法制度が大きく異なっている。そして，一日校長事件での住民訴訟

は，いわゆる「４号請求」であるが，本件事案の中心は「１号請求」であるこ

とも相違している。 

（４）この最高裁判決を援用して，国土交通大臣が発した河川法６０条１項の納付

通知に対して格別の尊重義務があるとするのは大きな誤りである。そして，知

事が，教育委員会が決定した原因行為にそった措置を採らないこととする場合

の条件についても，最高裁判決は「右処分が著しく合理性を欠きそのためこれ

に予算執行の適正確保の見地から看過し得ない瑕疵の存する場合」としたが，

右処分に「重大かつ明白な瑕疵」が認められた場合などの加重要件は付されて

いないことにも注意すべきである。 

 

第５	 原判決の判断枠組み批判 

	 	 原判決の本件事案における判断枠組みに関する原判決の判示を中心にして，順次

検討し批判を加える。	 

１	 群馬県には納付義務の違法性・内容の適正性を検証すべき義務と権限が

あるのに，原判決はこれを看過し，尊重義務を不当に強調する誤りを犯し

ている 

（１）国と地方公共団体の関係は上命下達の関係ではないのであり，地方公共団体

は対等な関係で納付通知の適法性と効力を審査すべきものである。田村教授

は，本件訴訟と内容を同じくする東京訴訟事件に関し，一日校長事件最高裁判

決の解釈を誤って援用し，納付通知への尊重義務を強調する原判決を次のよう

に批判をされている。「引用の一日校長事件住民訴訟最高裁判決の事案と本判

決のそれとではまったく事案を異にする。前者は，一法主体たる自治体の事務

の執行の法的仕組みのあり方が問題となる事案であるのに対して，後者(本判

決)は，国(国交大臣)の事業の実施にかかわり，事業主体と当該事業の費用分

担者との法関係が問題となる事案である点に最も根本的な相違があろう。換言
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すれば，本判決の事案は，同一法主体(行政主体)の事務の執行に係る行政組織

法上の権限配分のあり方如何が問題となるものではない。それは，国と都とい

う二法主体間の法関係と評価，判断することが正当である。少なくとも，本判

決の事案においても，都(ないしその機関)が国の行政組織の一機関であるはず

がない。法主体間関係であれば，費用分担者(都)が自身の負う義務の適法性，

その内容の適正性を自ら確認，検証することができると考えるのが当然であろ

う。それ故，本判決の上記の評価，判断は適切とは解しえない。」（甲Ａ第２

０号証５４頁後段）とされている。	 

（２）この点は，先にみた人見第一意見書（甲Ａ第１３号証）でも，同旨の見解が

述べられているところである。即ち，人見教授は，「自治権を憲法上保障され

た自治体が，他の自治体や国の行った機関の行為が，自己の財政に違法な負荷

をかける場合に，その他機関の行為の効力を自らの権限として否定することは

できないとしても，その違法性を行政手続・裁判手続を通じて争うこともでき

ないとすれば，それは憲法上も問題となる」とし，「国や他の自治体の機関が

先行行為を行った事案においては，一日校長事件最判の事案と同様に首長等

が，別機関の先行行為を尊重しその内容に応じた財務会計行為をなすべく当然

に拘束されるわけではないのである。」（同意見書３～４頁）とされている。

納付通知を受けた地方公共団体は，独自の立場において，納付通知が法定の要

件（本事案では河川法６３条１項の要件）の存否を厳正に吟味すべきであるこ

とを指摘されてきていた。 

（３）東京事件の第一審判決は，その控訴審判決とほぼ同様な判断枠組みをとって

いた。人見教授は，東京事件の控訴人からの依頼に応えて，第一審判決に対す

る意見書（甲Ａ第１９号証）を作成されたが，同意見書では，河川法の受益者

負担金をめぐる都府県の機関と国の機関との関係に，一日校長事件のような都

と教育委員会との関係があると考えるのは明らかな誤りであるとされている。

次のようである。 
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「河川法６３条の受益者負担金の負担に関して，都道府県と国（国土交通大

臣）との間で，上記のような拘束関係がないことは明らかであろう。河川法

６３条に基づく負担金納付通知によって課された負担金を都道府県が支払

わない時には，同法７４条の２第３項によれば，総務大臣を経由して内閣に

不服を申し出ることができる。また，都道府県は，納税者が課税処分に対し

て納税を拒む場合と同様，納付通知の違法を裁判で争うこともできるはずで

ある（参照，摂津訴訟＝東京高判昭和５５年７月２８日行集３１巻７号１５

５８頁，大牟田市電気訴訟＝福岡地判昭和５５年６月５日判時９６６号３頁

など）。そして，納付通知が河川法６３条の要件に違背して違法であるとき，

例えば「著しく利益を受ける場合でない」とか，「受益の限度」を超えた金

額であるときには，裁判所の判決によって当該納付通知が取り消され，負担

金の支払い義務を負うことはないのである。 

教育委員会のような行政委員会や議会と首長との関係が，このような関係

にないことは，もはや説明するまでもないであろう。教育委員会による教育

職員の人事上の処分がなされたとき，都道府県知事は，それが違法であると

して裁判に訴えることはできない。そうした訴訟は機関訴訟であり，法律に

それを特別に認める規定があって初めて提起できるのである（行訴法４２

条）。そのような規定がない限り，最高裁も述べるように，首長は，教育委

員会の判断を尊重して財務会計行為をなさねばならず，ただ，それが「著し

く合理性を欠きそのためこれに予算執行の適正確保の見地から看過し得な

い瑕疵の存する場合」に限って，それを拒むことができるのである。河川法

の受益者負担金をめぐる都道府県の機関と国の機関との関係に，これと同様

の関係があると考えるのは，明らかな誤りである。」（甲Ａ第１９号証３～

４頁） 

（４）田村論文（甲Ａ第２０号証）も，人見意見書も変わるところはないのであり，

国と地方公共団体との関係についての原判決の判示が根本的に誤っているの
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である。特別に審査義務が法で定められていない場合には，国の納付通知にそ

った措置を採れとの原判決の解釈は，一日校長事件最高裁判決の解釈を誤り判

例の射程を誤っているうえに，国と地方公共団体との対等な関係を全く無視す

るものである。地方公共団体は，国からの納付命令が違法であると判断された

のなら，意見の申出もできるし，納付命令の取消訴訟も提起できるのである。

原判決の納付通知に対する尊重義務というのは，それが導き出される理由の説

示も欠くし，全く説得性を欠くものである。	 

	 

２	 原判決は地方自治法，地財法等の法令遵守や審査義務を全く看過してい

る 

（１）既に検討を行ったところであるが，納付通知を受けた地方公共団体は，当該

職員ないし当該機関に特別の審査義務が課されているか否かには関係なく，地

方公共団体が公金の支出を行うに当たっては，その支出の法定要件が充たされ

ているか否かの審査は当然に行われなければならない。田村教授も，本件事案

と同様な東京事件において，当該職員に特別な審査義務を課した規定は存在し

ていないという事実を承認した上で，「自治体には事務の処理に当たっての法

令遵守義務が一般的に課されているため(自治法２条１６項)，大臣納付通知の

形式・実体の両面にわたる適法性，適正性を自治体自ら審査，判断すべき義務

が果たされなければならないはずであり(大臣納付通知の一事をもって当該事

務が免除されるはずはない)，その当然の一帰結として負担金不納付の事実が

生じうる。他方，不納付の原因となる事由を当該法令は明定し，限定していな

い以上，当該強制徴収手続の規定は，自治体の法令遵守義務より導かれる上記

の本判決のいう審査権限を明確に否定するものであるとまでは断定しえま

い。」（甲Ａ第２０号証５４頁後段から５５頁前段）とされている。	 

（２）そして，この点についても，人見教授の意見書（甲Ａ第１３号証）も同旨の

意見を述べている。即ち，人見教授は，「国土交通大臣の負担金納付通知も，
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あらかじめ都道府県知事の意見を聴かねばならない上に（河川法６３条２項，

特定多目的ダム法４条４項），都道府県知事は，その額に不服があるときは，

内閣に意見を申し出ることができ（地方財政法１７条の２第３項），さらに国

がその負担金を違法に使用している場合には，負担金の支出を拒み，支出済み

の負担金の返還を請求することもできるのである（地方財政法２５条３項）。

そして，当然，負担金納付通知が違法であった場合には，自治体は，当該通知

の取消訴訟ないしは支払義務の不存在確認訴訟などの当事者訴訟を提起して，

当該通知の違法性を裁判上で争うこともできるはずである。」（同１０～１１

頁）とされている。 

（３）このように，地方公共団体は，国土交通大臣が発した納付通知に対して，そ

の支出の要件が整っているかについて審査する権限と義務があるのである。そ

して，とりわけて「１号請求」の支出差止請求においては，当該職員の認識や

故意・過失は問題とならず，本件事案に即していえば，八ッ場ダムの建設が群

馬県にとって「著しく利益を受ける」関係にあるのか否かが客観的に問題とさ

れるべきなのである。原判決の法解釈の誤りは明白である。	 

 

３	 群馬県の審査基準は「著しい利益の有無」・「違法の有無」であるのに，

原判決は「重大かつ明白な瑕疵」とする重大な誤りを犯している 

（１）ついで原判決は，「被告知事は，上記通知に重大かつ明白な瑕疵がある場合

でない限り，上記通知を尊重してその内容に応じた財務会計行為上の措置を

取るべき義務がある」（２３頁）としている。このことは，納付通知を受け

た地方公共団体がその違法を主張して支出を拒むことができるのは，納付通

知に「重大かつ明白な瑕疵」が認められるときだということである。この判

示は，「納付通知の違法」が「重大かつ明白な瑕疵」に置き換えられている

ということを意味する。このことを河川法６３条１項の納付通知の例でみる

と，当該納付通知が違法と評価されるのは，河川法６３条１項の「著しく利
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益を受ける」との要件を欠いているときではなく，納付通知に「重大かつ明

白な瑕疵があるとき」だということになる。しかし，原判決には，河川法６

３条１項の要件を超えて，何故，「重大かつ明白な瑕疵」という要件の加重

を課すのかについての説示もない。このような解釈は，明らかに河川法６３

条の規定を無視するものであり許されるはずはない。	 

（２）原判決の判示の趣旨からすると，群馬県が「著しく利益を受ける」ことがな

いとして納付通知に従わなかった場合には，国土交通大臣は，滞納処分に準

じた手続を執ると考えられるが，そうなれば，その手続で争われる事実は，

群馬県が八ッ場ダムの建設によって「著しく利益を受ける」か否かという事

実であり，納付通知に「重大かつ明白な瑕疵」があるか否かではない。この

ことは，一般の課税処分の取消訴訟の例を考えても明らかである。課税処分

を受けた納税者がその処分の取消しを求める訴訟においては，法で定められ

た課税要件の存否こそが訴訟物になるのであり，課税処分に無効の事由があ

るとか，「重大かつ明白な瑕疵」があるとかが訴訟物になるのではない。こ

うした例からも，違法性の審査を「重大かつ明白な瑕疵」の審査に振り替え

るかのような原判決の不当性は明らかであり，破棄されなければならないも

のである。	 

（３）もとより田村教授は，本件事案と同様な東京事件の控訴審判決の判示に対し

て疑義を呈している。同教授は，「前述のとおり，本判決の事案に即していえ

ば，都は原因行為たる大臣納付通知の形式・実体両面の適法性，適正性を審査

する権利を有するのみならず，その義務を免れないはずである。とすれば，当

該通知が当然無効であることが必須であるとは考え難く，原因行為が違法か否

かこそが重視されなければならない。」（甲Ａ第２０号証５５頁前段）と指摘

されている。	 

さらに，同教授は言葉をついで，納付通知に対する客観的な違法評価ではな

く，「重大かつ明白な違法ないし瑕疵」という違法基準を持ち込む原判決に対
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して批判を加えられている。即ち，「前記・法人税更正処分無効確認等請求事

件最高裁判決が引用されていることに鑑みても，本判決は，いわゆる行政行為

の公定力理論に依拠して，原因行為たる大臣納付通知に重大かつ明白な瑕疵が

なければ，それは有効であり，したがって，当該大臣納付通知を「尊重してそ

の内容に応じた財務会計上の行為をすることが違法と認めることはできない」

と解しているようである。しかし，重要なのは，行政行為の有効・無効という

効果の有無ではなく，その適法・違法にあろう。極めて基本的なことであるが，

瑕疵ある行政行為は違法であり，その違法性が公定力により治癒されて適法と

なるものではない。」（前同５５頁前段）とされている。	 

	 

４	 争点は「著しく利益を受ける」の存否である―人見教授，野呂教授の所

見から 

（１）人見教授は，納付通知を受けた東京都がこれの審査をするには，納付通知が

違法であるのか適法であるのか，即ち，河川法６３条１項の「著しく利益を受

ける」との要件の存否こそが審査されるべきものと強調されている。次のとお

りである。	 

	 	 	 「本判決の事案においては，受益者負担金支出の直接の根拠である国土交

通大臣の納付通知が河川法６３条に照らし適法であるか否か，すなわち，八

ッ場ダムの建設によって，治水の面から東京都に『著しい利益』が生ずるの

か，あるいは納付を命じられた金額が，東京の受ける『受益の程度』に見合

ったものであるのか，この点が正面から審査されるべきである。そして，納

付通知がこうした要件を充足しているか否かを判断するためには，八ッ場ダ

ム建設が下流域の地域（とりわけ東京都）にとって治水上の顕著な効果があ

るとしている上記の諸計画の合理性が，審査される必要があるのである。そ

れら計画の『重大かつ明白な瑕疵』の有無のみが審査されればよいというも

のではない。」（甲Ａ第１９号証４～５頁）。 
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（２）野呂教授も，原判決の判断枠組みについては，これを厳しく批判されている

（甲Ａ第２１号証）。次のとおりである。 

「都府県が国から不利益な措置を受ける関係は，独立した法主体間の関係

である。さらに，納付通知は，都府県の公行政活動の監督手段ではなく，国

と都府県との間の財産上の利害調整にかかわる行為であり，かつ，都府県の

納付義務については『著しい利益を受ける』ことが法律上の要件とされてい

る。そうすると，納付通知が法定の要件を充たさず違法であると都府県が考

えるときは，取消訴訟を提起して納付通知の取消しを求めることができると

解すべきであり，また，『著しい利益を受ける』という要件の司法審査にあ

たり，国の判断を一方的に優先させる理由もない。したがって，都府県は違

法な納付通知を訴訟を通じて是正しうるのであって，その手続を怠ったまま

漫然と違法な納付通知に従って支出をした場合には，違法となると解され

る。」（同６２頁前段）とする。 

（３）この人見教授や野呂教授の指摘や原判決批判は極めて的確なものであり，東

京事件と同様な本件事案にも当てはまるところ，原判決が，事案の異なる一日

校長事件最高裁判決を援用して，国土交通大臣が発する納付通知への地方公共

団体の対応について誤った尊重義務を課し，「著しく利益を受ける」という要

件の司法審査に代えて，先行する原因行為の「上記通知に重大かつ明白な瑕疵

がある場合でない限り，上記通知を尊重してその内容に応じた財務会計上の措

置を執るべき義務があり，これを拒むことは許されない」旨の判断を採ること

は許されないとの趣旨は，これまでの上告受理申立人らの主張と同旨である。

これによっても，原判決の判断が不当で維持されるべきでないことが明らかで

ある。 

 

５	 原判決は「違法」ではなく「無効」の証明を求めているのである 

（１）これまでに検討してきたところから，河川法６３条１項に基づく国土交通大
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臣の納付通知が「著しく利益を受ける」との要件を備えるものでなければなら

ないことは改めて説明の要はなかろう。そして，それを欠くときには納付通知

は違法となること，そして，そうした納付通知には群馬県は従ってはならない

ことも自明である。	 

（２）そして，八ッ場ダムの建設によって群馬県が「著しく利益を受ける」関係に

ないとしたらそれは違法な納付通知となり，河川法６０条１項に基づく建設事

業負担金の支出差止訴訟においては，その違法の事実の検証で十分となるはず

である。これについては，田村教授も，先にみたとおり，「本判決の事案に即

していえば，都は原因行為たる大臣納付通知の形式・実体両面の適法性，適正

性を審査する権利を有するのみならず，その義務を免れないはずである。とす

れば，当該通知が当然無効であることが必須であるとは考え難く，原因行為が

違法か否かこそが重視されなければならない。」（甲Ａ第２０号証５５頁前段）

と指摘されている。このように本件事案は，納付通知の違法性の審査こそが行

われるべきものなのである。	 

（３）しかしながら，これまで見てきたところから明らかなように，原判決は，本

件において，審理の対象を河川法６３条１項の「著しく利益を受ける」の事実

の存否に代えて「納付通知に重大かつ明白な瑕疵」があるか否かとし，その立

証責任を住民側に課しているのであるが，このことは，納付通知の違法性の立

証ではなく，納付通知の無効の立証を求めているということに他ならない。	 

	 	 塩野宏教授の「行政法Ⅰ」（第五版補訂版）には，行政行為の無効と取消し

得べき行為との区分について解説がなされているが，この二つの区分につい

て，「判例・学説を支配してきた説として，重大明白説がある。これは無効の

行政行為とは，行政行為に内在する瑕疵が重要な法規違反であることと，瑕疵

の存在が明白であることとの二つの要件を備えている場合であるとするもの

である」（１６１頁）とされている。これからすれば，「重大かつ明白な瑕疵

を持つ行政行為」とは行政行為の無効をさすものであり，これは無効の同義語
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なのである。とすれば，原判決は，本件事案の審理において，納付通知の違法

の立証に代えて，納付通知の無効の立証を求めているということに他ならな

い。	 

 

第６	 原判決は「著しい利益」の存否や利根川治水計画の不合理性について

は実質の審理をしなかった 

１	 原判決は納付通知には「重大かつ明白な瑕疵」がないとして棄却した 

（１）申立人らは，八ッ場ダムは群馬県にとって河川法６３条１項にいう「著しく

利益を受ける」という関係にはなく，八ッ場ダムは同条項の要件を充たしてい

ないから同法６０条に基づく納付通知に従った群馬県からの建設事業負担金

の支出は違法であり，その支出の差止を求めるものであると主張した。これに

対して，原判決は，「上記通知に重大かつ明白な瑕疵がある場合でない限り，

上位通知を尊重してその内容に応じた財務会計上の措置を執るべき義務があ

り，これを拒むことは許されないと解される。」（原判決２３頁）として住民

側の主張を排斥した。 

（２）そして，利根川の治水計画は計画対象洪水であるカスリーン台風洪水の再現

もできないまま，当時の実績ピーク流量と日本学術会議の下で行われた同台風

洪水の机上の再現計算では，毎秒４０００～５０００㎥もの大きな乖離が生じ

ているがこれについて説明ができない状況にある上に，利根川の治水計画には

不可解な不透明性と不合理性が積み重ねられてきているのであり，平成１８年

２月策定の「利根川水系河川整備基本方針」は，馬淵国土交通大臣自らが平成

２２年１１月５日の記者会見において，「２万２０００トンありきの検討」と

言わざるを得ない状況にあって（甲Ｂ１３３号証の４），既往最大洪水たるカ

スリーン台風洪水の規模を解析する資料等すら存在しない状況（控訴人の控訴

審準備書面（４）９～１０頁参照）であって，八斗島地点毎秒２万２０００㎥

計画はねつ造ともいうべき計画であったのであるが，申立人らのこれらの主張
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に対しては，原審裁判所は，審理・判断の対象にすらせず，ただ日本学術会議

による検証作業と検証結果ついてだけ若干の判示を行ったが，いずれも前記判

断枠組みの枠内で行い内実の判断には踏み込まず形式的な判断に終始した（原

判決２３～２７頁）。 

 

２	 「重大かつ明白な瑕疵」という審査基準で各論には判断回避 

（１）上に述べたように，原判決は，独自に設定した判断枠組みの下で，河川法６

３条１項の要件の不存在の主張・立証責任を住民側に転嫁し，申立人らが主張

する事実については，「重大かつ明白な瑕疵」という違法審査基準を持ち込ん

で住民側の立証の道をふさいだのである。そして，上告受理申立人らが主張し

た納付通知の客観的な違法事由については実質，審査を回避して，納付通知に

「重大かつ明白な瑕疵が認められない」ことを唯一の理由として，公金支出の

差止請求を棄却したのである。 

（２）原判決は，一日校長事件最高裁判決以後の「１号請求」に係る最高裁判例で，

この一日校長事件最高裁判例を引用したものは皆無である（甲Ａ第１９号証２

頁）のに，あえてこの判例を援用し，地方教育行政の組織及び運営に関する法

律に基づいて，地方公共団体の首長は教育委員会の人事処分を尊重しその内容

に応じた財務会計上の措置を採るべき義務を法定されている事案での判示を

本件事案の先例であるかのようにして用い，国の納付通知に対しての尊重義務

を虚構したのである。そして，地方自治法や地方財政法が規定する地方公共団

体の機関が所属庁に対して負う誠実義務や財務規律は無視。さらに，河川法６

３条１項の「著しく利益を受ける」の法定要件を不当にも「重大かつ明白な瑕

疵」に置き換えて，住民側が主張した利根川治水計画の不合理性や「著しく利

益を受ける」の主張に対しては，実質審理を回避し，結論として，利根川の基

本高水計画や河川法６０条に基づく納付通知には「重大かつ明白な瑕疵」は認

められないとして，上告受理申立人らの請求を棄却したのである。原判決のこ
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のような最高裁判例の拡大解釈や誤った援用，そして，行政行為の違法性評価

の無効評価へのすり替え，住民側の基本主張に対する大幅な判断の回避や脱漏

など，およそ行政訴訟の審理・判断とは評価することができないものである。

このような原判決は道理，正義に反する。直ちに破棄されるべきである。 

第７	 「Ⅱ」のまとめ 

１	 原判決の判示と３教授の見解の対比 

（１）原判決は，先にみたとおり，一日校長事件住民訴訟最高裁判決を引用し「建

設事業負担金は，河川法６０条１項，６４条１項により，国土交通大臣が都道

府県に負担させることができるとされているものであり，同法施行令３８条１

項の通知の性格は，国土交通大臣が発する具体的な費用負担の命令であると解

すべきであるから，被告知事は，上記通知に重大かつ明白な瑕疵がある場合で

ない限り，上記通知を尊重してその内容に応じた財務会計上の措置を執るべき

義務があり，これを拒むことは許されないと解される」(判決書２３頁)とした。	 

（２）これに対して，田村教授は，「引用の一日校長事件住民訴訟最高裁判決の事

案と本判決のそれとではまったく事案を異にする。前者は，一法主体たる自治

体の事務の執行の法的仕組みのあり方が問題となる事案であるのに対して，後

者(本判決)は，国(国交大臣)の事業の実施にかかわり，事業主体と当該事業の

費用分担者との法関係が問題となる事案である点に最も根本的な相違があろ

う。……法主体間関係であれば，費用分担者(都)が自身の負う義務の適法性，

その内容の適正性を自ら確認，検証することができると考えるのが当然であろ

う。それ故，本判決の上記の評価，判断は適切とは解しえない。」（甲Ａ第２

０号証５４頁後段）と応え，野呂教授は，「『著しい利益を受ける』という要

件の司法審査にあたり，国の判断を一方的に優先させる理由もない。したがっ

て，都府県は違法な納付通知を訴訟を通じて是正しうるのであって，その手続

を怠ったまま漫然と違法な納付通知に従って支出をした場合には，違法となる

と解される。」（甲Ａ第２１号証６２頁前段）と応えられた。 
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（３）そして，人見教授は，「国が全国的な視点に立った判断で決定・実施する公

共事業について，そこから特定の地方公共団体に『著しく利益』が生ずると国

が判断したときには当該地方公共団体に一方的に負担金支払い義務を課すこ

とができ，地方公共団体はそれに全面的に服従しなければならずそれを争う余

地もない，とすれば，それは『地方自治の本旨』（憲法９２条，地方自治法１

条）に反し，『地方公共団体に関する法令の規定は，地方自治の本旨に基づい

て，かつ，国と地方公共団体との適切な役割分担を踏まえて，これを解釈し，

及び運用するようにしなければならない』とする地方自治行政の『自律性をそ

こない』，『地方公共団体に負担を転嫁するような施策を行ってはならない』

とする地方財政運営の基本原則（地方財政法２条２項）の趣旨に反することに

なる。」（甲Ａ第２２号証６５頁後段から６６頁前段）と応えられている。 

 

２	 判例違反・審理不尽，地方自治法・河川法の重大な解釈の誤りは明白 

（１）要するに，本件事案において，群馬県が大臣納付通知であるが故にこれに服

従しなければならない道理も規定も存在しないのである。群馬県は大臣納付通

知に対しても審査権を有し，県民に対しては審査義務も負っているのである。

こうした背景で，今見た田村教授や野呂教授，そして人見教授の見解が示され

ているのである。	 

（２）以上のとおり，全く事案の異なる一日校長事件最高裁判決を持ち出して，納

付通知に対する違法審査基準を立証不能なまでに引き上げる審査方式を導入

する判断枠組みを採用して申立人らに納付通知に「重大かつ明白な瑕疵」の主

張立証を求めたことは判例違反を構成し，利根川水系の基本高水の策定経緯の

不透明性や基本高水の不合理性・過大性の審査・判断を脱漏し，さらに河川法

６３条１項の「著しく利益を受ける」との客観的な違法審査を行わずに審理を

閉じて申立人らの請求を排斥したことは判決の結果に影響を及ぼす審理不尽

の違法を構成する。さらに，納付通知に対する地方公共団体の審査権を無視し
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たことは，地方自治法２条１６項，１７項，同法１３８条の２，地財法２５条

３項等の解釈を誤ったものであり，なおかつ河川法６３条１項が定める「著し

く利益を受ける」との解釈を誤ったものであり，これらの判例違反，審理不尽

と一連の法令の解釈の誤りは，判決の結果に重大な影響を及ぼしていることは

明らかであるので，原判決の破棄は免れないものと信ずる。	 
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Ⅲ	 一日校長事件最高裁判決の解釈を誤りその射程を超えて援用し，国土交

通大臣の納付通知に過剰な拘束力を承認する誤りを犯した原判決	  

 

	 はじめに 

	 	 平成２６年６月号の法律時報，小特集「八ッ場ダム訴訟の論点―住民訴訟の新

しい視点を探る」の中の野呂充大阪大学教授の「一日校長事件最高裁判決の射程」

（甲Ａ第２１号証）と題する論考は，東京事件判決の河川法上の受益者負担金の

支出差止請求に関しての論考である。 

ここで直接取り上げられているのは東京事件判決であるが，本件事件である群

馬事件においても一日校長事件最高裁判決を援用しているので，申立人らは，野

呂教授を始めとする諸学者の学術論文を基に，一日校長事件最高裁判決を援用し

て誤った判断を下した原判決，その中で河川法６０条１項に基づく建設事業負担

金の支出差止め案件の判示を対象として，さらに批判を行うものである。 

 

第１	 一日校長事件最高裁判決とその射程 

１	 同事件判決の事案と判旨 

（１）一日校長事件は，再言すると，教育委員会が勧奨退職に応じた教員を１日だ

け校長の職に遇して校長職の退職金を給付することとした案件について，この

教育委員会の人事処分にそって退職金の給付を行った知事に対して，住民が旧

地方自治法２４２条の２の１項４号に基づいて損害賠償請求訴訟を提起した

事案である。これについて最高裁は次のように判示している。 

「教育委員会と地方公共団体の長との権限の配分関係にかんがみると，教

育委員会がした学校その他の教育機関の職員の任免その他の人事に関する

処分（地方教育行政の組織及び運営に関する法律２３条３号）については，

地方公共団体の長は，右処分が著しく合理性を欠きそのためこれに予算執行

の適正確保の見地から看過し得ない瑕疵の存する場合でない限り，右処分を
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尊重しその内容に応じた財務会計上の措置を採るべき義務があり，これを拒

むことは許されないものと解するのが相当である。けだし，地方公共団体の

長は，関係規定に基づき予算執行の適正を確保すべき責任を地方公共団体に

対して負担するものであるが，反面，同法に基づく独立した機関としての教

育委員会の有する固有の権限内容にまで介入し得るものではなく，このこと

から，地方公共団体の長の有する予算の執行機関としての職務権限には，お

のずから制約が存するものというべきであるからである。」とした。 

（２）地方公共団体については，首長のほか地方自治法１８０条の５に規定する各

種の行政委員会ないし委員が，それぞれ執行機関としての権限を有する，いわ

ゆる執行機関複数制が採用されているところ，首長と教育委員会との間では，

教育の中立性を確保する配慮から，地方教育行政の組織及び運営に関する法律

という特別法によって，教育行政に係る権限や義務は，この二つの機関に分掌

されている。判示にもあるように首長は原則的に教育委員会の人事処分等につ

いては尊重し，同委員会の処分に従った財務会計上の措置を採ることが義務付

けられているという事情がある。この事案では法によって首長には一定の尊重

義務が課せられているのである。一方，国土交通大臣が発した納付通知に関し

ては，納付命令を受けた地方公共団体に対しそうした尊重義務を課している特

別法などは存在しない。このように本件事案と一日校長事件とでは，先行の原

因行為と後行の財務会計行為との関係を律する法制度が大きく異なっている。

そして，一日校長事件での住民訴訟は，いわゆる「４号請求」であるが，本件

事案の中心は「１号請求」であることも留意しておかなければならない。 

 

２	 同事件判決の内容と特徴 

（１）先述のとおり，一日校長事件判決の事案は，勧奨退職に応じた教頭に対し教

育委員会がした昇格処分および退職承認処分を前提として知事が退職手当の

支出決定をしたところ，支出決定が違法であるとして，知事個人に損害賠償請
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求訴訟が提起されたという案件である。この事案について，野呂教授は，法律

時報６月号の小特集「八ッ場ダム訴訟の論点」の中の論考「一日校長最高裁判

決の射程」（甲Ａ第２１号証）において，次のように解説されている。即ち，

「同判決は，当該４号請求訴訟が，『財務会計上の行為を行う権限を有する当

該職員に対し，職務上の義務に違反する財務会計上の行為による当該職員の個

人としての損害賠償義務の履行を求めるものにほかならない』ことを理由に，

①『当該職員の財務会計上の行為をとらえて右の規定に基づく損害賠償責任を

問うことができるのは，たといこれに先行する原因行為に違法事由が存する場

合であっても，右原因行為を前提としてされた当該職員の行為自体が財務会計

法規上の義務に違反する違法なものであるときに限られる』とする。この①に

は，（ア）当該職員の行為自体の義務違反と，（イ）その義務が財務会計法上

の義務違反であること，という二つの要素が含まれる。これを前提にして，同

判決は，先行行為が，地方公共団体の長から独立した機関である教育委員会の

固有の権限に属することを理由に，②地方公共団体の長は，教育委員会の『処

分が著しく合理性を欠きそのためこれに予算執行の適正確保の見地から看過

し得ない瑕疵の存する場合でない限り，右処分を尊重しその内容に応じた財務

会計上の措置を採るべき義務があり，これを拒むことは許されない』という厳

格な基準を示したうえで，知事の責任を否定した。」（５９頁前段）「一日校

長判決の判断のうち，①が，職員個人の賠償責任を問う４号請求訴訟を前提と

していることは，判文からも明らかである。②の厳格な基準は，これを前提に

して，当該職員が先行行為を是正する権限を有していなかったことを理由に，

職員の行為が違法とされる場合を限定したものである。」と解説されている（５

９頁前段から後段）。 

（２）野呂教授は，一日校長事件判決の判旨に示されている特徴を，上記のように

分析し，住民訴訟の中の「４号請求」に係る事案であることはもとより，その

中でも，一日校長事件は上記の①と②の事項を含む事案であることが特徴だと
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捉え，同判決の射程等を論ずる場合には，これら二つの特徴が充たされている

か否かを重視する姿勢が，ここに示されていると理解される。しかし，本件事

案には，一日校長事件を特徴付けている①と②の特徴がいずれも存在しないの

である。これは後述するところである。 

（３）前述のとおり，一日校長事件判決は，「地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律」という特別法により，知事と教育委員会の権限や義務が分掌されてい

て，知事は，教育委員会が行った人事処分に対しては尊重義務が課されている

という特殊な事案である。一日校長事件は，こうした知事と教育委員会という

特殊な機関相互の関係から生じた特殊な事案なのであって，人見教授が，甲Ａ

第１９号証の意見書において，「最高裁判決のこの判示は，先行行為の行為者

と後行の財務会計行為の行為者が異なり，かつ後者が先行行為の内容を法制度

的に特に尊重する義務がある事案についてのものである。」（同号証３頁）と

されているのも，この関係を指摘されてのことである。	 

	 

３	 同事件判決の射程 

	 次に，同判決の射程論について点検を行う。後に，同最高裁判決が本件事案に

援用，適用できるのかについて検討を行うが，その前提として，同最高裁判決の

射程論を点検するものである 

（１）最高裁判例解説によるこの判決の射程 

「判例解説」の冒頭の「判決要旨」と「参照条文」には，旧地方自治法２４

２条の２第１項４号と地方教育行政の組織及び運営に関する法律２３条３号

に係る事件であることが表記されている。そして，同判例解説における福岡右

武調査官の解説によれば，「本判決は，普通地方公共団体の長から独立した権

限を有する行政委員会の一つである教育委員会のした原因行為とこれを前提

として長がした財務会計上の行為との間における「違法性の承継」の問題につ

いて判断したものであるが，本判決の考え方は，教育委員会と同様に，普通地
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方公共団体の長から独立した権限を有する他の行政委員会，例えば，選挙管理

委員会，人事委員会等の措置の違法とこれを前提とする長の財務会計行為上の

行為の違法との関係についても，基本的に当てはまるものと解されよう。」と

している（「最高裁判例解説」法曹時報４６巻１２号	 ２９５頁）。これから

も明らかなように，この判決の射程は，「４号請求」訴訟であることを当然の

前提として，地方公共団体の長とその自治体の中の独立性の高い行政委員会と

の関係に限られていると理解されているのである。 

（２）藤田宙靖最高裁判事の射程論 

同最高裁判決の射程については，学者・研究者からは，判例解説にそった

見解が述べられていた。藤田宙靖最高裁判事（当時）は，「行政組織法」（有

斐閣２００５年）において，一日校長事件の最高裁判決の判旨を紹介した上，

その注（２５９頁	 注（８））において，「この判決の射程距離に関しては，

なお，次のような限界があることを留意しておくべきだろう。」とし，この

「判示は，専ら『旧４号請求訴訟』において，職員の地方公共団体に対する

損害賠償責任を，住民が当該地方公共団体に代位して請求する場合に関する

ものであって，必ずしも，例えば公金の支出差止め（１号請求）等に直ちに

妥当するものではない。」とされている。	 

（３）人見教授の射程論	 

人見教授は，原審において提出されている第一意見書（甲Ａ第１３号証）

においては，同最高裁判決の射程について次のように述べられている。「住

民訴訟における財務会計上の違法性が『当該職員の行為自体が財務会計法規上

の義務に違反する違法なものであるときに限られる』とする周知の判示は，住

民訴訟の諸類型中，旧４号請求訴訟とりわけその中の損害賠償請求訴訟に関す

るものであり，住民訴訟の諸類型全てに関するものではない。」（甲Ａ第１３

号証１頁） 

さらに同教授は，同じく原審において提出されている甲Ａ第１９号証におい
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て，次のようにも述べられている。 

「このように，この最高裁判決は，４号請求として職員に対してなされた

損害賠償請求訴訟は，職員個人の損害賠償義務の履行を求めるものであるこ

とから，原因行為に違法事由があるだけではなく，その職員の行為自体が財

務会計法規上の義務に違反する違法なものであることが必要と論じている

のである。そして，これは，ある意味当然なことである。４号請求のように，

最終的に職員の個人責任を問うことになる訴訟となれば，どうしても当該職

員の職務上の義務違反や故意・過失が問われざるを得ないのであり，当該職

員が行った職務行為やその原因行為が法令に適合しているか否かという行

政活動の客観的な適法・違法の問題は後景に退かざるを得ない。この意味で，

一日校長事件最判の判示は，４号請求としての損害賠償請求訴訟の当然の帰

結を述べているのである。 

なお，平成４年の一日校長事件最高裁判決以後の１号請求に係る最高裁判

例（例えば，織田が浜埋立工事事件＝最判平成５年９月７日民集４７巻７号

４７５５頁，旧陸軍軍医学校跡地人骨焼却事件＝最判平成１２年１２月１９

日民集５４巻９号２７４８頁，羽村市土地区画整理事業事件＝平成１８年４

月２５日民集６０巻４号１８４１頁）で，この平成４年判決を引用したもの

は，もちろん皆無である」（甲Ａ第１９号証２頁）とされている。 

（３）野呂充大阪大学教授の射程論 

野呂教授の「一日校長事件最高裁判決の射程」（甲Ａ第２１号証）によれば，

同教授は，同最高裁判決の射程について，「一日校長判決は，職員個人の賠償

責任にかかる判断基準を示したものであるから，その射程を１号請求および２

号請求に拡大することが適切でないことは言うまでもない。一日校長判決以後

の１号請求にかかる最高裁判決も，一日校長判決の引用を慎重に避けているこ

とがうかがわれる。前掲最判平成 23・12・2は，１審および２審が一日校長判

決を引用していたにもかかわらずこれを引用していないし，前掲最判平成 25・
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3・28 は，１号請求と４号請求とを区別して，後者についてのみ一日校長判決

を引用している。」（６０頁前段から後段）とされている。前掲の人見教授の

見解と同旨と理解される。 

（４）田村達久早稲田大学教授の射程論 

田村教授の「八ッ場ダム住民訴訟東京高裁判決の検討」（甲Ａ第２０号証）

によれば，「引用の一日校長事件住民訴訟最高裁判決の事案と本判決のそれと

ではまったく事案を異にする。前者は，一法主体たる自治体の事務の執行の法

的仕組みのあり方が問題となる事案であるのに対して，後者(本判決)は，国(国

交大臣)の事業の実施にかかわり，事業主体と当該事業の費用分担者との法関

係が問題となる事案である点に最も根本的な相違があろう。」（５４頁後段）

とされている。	 

	 

４	 射程論のまとめ 

一日校長事件最高裁判決の射程は，福岡右武調査官の「本判決の考え方は，教

育委員会と同様に，普通地方公共団体の長から独立した権限を有する他の行政委

員会，例えば，選挙管理委員会，人事委員会等の措置の違法とこれを前提とする

長の財務会計行為上の行為の違法との関係についても，基本的に当てはまるもの

と解されよう。」との解説が最も基本的であり常識的であり，正鵠を得ている。

そして，その後の最高裁判例においても，県議会の議長による議員に対する出張

命令が県議会の自律的行為とされて，旅費の支出権限を有する知事が先行行為を

是正する権限を有していなかったとして，知事に対する４号請求訴訟が棄却され

ている事案（最判平成１５年１月１７日	 民集５７巻１号１頁）等に限られてお

り，最高裁の判例の積み重ねは同判例解説の範囲内で推移している。 

詰まるところ，本件請求事案との対比では，一日校長事件判決は，「４号請求」

事案であることのほか，一法主体である地方公共団体の事務の執行の法的枠組み

のあり方に係る事案であるのに対し，本件請求事案は「１号請求」であり，国（国
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土交通省）の事業の実施にかかわり，事業主体たる国と当該事業の負担分担者で

ある地方公共団体との法関係が問題となる事案であり，まったく事案を異にす

る，というのが学者・研究者の見方である。もとより，これらの見解は，最高裁

判例解説と極めて整合的である。 

	 

第２	 原判決の判断枠組みに関する主要な判示とこれらの問題点 

１	 原判決の基礎的な判断枠組み 

原判決は，「建設事業負担金は，河川法６０条１項，６４条１項により，国土

交通大臣が都府県に負担させることができるとされているものであり，同法施行

令３８条１項の通知の性格は，高度交通大臣が発する具体的な費用負担の命令で

あると解すべきであるから，被告知事は，上記通知に重大かつ明白な瑕疵がある

場合でない限り，上記通知を尊重してその内容に応じた財務会計上の措置を執る

べき義務があり，これを拒むことは許されないと解される」とした(原判決２３

頁)。	 

以下には，この判示を中心に，河川法上の納付通知に基づく建設事業負担金に

関しての原判決の判断枠組みの問題点を点検し，その違法・不当を指摘すること

とする。	 

	 

２	 野呂教授の原判決の解読 

（１）野呂教授は，原判決の判断枠組みについては次のように捉えている。 

野呂教授は，「八ッ場ダム訴訟の論点」における論文「一日校長事件最高裁

判決の射程」（甲Ａ第２１号証）において，４都県の高裁判決について，「当

該負担金の支出の違法性にかかる判断方法は以下のようなものである」とし

て，判断枠組みの判示を次のように３つの要素に区分して取り上げ，これを解

説されている。 

（２）野呂教授は，東京事件判決と千葉事件判決は，「一日校長判決を引用しつつ，
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原因行為が行政組織上独立の権限を有する他の機関の権限に基づいてされた

場合には，原因行為に重大かつ明白な瑕疵があるなど，著しく合理性を欠きそ

のためこれに予算執行の適正確保の見地から看過し得ない瑕疵の存する場合

でない限り，財務会計上の行為を行う職員はこれを尊重しなければならないと

する。そして，[１]都府県の職員が納付通知の適法性を審査した上でこれが適

法な場合に限り支出をすべき義務を課することをうかがわせる規定がないこ

と，[２]都府県に納付が義務付けられるなどの受益者負担金の性質，[３]額の決

定および徴収・督促の方法等における国土交通大臣と都府県の権限の配分関係

からすると，都府県の職員が納付通知の適法性を審査することは予定されてお

らず，上記の厳格な基準が妥当するという。」（６１頁後段）と，判決の判示

を読み解かれている。 

	 

３	 原判決の問題点 

	 	 そこで，「４号請求」事案である一日校長事件判決を「１号請求」事案である

本件事案に対し適用できるのか，同一自治体内の特殊な事務執行関係例の事案で

ある一日校長事件判決の判断枠組みや違法審査基準を，国と地方公共団体との納

付命令の本件事案に適用できるのか，「納付通知」への地方公共団体の審査権が

認められないとの判断や納付通知への尊重義務を強調する判断は正当なのか，そ

して，この種の事案における違法の審査基準における判例違反はないのか，など

が問題となる。以下では，これらについて，野呂論文を基本資料として，原判決

を点検し，批判することとする。	 

	 

第３	 野呂教授の原判決批判 

１	 野呂教授の一日校長事件最高裁判決の射程論の視点 

	 	 本補充書Ⅲの「第１の２	 一日校長事件判決の内容と特徴」の項で，野呂教

授が見た同事件判決の特徴等をみたところであるが，同教授は，同判決の射程
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を測るについては，まず，１号請求や２号請求にも一日校長事件判決の判断基

準を適用し得るか否か，次に，一日校長事件判決の②の基準，即ち，「②地方

公共団体の長は，教育委員会の『処分が著しく合理性を欠きそのためこれに予

算執行の適正確保の見地から看過し得ない瑕疵の存する場合でない限り，右処

分を尊重しその内容に応じた財務会計上の措置を採るべき義務があり，これを

拒むことは許されない』という厳格な基準」（甲Ａ第２１号証５９頁前段）が

適用し得る事案といえるのか，という視点からチェックを行うとしている。も

とより，その検討対象は，本補充書の「第２の２	 野呂教授の原判決の解読」

の項において紹介した，[１]～[３]の項目で示された特徴を持つ原判決の判示

である。	 

このような視点から野呂教授は，本件事案には，一日校長事件の適用は不可

と判定している。野呂教授の主たる審査事項と，その判定結果を挙げれば次の

とおりである。	 

	 

２	 野呂教授の原判決への各論批判について 

（１）まず，「４号請求」事案である一日校長事件判決を，「１号請求」事案で

ある本件事案に適用できるか，について。	 

野呂教授は，「一日校長判決は，職員個人の賠償責任にかかる判断基準を

示したものであるから，その射程を１号請求および２号請求に拡大すること

が適切でないことは言うまでもない。一日校長判決以後の１号請求にかかる

最高裁判決も，一日校長判決の引用を慎重に避けていることがうかがわれる。

前掲最判平成２３・１２・２は，１審および２審が一日校長判決を引用して

いたにもかかわらずこれを引用していないし，前掲最判平成２５・３・２８

は，１号請求と４号請求とを区別して，後者についてのみ一日校長判決を引

用している。実質的に見ても，１号・２号請求訴訟においては，行政機関の

権限行使の違法性が審理されるのであるから，公務員の職務義務違反がない
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として４号請求が棄却される場合でも，先行行為の違法性の承継により，後

続行為の差止め等の請求が認められる場合があると解すべきである。」（甲

Ａ第２１号証６０頁前段から後段）とされている。	 

（２）ついで，一日校長事件判決と本件事案では，登場する法主体の関係が大き

く異なっている。即ち，一日校長事件では同一の地方公共団体内での先行行

為と後続の財務会計行為との事務執行関係が問題となっているところ，本件

事案では国と地方公共団体との関係において，先行行為（国交大臣の納付通

知）が後続の群馬県の財務会計行為を拘束するのかが問題となっている。	 

	 	 これについて野呂教授は，「従来の判例が②基準を適用してきた地方公共

団体内部の関係と異なり，都府県が国から不利益な措置を受ける関係は，独立

した法主体間の関係である。さらに，納付通知は，都府県の公行政活動の監督

手段ではなく，国と都府県との間の財産上の利害調整にかかわる行為であり，

かつ，都府県の納付義務については『著しい利益を受ける』ことが法律上の要

件とされている。そうすると，納付通知が法定の要件を充たさず違法であると

都府県が考えるときは，取消訴訟を提起して納付通知の取消しを求めることが

できると解すべきであり，また，『著しい利益を受ける』という要件の司法審

査にあたり，国の判断を一方的に優先させる理由もない。したがって，都府県

は違法な納付通知を訴訟を通じて是正しうるのであって，その手続を怠ったま

ま漫然と違法な納付通知に従って支出をした場合には，違法となると解され

る。」（同６２頁前段）とされる（下線は代理人による）。 

	 	 野呂教授によれば，知事が教育委員会から教職員の辞令を届けられた場合と

は異なり，東京都（本件事案では群馬県）は，国から事業費の分担等を求めら

れた場合には対等な立場で検討することができるというのである。そして，

「『著しい利益を受ける』という要件の司法審査にあたり，国の判断を一方的

に優先させる理由もない。」と断言されている。現行制度ではこのとおりなの

である。これを原判決は完全に無視して判示をしているのである。そうであれ
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ば，一日校長事件判決を援用して，野呂教授の言われる一日校長事件の「②の

判断基準」を適用した原判決の判示は明らかに違法の判断となる。 

（３）次に，前問とやや重なるが，原判決は，地方公共団体には先行行為（国土交

通大臣の納付通知）に対する介入権はなく，また特定の審査権や審査義務を定

める規定も存在しないとし，そのことから納付通知への尊重義務を導き出し，

一日校長事件の想定の下に，野呂教授のいう「②基準」を適用したのであるが，

本事案においてそれは可能なことなのかについて。 

野呂教授は，原判決に対して，「都府県が納付通知を争うことができないと

解するためには，積極的かつ憲法による地方自治の保障に反しない法的根拠が

必要となろう。上記[１]は，審査権が認められることについての積極的な法的

根拠を要求するもので，議論が逆である。[２]および[３]は，国土交通大臣が決

定した額について都道府県が納付義務を負い，また，強制徴収手続（河川法７

４条）が予定されていることを指摘するものである。しかし，私人に対する課

税処分等でも同様の仕組みがとられているし，河川法７０条は，私人および経

済的主体としての地方公共団体が受益者となる場合の負担金についての定め

を置くが，その要件や徴収の仕組みは，同法６３条による負担金と同様である。

課税処分の相手方や河川法７０条の負担金の納付を求められた者が違法を主

張して争えることは当然であり，河川法６３条の負担金についてこれと別異に

解する理由は見当たらない。」（６２頁前段から後段）とされている。 

なお，この野呂論文の引用分の中に，[１]～[３]と表記して原判決の判旨の特

徴が示されている部分があるが，これについては，本補充書Ⅲの「第２の２	 野

呂教授の原判決の解読」の項で取り上げているので参照を願いたいが，〔１〕

は，「都府県の職員が納付通知の適法性を審査した上でこれが適法な場合に限

り支出をすべき義務を課することをうかがわせる規定がないこと」とされてい

る。 

野呂教授は，都府県が納付通知を争うことができないと結論を導き出すには
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そうしたはっきりした法令が必要となるが，そのような法令で憲法に違反しな

い法令など考えられるか，と厳しく批判されている。そして，これは前問の回

答でも出ているが，こうした国からの地方公共団体への賦課金は，国民や企業

への課税処分と同様に争えるのであり，「河川法６３条の負担金についてこれ

と別異に解する理由は見当たらない」と明快に答えられている。明示の審査権

を認める規定がないから納付通知を尊重せよ，支出を拒めるのは納付通知に

「重大かつ明白な違法ないし瑕疵」が認められたときだけだとの原判決の判示

は生き残る余地はまったくないはずである。 

（４）以上のように，国土交通大臣の納付通知は，河川法６０条１項についても必

要とされる同法６３条１項の「著しく利益を受ける」との要件が充足してはじ

めて拘束力を持つものであり，それが充たされないままでの公金の支出は違法

となるものである。因みに地方自治法２３２条の３は，「普通地方公共団体の

支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為という）は，

法令又は予算の定めるところに従い，これをしなければならない。」と規定

し，また同法２３２条の４は，長の支出命令を受けた会計管理者に対し「当

該支出負担行為が法令又は予算に違反していないこと及び当該支出負担行為

に係る債務が確定していることを確認したうえでなければ，支出をすること

ができない。」と規定しているところであって，これらの規定は地方公共団

体が財務会計行為の適法性を確保すべきことを厳しく要請するものである。

この関係から言えば納付通知を受けた地方公共団体は当然に事前の審査義務

を負い，無審査で納付通知に沿った負担金の支出を行うことは明らかに違法と

の評価を受けることになる。そして，この審査権を打ち消すような，原判決の

納付通知への尊重義務などはどこを探しても見当たらない。無審査での負担金

支払いを奨励することになる原判決の判示は法治主義を危うくするものであ

り，到底許容されるものではない。 

かくして，一日校長事件判決の射程を超えて援用した原判決の判旨はことご



52 
 

とく論破されたことになる。 

	 

３	 野呂論文を全面的に援用する 

以上に野呂論文に基づいて一日校長事件最高裁判決の判旨を学び，そして原判

決の誤りを指摘してきたが，上告受理申立人らは，この野呂論文を全面的に援用

するものであるが，ここでは，重複を恐れず強調したい４点を取り上げておきた

い。 

（１）まず，「４号請求」事案である一日校長事件判決を「１号請求」事案である

公金の支出差止め請求事案である本件事案に適用を拡大すべきではないとの

点については，改めて指摘するまでもないのではないか。この点は，「最高裁

判例解説」からも導くことができるし，人見教授も同意見である。 

（２）本件訴訟では，国土交通大臣から河川法６０条に基づく納付通知を受けた地

方公共団体が，これに対してどのような対応が可能なのか，どう対応すべきな

のかが，一日校長事件判決の射程の問題とともに基本的な最大のテーマの一つ

となっている。これに対する野呂教授の教示は，先に引用した論考に下線を施

した箇所にある。これをさらに簡略にすれば，「『著しい利益を受ける』とい

う要件の司法審査にあたり，国の判断を一方的に優先させる理由もない。した

がって，都府県は違法な納付通知を訴訟を通じて是正しうるのであって，その

手続を怠ったまま漫然と違法な納付通知に従って支出をした場合には，違法と

なると解される。」となる。そして，「著しい利益を受ける」との要件が充た

されていないのにも拘わらず，是正手段を採ることもなく違法な納付通知に漫

然と従って支出をした場合には違法となるとの判断は，これこそ住民・上告受

理申立人らがこれまで強調してきたところである。そして，すぐ後に見るよう

に，田村教授，人見教授らの新論考とも論旨を同じくするものである。 

（３）次に，東京事件判決が，一日校長事件最高裁判決を援用しつつ，東京都の当

該職員が納付通知の適法性を審査した上でこれが適法な場合に限り支出をす
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べき義務を課することをうかがわせる規定がないことを理由にして，当該職員

が原因行為を尊重してその内容に沿って行った財務会計行為を違法とするこ

とはできないとする点については，野呂教授は，「審査権が認められることに

ついての積極的な法的根拠を要求するもので，議論が逆である。」（６２頁前

段）と厳しく批判されている。利根川の下流都県は，当然に審査権を保有して

いるのであり，逆に都県には納付通知に対して尊重義務などは課されていない

のである。野呂教授は，このことをあり得べからざることだと批判されたので

ある。研究者から，このような評価を受ける原判決は判決の名に値しないので

はないか。 

（４）さらに，野呂論文は，原判決が重大な判例違反を犯していることを示唆して

いる。同論文では「②基準」と呼ばれている，一日校長事件最高裁判決での判

断基準，即ち，「②地方公共団体の長は，教育委員会の『処分が著しく合理性

を欠きそのためこれに予算執行の適正確保の見地から看過し得ない瑕疵の存

する場合でない限り，右処分を尊重しその内容に応じた財務会計上の措置を採

るべき義務があり，これを拒むことは許されない』という厳格な基準」（甲Ａ

第２１号証５９頁前段）が用いられたのは，これまでの最高裁判例でも限られ

た事案にとどまるという。同論文によれば，「②基準は，地方公共団体内部の

関係において，後続行為を行った職員が先行行為を尊重して財務会計行為をし

なければならないことについて何らかの明確な法的根拠が存在する場合に適

用されている。」（同６１頁前段）とされている。これが正に，４号請求訴訟

の一日校長事件判決の事案であり，また，先行行為（県議会議長による議員に

対する旅行命令）が，県議会の自律的行為に当たり，旅費の支出にかかる権限

を有する知事が先行行為を是正する権限を有していなかった事案（平成１５年

１月１７日最判	 民集５７巻１号１頁）などであり，極めて限られた事案しか

存在しないのである。そうであれば，東京事件においては，納付命令を受けた

東京都の当該職員が，「後続行為を行った職員が先行行為を尊重して財務会計
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行為をしなければならないことについて何らかの明確な法的根拠が存在する

場合」に置かれていないことは明らかである。つまり，東京都の当該職員は，

先行行為を尊重して財務会計行為を行わなければならない拘束は受けていな

いのである。そうであれば，４号請求事案か１号請求事案かの問題をさて置い

ても，この「②基準」を本件事案に適用するのは明らかに妥当を欠くことにな

ろう。しかし，それにとどまらず，原判決のような判断枠組みを採ることは，

これまでの先例を破る重大な判例違反を構成することになるであろう。 

 

第４	 田村教授，人見教授らによる原判決批判 

野呂教授の６月号の論文のほかに，同号では，田村達久早稲田大学教授，人見

剛同大学教授が，同じく原判決批判を展開されている。これらを紹介し，これら

の論考からも教示を受けて，最終のまとめ作業に入ることにしよう。 

１	 田村教授による原判決批判 

田村教授は，「八ッ場ダム住民訴訟東京高裁判決の検討」（甲Ａ第２０号証）

において，一日校長事件最高裁判決を誤援用して納付通知への尊重義務を強調す

る東京事件判決に対して，次のようにその判断枠組みに批判を加えられている。	 

「引用の一日校長事件住民訴訟最高裁判決の事案と本判決のそれとでは

まったく事案を異にする。前者は，一法主体たる自治体の事務の執行の法的

仕組みのあり方が問題となる事案であるのに対して，後者(本判決)は，国(国

交大臣)の事業の実施にかかわり，事業主体と当該事業の費用分担者との法

関係が問題となる事案である点に最も根本的な相違があろう。換言すれば，

本判決の事案は，同一法主体(行政主体)の事務の執行に係る行政組織法上の

権限配分のあり方如何が問題となるものではない。それは，国と都という二

法主体間の法関係と評価，判断することが正当である。少なくとも，本判決

の事案においても，都(ないしその機関)が国の行政組織の一機関であるはず

がない。法主体間関係であれば，費用分担者(都)が自身の負う義務の適法性，
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その内容の適正性を自ら確認，検証することができると考えるのが当然であ

ろう。それ故，本判決の上記の評価，判断は適切とは解しえない。」（同５

４頁後段）	 

	 

２	 人見教授による原判決批判―人見「６月号論文」 

	 	 人見教授は，６月号の論文「国の直轄公共事業に係る自治体負担金の法的統制」

（甲Ａ第２２号証）において，原判決の判断枠組みに対して，次のように批判を

加えられている。 

「以上のように地方公共団体が国の負担金納付通知の違法性を訴訟を通

じて争えるにもかかわらず，一連の東京高裁判決が，それに『著しく合理性

を欠きそのためこれに予算執行の適正の見地から看過し得ない瑕疵のある

ときでない限り，これを尊重して財務会計上の行為をすることが違法と認め

ることはできない』とするのは，一日校長事件＝最判平成４・１２・１５（民

集４６巻９号２７５３頁）の同様の判示を当てはめたものであろうと想像さ

れる。しかし，本件で問題となっている都県と国（国土交通大臣）の関係が，

一日校長事件で問題となった都知事と都教育委員会の関係とは全く異質で

あることは言うまでもない。教育委員会による教育職員の人事上の処分がな

されたとき，都道府県知事は，それが違法であるとして裁判に訴えることは

できない。そうした訴訟は機関訴訟であり，法律にそれを特別に認める規定

があって初めて提起できるのである（行訴法４２条）。そのような規定がな

い限り，最高裁も述べるように，首長は，教育委員会の判断を尊重して財務

会計行為をなさねばならず，ただ，それが『著しく合理性を欠きそのためこ

れに予算執行の適正確保の見地から看過し得ない瑕疵の存する場合』に限っ

て，それを拒むことができるとしたのである。河川法の受益者負担金をめぐ

る都県と国の関係は，これと全く異なった独立の法主体間の関係なのであ

る。」（６８頁前段）	 
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３	 人見教授による一審判決批判	 －甲Ａ第１９号証 

人見教授は，東京事件の原審において，申立人側からの要請に応えて，東京事

件一審判決の問題点を論じていただいた。河川法をめぐる負担金の差止請求に係

る判断枠組みでは，基本的には，東京事件一審判決も東京事件原判決も同じであ

る。人見意見書は次のように東京事件一審判決を批判されている。	 

「河川法６３条の受益者負担金の負担に関して，都道府県と国（国土交通

大臣）との間で，上記のような拘束関係がないことは明らかであろう。河川

法６３条に基づく負担金納付通知によって課された負担金を都道府県が支

払わない時には，同法７４条の２第３項によれば，総務大臣を経由して内閣

に不服を申し出ることができる。また，都道府県は，納税者が課税処分に対

して納税を拒む場合と同様，納付通知の違法を裁判で争うこともできるはず

である（参照，摂津訴訟＝東京高判昭和５５年７月２８日行集３１巻７号１

５５８頁，大牟田市電気訴訟＝福岡地判昭和５５年６月５日判時９６６号３

頁など）。そして，納付通知が河川法６３条の要件に違背して違法であると

き，例えば『著しく利益を受ける場合でない』とか，『受益の限度』を超え

た金額であるときには，裁判所の判決によって当該納付通知が取り消され，

負担金の支払い義務を負うことはないのである。 

教育委員会のような行政委員会や議会と首長との関係が，このような関係

にないことは，もはや説明するまでもないであろう。教育委員会による教育

職員の人事上の処分がなされたとき，都道府県知事は，それが違法であると

して裁判に訴えることはできない。そうした訴訟は機関訴訟であり，法律に

それを特別に認める規定があって初めて提起できるのである（行訴法４２

条）。そのような規定がない限り，最高裁も述べるように，首長は，教育委

員会の判断を尊重して財務会計行為をなさねばならず，ただ，それが『著し

く合理性を欠きそのためこれに予算執行の適正確保の見地から看過し得な
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い瑕疵の存する場合』に限って，それを拒むことができるのである。河川法

の受益者負担金をめぐる都道府県の機関と国の機関との関係に，これと同様

の関係があると考えるのは，明らかな誤りである。」（甲Ａ第１９号証３～

４頁）。 

	  

第５	 原判決批判のまとめ―	 一日校長事件最高裁判決の射程を誤り，重大

な判例違反を犯している原判決 

１	 一日校長事件最高裁判決の判決要旨 

	 	 これまで検討をしてきたが，念のため，「最高裁判例解説」から一日校長事件

最高裁判決の判決要旨を確認しておこう。次のとおりである。 

（１）判決要旨 

	 （ⅰ）「地方自治法２４２条の２第１項４号の規定に基づく代位請求に係る当該

職員に対する損害賠償請求訴訟において，右職員に損害賠償責任を問うこと

ができるのは，先行する原因行為に違法事由が存する場合であっても，右原

因行為を前提としてされた右職員の行為自体が財務会計法規上の義務に違

反する違法なものであるときに限られる」。 

	 （ⅱ）「教育委員会が公立学校の教頭で勧奨退職に応じた者を校長に任命して昇

給させるとともに同日退職を承認する処分をした場合において，右処分が著

しく合理性を欠きそのためこれに予算執行の適正確保の見地から看過し得

ない瑕疵が存するものといえないときは，知事がした右の者の昇給後の号給

を基礎とする退職手当の支出決定は，財務会計法規上の義務に違反する違法

なものとはいえない。」 

（２）引用・援用の場合の留意点 

この事件の判例が他の事件の先例として適用されたり，援用されたりするに

は，当該事件の構造や訴訟当事者らの権利関係等が上記の事件に類似してお

り，上記の２つの判旨が妥当する条件があってこそ可能となるものである。こ
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のことを改めて確認しておきたい。一日校長事件の最高裁判決というのは，こ

の二つの判旨が適合してこそ適用したり，援用できるものである。第１項は，

「４号請求」事案であることが明記されている。そして，特に問題なのは，第

２項の判旨にある，同一地方公共団体内にある知事と教育委員会との業務分担

関係と，本件事案である事業主体たる国土交通大臣と同大臣から納付通知を受

け取った地方公共団体との関係が，法的に同種の関係と認められるかである

が，これまでの点検では，諸学者は，「全く異なる」との見解を述べられてい

ることは見てきたとおりである。これらを踏まえて，まとめの作業を行うこと

とする。 

 

２	 事案の相違―４号事案をそのまま１号事案には使えない 

（１）野呂教授は，「一日校長事件最高裁判決の射程」（甲Ａ第２１号証）におい

て，「一日校長判決は，職員個人の賠償責任にかかる判断基準を示したもので

あるから，その射程を１号請求および２号請求に拡大することが適切でないこ

とは言うまでもない。一日校長判決以後の１号請求にかかる最高裁判決も，一

日校長判決の引用を慎重に避けていることがうかがわれる。」（６０頁前段か

ら後段）とされる。 

（２）そして，人見意見書（甲Ａ第１９号証）も，「４号請求のように，最終的に

職員の個人責任を問うことになる訴訟になれば，どうしても当該職員の職務上

の義務違反や故意・過失が問われざるを得ないのであり，当該職員が行った職

務行為やその原因行為が法令に適合しているか否かという行政活動の客観的

な適法・違法の問題は後景に退かざるを得ない。この意味で，一日校長事件判

決の判示は，４号請求としての損害賠償請求訴訟の当然の帰結を述べているの

である。」（２頁）とする。そして，同教授も，１号請求訴訟の最高裁判決で

は，一日校長事件判決を引用したものはないと指摘されている（同前）。 

（３）そして，野呂教授も，「実質的に見ても，１号・２号請求訴訟においては，
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行政機関の権限行使の違法性が審理されるのであるから，公務員の職務義務違

反がないとして４号請求が棄却される場合でも，先行行為の違法性の承継によ

り，後続行為の差止め等の請求が認められる場合があると解すべきである。」

（甲Ａ第２１号証６０頁後段）と，４号請求と１号請求では必要な要件が異な

ることを指摘されている。 

（４）このように，４号請求事案と１号請求事案では，その要件が異なるのである

から，たやすく４号請求の判断枠組みを１号請求訴訟に転用することは誤りで

あり，これをしてはならないのである。このことは，一日校長事件判決の後，

最高裁ではこの判例が１号請求事案に使われていないことからも理解できる

はずである。 

 

３	 事案の相違―法主体間の関係では射程外となる 

（１）田村教授は，先にみたとおり，「八ッ場ダム住民訴訟東京高裁判決の検討」

（甲Ａ第２０号証）において，一日校長事件は，「一法主体たる自治体の事務

の執行の法的仕組みのあり方が問題となる事案である」のに対して，本件事案

は「国（国交大臣）の事業の実施にかかわり，事業主体と当該事業の費用分担

者との法関係が問題となる事案である点に最も根本的な相違があろう」とされ

ている。そして，「法主体間関係であれば，費用分担者（都）が自身の負う義

務の適法性，その内容の適正性を自ら確認，検証することができると考えるの

が当然であろう。」（５４頁後段）とされる。 

（２）人見教授は，「国の直轄公共事業に係る自治体負担金の法的統制」（甲Ａ第

２２号証）において，国土交通大臣からの違法な納付通知に対しては，地方公

共団体は法的に争うことができることを解説された上で次のように指摘され

ている。 

	 	 	 「本件で問題となっている都県と国（国土交通大臣）の関係が，一日校長事

件で問題となった都知事と都教育委員会の関係とは全く異質であることは言
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うまでもない。教育委員会による教育職員の人事上の処分がなされたとき，都

道府県知事は，それが違法であるとして裁判に訴えることはできない。そうし

た訴訟は機関訴訟であり，法律にそれを特別に認める規定があって初めて提起

できるのである（行訴法４２条）。そのような規定がない限り，最高裁も述べ

るように，首長は，教育委員会の判断を尊重して財務会計行為をなさねばなら

ず，ただ，それが『著しく合理性を欠きそのためこれに予算執行の適正確保の

見地から看過し得ない瑕疵の存する場合』に限って，それを拒むことができる

としたのである。河川法の受益者負担金をめぐる都県と国の関係は，これと全

く異なった独立の法主体間の関係なのである。」（６８頁前段） 

（３）東京事件の原判決は，河川法６３条１項の「著しく利益を受ける」という要

件が充足して初めて効力を持つ本件の受益者負担金の納付通知であるのに，こ

れの実質の審理をしないまま，これに一日校長事件最高裁判決を頭から被せ，

住民・上告受理申立人らの主張を封殺しようとしたのである。この状況は本件

群馬事件でも変わらない。 

国と都という，それぞれが独立した法主体間においては，国から事業費の分

担金を賦課されたのなら，これを頭から尊重するなどというルールはどこにも

ない。現行制度ではその違法・不当を訴訟で争うことができる。しかし，教育

委員会での人事処分では，余程の不合理が認められないと，首長はこれを尊重

してこれに沿った財務会計上の行為を採らなければならない。一日校長事件と

本件事案ではこれだけの基本的な条件が異なっているのに，東京事件原判決

は，一日校長事件判決を引いて，「当該原因行為について重大かつ明白な違法

ないし瑕疵があるなど，当該原因行為が著しく合理性を欠きそのためこれに予

算執行の適正の見地から看過し得ない瑕疵があるときでない限り，これを尊重

してその内容に応じた財務会計上の行為をすることが違法と認めることはで

きないと解するのが相当である」としたのである。卑近な言い方をするならば，

原判決は，国土交通大臣が発した納付通知に一日校長事件判決の衣を被せて本
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件事案をそれに見せかけ，納付通知に「重大かつ明白な違法ないし瑕疵」があ

るとの主張・立証がなければ支出差止めなどできないと，住民・上告受理申立

人らの主張や申立をことごとく排斥したのである。原判決の論法と判示は，鷺

をカラスと言い張る論法と同類と言ってはばかりはない。この状況は群馬事件

でも同様である。 

 

４	 法定要件を充たさない納付通知には尊重義務はなくこれを訴訟で争える

本件を一日校長事件最高裁判決で縛るのは，地方自治法等の解釈を誤り，

かつ重大な判例違反を犯すものである 

（１）以上のとおり，一日校長事件最高裁判決の事案と本件請求の国土交通大臣が

発する納付通知の建設事業負担金の支出差止め請求事案とでは，まったく事案

を異にする。その土俵が全く違っているのである。本件請求事案は，同一法主

体（行政主体）の事務の執行に係る行政組織法上の権限配分のあり方如何が問

題となるものではない。それは，国と県という二法主体間の法関係と評価，判

断することが正当である。法主体間であれば，費用分担者が自身の負う義務の

適法性，その内容の適正性を自ら確認，検証することができると考えるのが当

然である。それ故，「１号請求」と「４号請求」の問題は別にしても，本件事

案に一日校長事件の最高裁判決を適用するのは誤りである。 

（２）次のようにも言える。問題となっている都県と国（国土交通大臣）の関係が

一日校長事件で問題となった都知事と教育委員会の関係とは全く異なってい

ることは言うまでもない。教育委員会による教育職員の人事上の処分がなされ

たとき，都道府県知事は，それが，違法であるとして裁判に訴えることはでき

ない。そうした訴訟は機関訴訟であり，法律にそれを特別に認める規定があっ

て提起できるのである（行訴法４２条）。そのような制約があるからこそ，最

高裁も述べるように，首長は，教育委員会の判断を尊重して財務会計行為をな

さねばならないのである。ただ，それが「著しく合理性を欠きそのためこれに
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予算執行の適正確保の見地から看過し得ない瑕疵の存する場合」に限って，そ

れを拒むことができるとしたのである。一方，河川法の受益者負担金または建

設事業負担金をめぐる都県と国の関係は，これと全く異質の独立した法主体間

の関係なのである。したがって，一日校長事件の判決要旨１項はもとより，２

項が妥当する関係にはない。 

（３）このように，河川法６３条または６０条に基づく国土交通大臣からの納付通

知に対しては，都県は，同６３条１項が定める「著しく利益を受ける」との要

件が充足していればもとより納付すべき義務を負うが，その要件が充足してい

るか否かについては，自ら判断すべきものであり，その要件が充たされていな

いときに負担金の支払いをすれば違法となるのである。この意味で，「納付通

知」には，教育委員会の人事処分に関して首長に課せられている尊重義務のご

ときものは全く付加されていない。納付通知に対しては，首長や当該職員らは

自主的な判断こそが地方自治法や地方財政法で義務となっているのである。 

（４）以上のところからすれば，野呂教授が，一日校長事件判決から引き出した「②

の基準」，即ち，「②地方公共団体の長は，教育委員会の『処分が著しく合理

性を欠きそのためこれに予算執行の適正確保の見地から看過し得ない瑕疵の

存する場合でない限り，右処分を尊重しその内容に応じた財務会計上の措置

を採るべき義務があり，これを拒むことは許されない』という厳格な基準」

（甲Ａ第２１号証５９頁前段）や，これに類した審査基準は本件請求に適用

される余地はなくなる。	 

そうすると，原判決の基本的な判旨， 

	 	 	 	 「建設事業負担金は，河川法６０条１項，６４条１項により，国土交通大

臣が都府県に負担させることができるとされているものであり，同法施行令

３８条１項の通知の性格は，高度交通大臣が発する具体的な費用負担の命令

であると解すべきであるから，被告知事は，上記通知に重大かつ明白な瑕疵

がある場合でない限り，上記通知を尊重してその内容に応じた財務会計上の



63 
 

措置を執るべき義務があり，これを拒むことは許されないと解される」(原

判決２３頁)。	 

はすべて根底から崩壊することになる。	 

（５）以上，要するに，一日校長事件と本件事案とは，全く事案を異にするのであ

るから，同最高裁判例を引くこと自体が基本的に大間違いなのである。原判決

は，同最高裁判決を引いて，納付通知に，「重大かつ明白な瑕疵がある場合で

ない限り」，これに従った負担金の支出に違法はないとして，河川法６０条１

項の要件の司法審査を自ら放棄してしまったのである。このような審理，判決

が許されるはずはない。原判決の破棄は免れないものと信ずる。 
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Ⅳ	 伊方原子力発電所設置許可処分取消訴訟最高裁判決が判示する司法審査

の判断枠組みに基づく原判決批判 

 

はじめに 

	 	 行政訴訟の主張・立証責任の配分に関しては，判例，学説にも長い間の論争が

存在している。不服を申立てる原告側に主張・立証責任が存在するのか，行政処

分等を行った被告行政庁に存在するのかについては，学説上「法律要件分類説」

と呼ばれる考え方と，「個別具体説」と呼ばれる考え方に二大別されてきた。「法

律要件分類説」は，各当事者は自己に有利な法規の要件事実について証明責任を

負い，具体的には，権利の主張者が権利根拠事実について，またその相手方が，

権利根拠規定に基づく法律効果の発生を妨げる権利障害事実，一度発生した法律

効果を後に再び否定する権利消滅事実等について，各々証明責任を負う，とする

ものである。この考え方は，行政訴訟における立証責任の配分も民事訴訟におけ

るそれに従う考え方であるとされている。そして，「個別具体説」は，私法法規

の構造から証明責任の分配を決しようとする法律要件分類説の考え方は行政訴

訟には妥当しないとするものであり，一般的な証明責任の分配原則としては，「当

事者の公平・事案の性質・事物に関する立証の難易等」により，具体的な事案ご

とに，いずれの当事者に不利益な判断をするかを決しなければならないとするも

のである。現在まで，この二つの考え方に代表されて，なお意見が戦わされてい

る状況にあるといわれる。 

	 	 ところで，伊方原子力発電所設置許可処分取消訴訟最高裁判決（平成４年１０

月２９日最高裁第１小法廷判決	 民集４６巻７号１１７４頁。以下「伊方最高裁

判決」という）は，同取消訴訟において，「被告行政庁がした右判断に不合理な

点があることの主張，立証責任は，本来，原告が負うべきものと解される」とし

ながら，「当該原子炉施設の安全審査に関する資料を全て被告行政庁の側が保持

していることなどの点を考慮すると，被告行政庁の側において，まず，……被告
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行政庁の判断に不合理な点のないことを相当の根拠，資料に基づき主張，立証す

る必要があり，」と判示している。行政庁の処分に対する取消訴訟において，原

則的に原告側に取消理由が存在することの立証責任を全面的に負担させるとの

扱いが肯定されるべきかは問題のあるところであるが，伊方最高裁判決は，そう

した配分を原則としながらも，実質においては，被告行政庁に，行政側の判断に

は不合理な点がないことの主張・立証責任を負わせる判示を行っている。 

	 	 この補充書Ⅳにおいては，行政処分の取消訴訟における主張・立証責任の配分

法則の一般論は措いて，伊方最高裁判決が示す行政処分の取消訴訟における主

張・立証責任の配分法則及び行政庁の処分の違法性審査の判断枠組みないし違法

審査基準に準じて原判決を点検するものである。点検によって浮かび上がる原判

決の違法性審査の判断枠組みの像は，同最高裁判決が示すそれとは対極にあると

いって言い過ぎではない。判例違反は鮮明である。 

 

第１	 伊方原子力発電所設置許可取消訴訟における違法性の主張，立証責任

の配分 

１	 設置許可処分の取消訴訟における違法審査基準ないし要証事項 

	 	 伊方最高裁判決の判決要旨第一及び第二は次のとおりである。 

	 	 〔判決要旨第一〕 

	 	 「右の原子炉施設の安全性に関する判断の適否が争われる原子炉設置許可処分

の取消訴訟における裁判所の審理，判断は，原子力委員会若しくは原子炉安全専

門審査会の専門的技術的な調査審議及び判断を基にしてされた被告行政庁の判

断に不合理な点があるか否かという観点から行われるべきであって，現在の科学

的水準に照らし，右調査審議において用いられた具体的審査基準に不合理な点が

あり，あるいは当該原子炉施設が右の具体的審査基準に適合するとした原子力委

員会若しくは原子炉安全専門審査会の調査審議及び判断の過程に看過し難い過

誤，欠落があり，被告行政庁の判断がこれに依拠してされたと認められる場合に
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は，被告行政庁の右判断に不合理な点があるものとして，右判断に基づく原子炉

設置許可処分は違法と解すべきである。」 

 

２	 設置許可処分の取消訴訟における違法性の主張・立証責任の配分 

	 	 〔判決要旨第二〕 

	 	 「原子炉設置許可処分についての右取消訴訟においては，右処分が前記のよう

な性質を有することにかんがみると，被告行政庁がした右判断に不合理な点があ

ることの主張，立証責任は，本来，原告が負うべきものと解されるが，当該原子

炉施設の安全審査に関する資料を全て被告行政庁の側が保持していることなど

の点を考慮すると，被告行政庁の側において，まず，その依拠した前記の具体的

審査基準並びに調査審議及び判断の過程等，被告行政庁の判断に不合理な点のな

いことを相当の根拠，資料に基づき主張，立証する必要があり，被告行政庁が右

主張，立証を尽くさない場合には，被告行政庁がした右判断に不合理な点がある

ことが事実上推認されるものというべきである。」 

３	 行政庁の要証事項と行政庁の立証責任 

	 	 伊方最高裁判決は，上記のとおり，行政庁の自己の許可処分の適法性について，

相当の根拠，資料に基づき主張，立証する必要があるとしたが，これについて，

行政庁の要証事項と立証責任の配分についての判決要旨を整理すると次のよう

になろう。 

（１）行政庁の要証事項 

	 	 上記の最高裁判決によれば，行政庁に求められる要証事項は次のようになる。 

①	 現在の科学技術水準に照らし，右調査審議において用いられた具体的審査

基準に不合理な点がないこと。 

②	 当該原子炉施設が右の具体的審査基準に適合するとした原子力委員会若

しくは原子炉安全専門審査会の専門的な調査審議及び判断の過程に看過し

難い過誤，欠落がないこと。 
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③	 そして，行政庁は，原子力委員会若しくは原子炉安全専門審査会の上記①

と②の判断に依拠して，行政庁の判断に不合理な点がないものとして原子炉

設置許可処分を行ったこと。 

 

伊方最高裁判決が説示していることは，学識者・専門家が行う調査審議等の

審査基準並びに調査審議，判断に不合理があってはならないこと，そして，そ

の司法審査においては行政庁の判断に不合理な点のないことを相当の根拠，資

料に基づいて主張，立証する必要がある，ということであろう。 

そして，設置許可処分取消訴訟においては，「被告行政庁が右主張，立証を

尽くさない場合には，被告行政庁がした右判断に不合理な点があることが事実

上推認される」ということになる。 

（２）行政庁の立証責任 

伊方最高裁判決は，原子力発電所の設置許可処分に対する取消訴訟において

は，行政庁には，その判断に不合理な点がないことについての主張，立証責任

があると，次のように判示している。 

	 	 	 	 「被告行政庁がした右判断に不合理な点があることの主張，立証責任は，

本来，原告が負うべきものと解されるが，当該原子炉施設の安全審査に関す

る資料を全て被告行政庁の側が保持していることなどの点を考慮すると，被

告行政庁の側において，まず，その依拠した前記の具体的審査基準並びに調

査審議及び判断の過程等，被告行政庁の判断に不合理な点のないことを相当

の根拠，資料に基づき主張，立証する必要があり，」とされている。 

 

行政庁は，所管にかかる専門分野の情報や資料を独占しているのであるか

ら，この判断は当然であろう。そして，こうした理由での主張・立証責任の転

換の理は，原子力発電所の設置許可取消訴訟の分野に限らず，河川行政の分野

や専門的な知識や情報が行政に集中し独占されている分野での行政訴訟にお
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いても妥当するものである。 

 

４	 伊方最高裁判決の射程について 

（１）上記の「３」の末尾で主張した事柄は，ひとり申立人らの独断に基づくもの

ではない。伊方最高裁判決の「判例解説」に基づく主張である。同判例解説は，

同解説の末尾において，同判決の射程を次のように解説されている。 

	 	 	 	 「本判決は，前記のとおり，①原子炉設置許可処分の取消訴訟における審

理，判断の方法，②右取消訴訟における主張立証責任，③原子炉設置許可の

段階における安全審査の対象等について，最高裁として，初めての判断を示

したものである。右の各点に関する本判決の判断は，これまで下級審判例が

積み重ねてきた判断と概ね合致するものであり，本判決により，原子炉設置

許可処分の取消訴訟における審理判断の基本的な枠組みが確立したものと

評価することができよう。本判決の判断は，原子炉設置許可処分の適否が争

われる同種訴訟はもとより，行政庁がした高度の科学技術的判断等の，専門

技術的裁量に基づく行政処分の適否が争われる行政訴訟（科学裁判）におけ

る司法審査の在り方，主張立証責任等についての理論，実務に対しても，大

きな影響を与えるものと思われる。」（最高裁判例解説（平成４年度）４３

３頁）としている。 

（２）一方，本件事案は，国（国土交通大臣）からの群馬県への大臣納付通知に基

づく負担金の賦課処分に対して，これを住民訴訟において支出差止めを求める

請求であり，大臣の行政処分に対する取消訴訟ではないことなど事案の法的な

性質は異なるものであるが，前記「判例解説」が説くように，「行政庁がした

高度の科学技術的判断等の，専門技術的裁量に基づく行政処分の適否が争われ

る行政訴訟（科学裁判）における司法審査の在り方，主張立証責任等について

の理論，実務」という点においては，大きく重なるものがある。 

（３）そして，この伊方最高裁判決の主張・立証責任が妥当する範囲はさらに拡大
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されるべきだとの考えも有力である。即ち，この伊方最高裁判決の射程に関す

る判旨を「主張・立証責任を負わない当事者も，一定の場合には，事件の事実

関係につき，事案解明のための主張・立証行為をなす義務（事案解明義務）を

負うとの法理を認めたもの」であると解し，同最高裁判決の射程を行政訴訟に

限らず，相手方が「事案解明義務」を負う場合には通常の民事訴訟にも拡大す

べきであるとの説を唱える立場である。 

例えば，竹下守夫一橋大学教授は，「伊方原発訴訟最高裁判決と事案解明義

務」（「民事裁判の充実と促進」中巻	 木川統一郎博士古稀祝賀）において，

伊方最高裁判決の射程について，次のように説かれている（甲Ａ第２３号証	 

竹下守夫教授の「伊方原発訴訟最高裁判決と事案解明義務」）。 

	 	 	 「最後に，以上のように理解した本判決の認める法理の射程範囲につき一

言する。本件は内容的には原発訴訟という特色を持ち，また訴訟の種類とし

ては，行政訴訟中の取消訴訟である。この二つの要素が，最高裁をして，被

告行政庁側に事案解明義務を認めさせる決定的要因になったと見れば，本判

決の射程範囲は，極めて限られたものとなる。しかし，主張・立証責任を負

わない当事者に事案解明義務を負わせることが正当と認められる根拠が，前

述のように，高度技術社会に内在する危険が原因となって生ずる訴訟におい

て，事案解明資料・事案解明能力の構造的偏在を是正し，当事者間の公平，

相手方と対等・平等な手続上の地位に立って裁判を受ける権利，を保障する

必要にあり，また，具体的には，前述の①ないし③の要件の下で，この義務

を認めることができるのであれば，この射程範囲を，原発訴訟に限る理由は

なく，また行政訴訟に限定する必要もない。」とされ，例えば，「ダム建設

等各種開発事業に関する環境訴訟」にも事案解明義務の法理が適用されてし

かるべきである，との所見を述べられている（前記古稀論文２３頁所収）。 

（４）そして，竹下教授が，民事訴訟にも適用されてしかるべきと提言される「①

ないし③の要件」とされた要件は，①主張・立証責任を負う当事者側について
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は，これらの当事者が，事件の事実経過から物理的に隔離され，事案解明のた

めの資料を入手しえず，かつ，事件の専門技術的性質から，自己の請求（ある

いは抗弁）を理由付ける具体的主張を主張・立証しえない事情があること，②

その相手方については，事件の事案を解明するために十分な資料を有し，また，

争われているのが，他人に重大な危険をもたらす可能性のある自己の行為の適

否である場合，③主張・立証責任を負う当事者側の主張が一応納得しうるもの

であることを示す手掛かりの提供がなされている場合，などの３要件である

（同２１頁）。 

	 	 	 こうした諸条件を充たす場合には，伊方最高裁判決は，民事損害賠償請求事

案をも射程に入れてよいとの見解を表明されている。こうした理論からすれ

ば，本件事案においては，行政庁側に「著しく利益を受ける」との事実や，そ

の前提に置かれている利根川水系の基本高水が合理的に策定されているとの

事実の主張・立証責任が負わされて当然ということになろう。申立人らは，以

下においては，この伊方最高裁判決の判断枠組みと司法審査ルールに基づい

て，原判決の手法を再点検することとする。 

 

第２	 伊方最高裁判決に反する原判決の「重大かつ明白な瑕疵」の認定手法 

	 	 伊方最高裁判決が示した，違法性の審査に関する主張，立証責任の配分を先例

モデルとして，原判決の違法性の判断枠組みと，「重大かつ明白な瑕疵」の認定

手順のあり方について点検することとする。 

 

１	 原判決の基礎的な判断枠組みの設定 

原判決は，「一般に，先行する原因行為に違法事由が存する場合であっても，

それにより直ちにその後の財務会計行為が違法となるわけではなく，原因行為を

前提としてなされた当該職員の行為自体が，財務会計法規上の義務に違反する違

法なものであるときに限り，地方自治法２４２条の２第１項４号に基づく損害賠
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償の請求を求めることができると解される。そして，建設事業負担金は，河川法

６０条１項，６４条により，国土交通大臣が都府県に負担させることができると

されているものであり，同法施行令３８条１項の通知の性格は，国土交通大臣が

発する具体的な費用負担の命令であると解すべきであるから，被告知事は，上記

通知に重大かつ明白な瑕疵がある場合でない限り，上記通知を尊重してその内容

に応じた財務会計上の措置を執るべき義務があり，これを拒むことは許されない

と解される。そうすると，上記のような瑕疵が存する場合でない限り，被告知事

がする支出に関する行為は，その職務上負担する財務会計法規上の義務に違反し

てなされる違法なものということはできないと解するのが相当である。」とした

(判決書２３頁)。 

 

２	 原判決の違法審査の手順 

原判決は，「（２）	 建設事業負担金(治水に係わる負担金)について」のアの項

において，前記「１」で記述した「基礎的な判断枠組み」と，これを補充する判

示を行った後に，（イ）の項の冒頭で「そこで，本件における国土交通大臣の河

川法施行令３８条に基づく通知に重大かつ明白な瑕疵がある場合に当たるか否か

についてみる」（判決書２３頁）とする。 

そして，原判決は，イの項において，カスリーン台風後の利根川治水計画の推

移を概観し，各種の行政手続が履行されてきている等の事実を各認定する（同２

３～２７頁）。 

 

３	 原判決の「重大かつ明白な瑕疵」方式の採用と認定手順 

原判決は，「控訴人らは，八ッ場ダムが治水のための河川管理施設として不要

なものであり，その必要性について一見明白に必要性があることを被控訴人ら

において立証すべきことを主張するが，独自の見解であり採用することはでき

ない。」（原判決２３頁）との判断を前提にして「以上のとおり，八ッ場ダム
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について治水上の必要性がないとする原告ら主張はいずれも採用することが

できず，他に八ッ場ダムが群馬県内の利根川流域で生じる水害の発生を防止す

るという目的に照らして不必要であることをうかがわせる証拠はない。・・・

したがって，治水に関して，八ッ場ダムの建設に関する基本計画等に重大かつ

明白な瑕疵があり無効であるなどの特段の事情を認めることはできないとい

うべきである。」（原判決２７～２８頁）とした。 

	 	 こうした原判決の認定手法が伊方最高裁判決とは全く反するものであるこ

とは明らかであろうが，次にこのことについて述べる。 

	  

４	 伊方最高裁判決とは反する原判決の主張，立証責任の配分 

	 	 原判決の上記の判示からすれば，違法性の主張，立証責任について，原判決は，

納付通知について重大かつ明白な瑕疵がある，との事実について，申立人側に主

張，立証責任が存在しているものと扱い，結論として，申立人側の主張を排斥す

るという手法をとる。原判決の主張，立証責任の配分は明らかに伊方最高裁判決

のそれとは真っ向から異なるものである。同最高裁判決では，「被告行政庁がし

た右判断に不合理な点があることの主張，立証責任は，本来，原告が負うべきも

のと解されるが，当該原子炉施設の安全審査に関する資料を全て被告行政庁の側

が保持していることなどの点を考慮すると，被告行政庁の側において，まず，そ

の依拠した前記の具体的審査基準並びに調査審議及び判断の過程等，被告行政庁

の判断に不合理な点のないことを相当の根拠，資料に基づき主張，立証する必要

があり，」と判示しているのに，原判決は，納付通知について，重大かつ明白な

瑕疵がある，との事実について，申立人・住民側に立証を求めているのである。 

 

第３	 利根川水系の基本高水・毎秒２万２０００㎥計画の「不合理な点」 

	 	 伊方最高裁判決の違法審査の判断枠組み及びその違法審査手続とその手法に

準じて，本件事案における国土交通省の利根川水系の基本高水毎秒２万２０００
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㎥計画の違法審査を行うならば，以下のとおり，同計画には，同最高裁判決がい

う「不合理な点」が多々存在するところであり，十分に違法性の推認ができる。 

昭和２４年の「利根川改修改訂計画」策定時には，カスリーン台風時のピーク

流量は，利根川本川と支川・烏川，同神流川の３川の八斗島地点での合流量を推

計して，毎秒１万７０００㎥とされ，それが基本高水と策定された。その際には，

上流域での氾濫は全く問題とされなかった。 

建設省は，昭和５５年１２月の「利根川水系工事実施基本計画」の改訂に当た

っては，昭和２４年の改修改訂計画の基本高水・毎秒１万７０００㎥を毎秒５０

００㎥引き上げて毎秒２万２０００㎥としたが，その改訂理由はカスリーン台風

洪水の氾濫戻しを行った結果であると説明した。 

本件訴訟においては，国土交通省は，平成１８年９月の「回答」（乙第１９８

号証の１）では，上の説明を維持した。しかし，その後２年もすると，それを事

実上撤回し，基本高水・毎秒２万２０００㎥は同台風後の流域の変化を検討して，

流域の将来を見通した計画値として策定した，と改めた（乙第２７８号証の１）。

しかし，平成２３年１月からの日本学術会議での基本高水の検証がはじまると，

再び，八斗島地点毎秒２万２０００㎥はカスリーン台風洪水の氾濫戻しによるも

のだとの姿勢に戻り，その氾濫状況について，「洪水，山に上る」ともいうべき

報告書を分科会へ提出した。このように，国土交通省は，八斗島地点毎秒２万２

０００㎥計画については，カスリーン台風の氾濫戻しといったり，また，カスリ

ーン台風の実績流量とは関係なく流域の発展を見込んでの将来の計画値である

と言ったり，さらにその後再び「カスリーン台風洪水の氾濫戻し」に戻るなど利

根川の基本高水の策定理由について，説明が定まらないだけでなく，相容れない

矛盾する説明を繰り返したのである。 

以下に，建設省・国土交通省の現在の基本高水の策定経緯とその策定理由の混

乱ぶりを示すこととする。 
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１	 昭和２４年策定の「利根川改修改訂計画」―氾濫なしで毎秒１万７００

０㎥ 

昭和２４年の「利根川改修改訂計画」策定時には，利根川上流域での氾濫は全

く問題になっていなかった。治水調査会の小委員会の審議でも，上流部での氾濫

は問題とならず，利根川本川と烏川とが合流する八斗島地点での合流量の推計に

ついて，河道貯留を考慮すべきか否かが議論の中心となっていた。そして，カス

リーン台風洪水のピーク流量は，利根川本川，烏川，神流川の八斗島地点での推

計合流量から毎秒１万７０００㎥とされ，それが基本高水として採用されたが，

当時の第一線の研究者・学識者である安芸皎一東大教授や富永正義元建設技官か

らは，この推計は過大ではないかとの議論さえ残している（甲Ｂ第１８号証	 群

馬県「カスリーン台風の研究」中の安芸論文「利根川昭和２２年９月洪水水害実

態調査報告」２８８頁。甲Ｂ第２１号証「河川」所収	 富永論文「利根川におけ

る重要課題（下）」）。	 

	 

２	 昭和５５年の「利根川水系工事実施基本計画」―突然の「氾濫戻し」で

毎秒２万２０００㎥ 

（１）その後，昭和４４年頃から，カスリーン台風時には上流で相当の氾濫があっ

たという見解が出されたり（「利根川百年史」甲Ｂ第８９号証１１２８頁），

昭和４５年には，「利根川上流域における昭和２２年９月洪水（カスリーン台

風）の実態と解析」（利根川ダム統合管理事務所，昭和４５年４月）が刊行さ

れ，カスリーン洪水の計算上のピーク流量は毎秒２万７０００㎥に及ぶとの見

解が公表された（甲Ｂ第１６１号証の１	 大熊意見書４頁）。	 

（２）こうした流れの中で，建設省は，昭和５５年１２月の河川審議会で，「改修

改訂計画の基本高水流量は，昭和２２年９月洪水を対象に決定されたものであ

り，当時は上流域で相当氾濫していたが，その後の支川の改修状況等を考慮し

て昭和２２年９月洪水を再現すると約 22,000 ㎥／Ｓになる旨の回答」を行い
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（甲Ｂ第８９号証「利根川百年史」１１６５頁），それまでに議論の対象とな

っていなかったカスリーン台風洪水の氾濫戻しを理由に基本高水は一挙に毎

秒２万２０００㎥と変更されたのである。	 

（３）上の建設省の説明は，カスリーン台風洪水の氾濫戻しを行った結果であると

しているのであるから，カスリーン台風が再来したときは，ダムなしの条件で

は，八斗島地点には毎秒２万２０００㎥の洪水が襲う，即ち危険は現在化して

いるとの立場に立っていることになる。しかし，国土交通省（建設省時代を含

む）の基幹的資料である利根川水系工事実施基本計画とか利根川水系河川整備

基本方針といったような刊行物には，上記のカスリーン台風再来時の危険性に

ついては解説されたことはなかった。	 

	 

３	 本訴訟では国土交通省の「基本高水」の説明は二転三転 

（１）国土交通省は，本訴訟において，平成１８年９月の関東地方整備局の「回答」

（乙第１９８号証の１）では，利根川の基本高水を毎秒２万２０００㎥と改訂

した理由については，「昭和２２年のカスリーン台風以降，利根川上流域の各

支川は災害復旧工事や改修工事により河川の洪水流下能力が増大し，従来上流

で氾濫していた洪水が河道により多く流入しやすくなり，下流での氾濫の危険

性が高まったこと，また，都市化による流域の開発が上流の中小都市にまでお

よび，洪水流出量を増大させることとなった」と解説されていた。この解説で

は，基本高水のピーク流量は，カスリーン台風洪水を対象洪水として設定され

ており，「毎秒２万２０００㎥」という値は同台風洪水時の氾濫戻しを行った

結果であるとする昭和５５年１２月の河川審議会における建設省の解説と基

本的に同旨となっている。	 

（２）しかし，カスリーン台風が再来しても，現況河川管理施設（上流部での既設

６ダムの調節容量は毎秒１０００㎥）の下では，上流部での氾濫を前提としな

がらも，八斗島地点には毎秒１万６７５０㎥の洪水しか来襲しない事実が明ら
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かになり（甲Ｂ第３９号証），さらに控訴人側の調査等で上流部での河道改修

は，カスリーン台風以後ほとんど行われていない事実（甲Ｂ第５４号証，同第

９２号証，同第１２７号証）が徐々に明らかになり出すと，国土交通省は，平

成２０年１０月の「回答」（乙第２７８号証の１）では，一転して，「現況（昭

和５５年時点）の河道等の状況で，計画降雨を与えた場合に八斗島地点でのピ

ーク流量が毎秒２万２０００㎥になると説明をしているものではなく，カスリ

ーン台風以降，昭和５５年までの状況変化を踏まえたうえで，昭和５５年時点

での河川整備に対する社会要請や今後想定される将来的な河川整備の状況等

も含めた検討を行い，将来的な計画値として基本高水のピーク流量を毎秒２万

２０００㎥と定めた。」と改めた。つまり，カスリーン台風の再来を条件とし

た計画降雨（３日雨量３１９ｍｍ）で八斗島地点毎秒２万２０００㎥の洪水来

襲の危険が現在化しているわけではないことを認め，毎秒２万２０００㎥はカ

スリーン台風の氾濫戻しの結果ではなく，「将来的な計画値」であると説明を

改めたのである。この説明では，カスリーン台風洪水は計画対象洪水ですらな

くなっているのである。そして，このことは，「大氾濫」という説明はねつ造

であったことを認めたことになる。	 

	 

４	 基本高水・毎秒２万２０００㎥は「計算上の仮設計」であった 

（１）原告・申立人側の情報公開請求で入手した「対象洪水・昭和２２年９月洪水

のハイドログラフ」（甲Ｂ第３９号証）によると，「Ｓ２２年の実績降雨を与

え，現況の洪水調節施設で流出計算を行った場合，上流部で氾濫したうえで八

斗島のピーク流量は，１６，７５０㎥／Ｓとなる。」とされている。現況の河

川管理施設の下では，カスリーン台風が再来しても，八斗島地点にはこの程度

の洪水にとどまるのである。	 

（２）そして，同台風時の上流域の氾濫は，もともと，どの程度であったかという

と，関東地方整備局の河崎和明元河川部長は，国土交通省はかつて一度も氾濫
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調査をしたことがなく，また，大きな氾濫を確認したりしていないという趣旨

の証言をしている。即ち，河崎元部長は，氾濫の状態については，「あふれて

いるという状況であることについては皆無ではないと。ですから，あふれてい

る部分があるというように理解します。」（甲Ｆ第１号証	 同証人尋問調書２

２頁）と，極めて消極的な証言をし，国土交通省の氾濫調査報告については，

「そうした資料については見たことがない」旨証言している（同２８頁）。こ

のように利根川を現場で管理する河川部長もカスリーン台風洪水のピーク流

量を毎秒５０００㎥も低くするような氾濫があったとは考えていないのであ

る。これが，建設省・国土交通省の本来の認識であったはずなのである。	 

（３）そこで，平成２０年１０月の「回答」（乙第２７８号証の１）では，「将来

的な計画値として基本高水のピーク流量を毎秒２万２０００㎥と定めた。」と

説明されている昭和５５年の「利根川水系工事実施基本計画」とはどのような

ものであるかであるが，さいたま地裁への平成２０年１月の関東地方整備局の

「回答」（甲Ｂ第５７号証の４）によれば，この「八斗島地点毎秒２万２００

０㎥」を流下させるためには，八斗島上流の利根川本川や烏川における堤防高

を数地区において１～５ｍも嵩上げすることが前提となっていた。この計画

は，どこまで実行されているのか，実現の目途があるのか，いつ完成するのか。

原告・控訴人らの現場調査では，この計画に基づいて堤防の改修が行われた形

跡は全く見当たらなかった。	 

（４）こうした経緯の中で，関東地方整備局は，取材に当たった東京新聞社の記者

に対してこの計画は「計算上の仮設計」であると説明をした（甲Ｂ第１１５号

証「東京新聞」）。実現の目途などはないのである。このことに関係して，分

科会の田中丸委員は，公開説明会において，「上の計画堤防高に関しては，こ

のような築堤計画があると考えるよりは，基本高水流量を流すことができる断

面を想定したものと解釈できます。」（甲Ｂ１６３号証	 議事録１７頁）と述

べている。つまり，平成２０年１０月の関東地方整備局の「回答」に表示され
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ていた「八斗島地点毎秒２万２０００㎥」計画は，現実の堤防改修計画などで

はなく，「八斗島地点毎秒２万２０００㎥」を算出するためだけの「計算上の

仮設計」であったのである。	 

そして，もとより群馬県には，「八斗島地点毎秒２万２０００㎥」計画に対

応する堤防改修計画などは存在していない（甲Ｂ１１８号証「公文書不存在決

定通知」）。	 

	 

５	 国土交通大臣の謝罪―「２万２０００トンありきの検討」 

（１）こうした状況の中で政権交代が行われて，馬淵澄夫国土交通大臣は，平成２

２年１０月２２日の記者会見において，平成１７年度の利根川の基本高水のピ

ーク流量の検証は，「具体的にどのようにして流出計算が行われたかという資

料が現時点では確認できなかった。」（甲Ｂ第１３３号証の２）とし，同年１

１月５日の会見では「平成１８年２月策定の利根川水系河川整備基本方針の基

本高水のピーク流量の算出については検証されず，『２２，０００トンありき』

の検討であった。所管大臣としてお詫びする。」（甲Ｂ第１３３号証の４）旨

述べ，同大臣は，こうした経緯について反省を示した。	 

（２）ついで，同国土交通大臣の指示により，同省は利根川水系の基本高水の見直

し作業を行うことになり，日本学術会議は，同省のこの検証作業を評価するこ

ととなった（甲Ｂ第１６５号証「河川流出モデル・基本高水の検証に関する学

術的な評価について（依頼）」）。日本学術会議の作業の中心は，カスリーン

台風洪水を計画対象洪水として同洪水の再現計算を行う中で，基本高水毎秒２

万２０００㎥の相当性や合理性を検証するというものであった。そこで同洪水

の再現計算を求められるのは当然のことであった。	 

	 

６	 恥の上塗りの「洪水，山に上る」の氾濫状況報告書 

（１）日本学術会議の検証作業がこのようなものであったから，国土交通省は，再
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びカスリーン台風洪水時の計算流量と実績流量との乖離を埋めるべく，氾濫計

算報告書（甲Ｂ第１５８号証）を作成するに至るのである。	 

	 	 しかしながら，同報告書によれば，「利根川上流の氾濫について記載された

資料はほとんどなく，唯一「昭和二十二年九月大水害の実相（群馬県	 昭和２

２年）の群馬県水害被害図（別添資料１）を入手した。」（１１頁）という状

況であった。	 

この氾濫図は，昭和２２年当時に作成されたものではあるが，利根川上流域

の氾濫状況がＢ５版程度の用紙にフリーハンドで作成されていた「氾濫図」な

のである。国土交通省は，これを原図として現今の地形図に転写して氾濫状況

を推測しようとしたのである。しかし，そのような作業が上手くゆくはずはな

い。また，もとより氾濫状況について現場での確認を行うというような作業は

全く行われなかった。このため，特に利根川本川と肩を並べる有力支川の烏川

では，和田橋下流の河原で標高８６ｍであるのに，そこよりも１０ｍ以上も高

い高崎市役所が建つ台地（同９７ｍ）に洪水が上ったとか，さらには，その下

流部では，一本松橋の下流の河原で標高が７４ｍであるのに，１５ｍ以上も高

い上信電鉄の軌道（標高８９ｍ）から，さらにより以上高い西側丘陵斜面にま

で洪水が上ったとして，分科会へ報告した（本稿での地図の標高の判読は，

「 Google Maps 標 高  (SRTM)  V3 API 版 」

（http://wisteriahill.sakura.ne.jp/GMAP/GMAP_ALTITUDE_II/）によった）。	 

（２）国土交通省が，かつて一度も氾濫調査をしたことがなく，また，カスリーン

台風時には大きな氾濫を確認したりしていないことについては，関東地方整備

局の河崎和明元河川部長が法廷で認めていた。これは，先にみたとおりである

（甲Ｆ第１号証	 同証人尋問調書２２頁，２８頁）。このように利根川を現場

で管理する河川部長もカスリーン台風洪水のピーク流量を毎秒５０００㎥も

低くするような氾濫があったとは考えていないのである。これが，建設省・国

土交通省の本来の認識であったはずである。	 
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（３）日本学術会議の検証作業については別項（「第４」）で取り上げているが，

国土交通省が提出した「氾濫計算報告書」に対しては，日本学術会議は，平成

２３年９月１日付の「回答」（甲Ｂ第１４７号証の「回答」）ではこれに応答

せず，その後の９月２８日の「公開説明会」において，「確かなデータがない

中では氾濫の議論は無理」と評価して（甲Ｂ第１６３号証２３頁），結局これ

に取り合わなかった。この程度の報告書であったのである。	 

	 

７	 「上流域での氾濫は１０００万㎥程度」－大熊意見書 

（１）控訴人らは，利根川研究の第一人者である大熊孝新潟大学名誉教授に依頼し，

国土交通省の「氾濫計算報告書」と，分科会の「回答」（甲Ｂ第１４７号証）

に示されている推計流量についての問題点と誤りを指摘した意見書（甲Ｂ第１

６１号証の１）を得たが，国土交通省の「氾濫計算報告書」に対しては，上述

の「洪水，山に上る」という状況を指摘し，「八斗島上流における氾濫量は大

目にみてもせいぜい１０００万㎥を超えない」（同５頁）と大氾濫はないこと

を事実を以て指摘された。そして，分科会の推計流量に対しては，「カスリー

ン台風時の八斗島地点の最大実績流量は，１５０００㎥／秒の方が信頼性が高

い。１７０００㎥／秒は，昭和２４年利根川改修改訂計画で採用された，基本

高水に相当する安全側の数値である。」としたうえ，結論として，「分科会が

推算したカスリーン台風時における八斗島地点最大流量２１０００㎥／秒は，

氾濫がないとして計算されたものであるが，昭和２２年当時，これを１７００

０㎥／秒に低下させるほどの上流での氾濫はなく，実績推定流量の１７０００

㎥／秒との乖離を説明しうるものではなく，２１０００㎥／秒は過大に推算さ

れていると言える。」（同意見書６頁）とされた。	 

（２）大熊教授は，上記の意見書が作成される前の時点で，分科会に参考人として

招請され，カスリーン台風時の出水状況について意見を述べたが，分科会が国

土交通省の氾濫説を取り合わない判断を採るに至ったのは，大熊意見が大きく
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影響していることが窺える（甲Ｂ第１６３号証２３頁小池俊雄委員長の解説）。

当然の結論ではあったが，国土交通省の作業は，余りにも杜撰で，科学・学問

の領域の外にあるものであったのである。	 

（３）そこで結局，国土交通省は，昭和５５年の基本高水のピーク流量毎秒５００

０㎥の増量改定はカスリーン台風の氾濫戻しによる上乗せを理由としたのに，

その前提事実たる上流部での氾濫を論証することができず，同台風洪水の再現

計算流量と推計実績流量・毎秒１万７０００㎥との乖離を埋めることができな

かったのである。このことは即ち，カスリーン台風が毎秒２万２０００㎥の洪

水となって八斗島地点を襲うとの再現計算が誤りであることを示している。こ

のように，国土交通省は「八斗島地点毎秒２万２０００㎥」という治水計画の

根幹たる基本高水さえも合理的な説明が果たせなかったのである。	 

	 

８	 国土交通省内には基本高水の算定記録もなく，外部への回答は不統一 

（１）上記のとおり，国土交通省が，「八斗島地点毎秒２万２０００㎥」計画の説

明ができず，相矛盾する説明までするなど終始混乱を続けていることは以上の

とおりであるが，庁内の内部事情について，分科会は次のように解説，報告し

ている。即ち，分科会は，「分科会で審議を開始したものの，利根川水系の現

行の基本高水の算定に関して，国土交通省にはその背景・経緯の記録が残って

おらず，また同省より十分な説明を得ることができず，科学的な追検証が担保

されていないことが判明した。さらに，利根川水系の現行の基本高水の算定に

用いられた洪水時のハイドログラフの一部が変更となったが，その理由につい

ては不明であった。」と報告している（甲Ｂ第１４７号証「回答」１頁）。 

（２）こうした庁内の杜撰な管理状態との関係は定かではないが，基本高水の流出

モデルのパラメータについても，裁判所へ提出されたものと，分科会へ提出さ

れたものとが全く異なっていたとの事実も存在する。 

さいたま地裁の調査嘱託に対する平成２０年１月付けの関東地方整備局の
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回答（甲Ｂ第５７号証の４）によれば，昭和５５年の工事実施基本計画におけ

る八斗島地点毎秒２万２０００㎥の流出計算に用いられている流出モデルは，

一次流出率を０．５とし，飽和雨量を４８ｍｍとして，これらの値は全流域一

律であるとしていた。しかし，平成２３年１月の学術会議に対する説明では，

八斗島上流域を「第四紀火山岩帯」と「非第四紀火山岩帯」に区分し，前者で

は最終流出率を０．５とし飽和雨量は設定しない（甲Ｂ第１５０号証	 ２５，

３３頁），後者では一次流出率を０．５とし，飽和雨量を４８ｍｍとして計算

を行ったとした（同３３頁）。 

（３）このように平成２３年１月の，国土交通省の日本学術会議への説明資料によ

って，国土交通省関東地方整備局の「回答」（甲Ｂ５７号証の４）は，毎秒２

万２０００㎥の計算根拠と異なるものであることが明らかになった。関良基拓

殖大学准教授は，関東地方整備局の「回答」が示した係数で貯留関数法モデル

をつくり，国土交通省の雨量データを用いてカスリーン台風洪水の再現計算を

行ったところ，ピーク流量は毎秒２万２０００㎥を大きく上回り，２万６５０

０㎥にも及んだ（甲Ｂ第１３１号証	 第二意見書）。 

	 	 こうした事実からすると，国土交通省は，原告側による基本高水の検証作業

を阻むべく，計算根拠となるデータを隠し続けようとした意図が推認される。

このことは，これまでに詳述してきたように，基本高水・毎秒２万２０００㎥

の科学的根拠が希薄であることを同省側で認識していたことを窺わせるもの

である。 

 

９	 上流の大氾濫はねつ造だから基本高水の説明は二転三転，氾濫戻しの説

明ができない計画の「不合理な点」は明らか 

	 	 これまで「第３」において述べてきたところを整理しておこう。 

（１）昭和２４年の「利根川改修改定計画」では，カスリーン台風時の上流域での

氾濫は問題とならず，上流３川の合流量から推計された基本高水の毎秒１万７
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０００㎥自体，この推計は過大であるとの意見のある中で，将来の治水計画と

しての意味からこのピーク流量が採用されたのであった。それが，昭和４０年

代後半の日本列島改造計画で国内の公共事業が沸き立った時代の中で，昭和５

５年１２月の河川審議会でのたった１回の審議で，カスリーン台風時の「氾濫

戻し」を理由に基本高水は毎秒２万２０００㎥と３０％も引き上げられるので

ある。 

（２）このような経緯を経ての基本高水の大改訂であったことを反映して，本件訴

訟においては，これまでに見てきたとおり，基本高水の改訂理由についての国

土交通省の説明は二転三転した。上記の経緯からすれば，建設省・国土交通省

としては，毎秒２万２０００㎥は氾濫戻しの結果と説明せざるをえないところ

であるが，同台風時の上流域での大氾濫を示す事実はどこにも見当たらない。

元河川部長ですら，「あふれているという状況であることについては皆無では

ないと。ですから，あふれている部分があるというように理解します。」（甲

Ｆ第１号証	 同証人尋問調書２２頁）という状況であったのである。つぶさに

現場調査を重ねてこられた利根川研究の第一人者である大熊教授は，カスリー

ン台風洪水のピーク流量は毎秒１万５０００㎥程度であり，毎秒１万７０００

㎥は過大であるとされ，大氾濫はなかったと言明されたが（甲Ｂ第１６１号証

の１	 大熊意見書），科学の目をもって事実を観察するならば，立場は異なっ

ても同様な結論が導かれるのである。	 

	 	 国土交通省も，一時は，「昭和５５年時点での河川整備に対する社会要請や

今後想定される将来的な河川整備の状況等も含めた検討を行い，将来的な計画

値として基本高水のピーク流量を毎秒２万２０００㎥と定めた」（乙第２７８

号証の１「回答」）と説明を改めたが，カスリーン台風洪水を計画対象洪水と

して出発し，「氾濫戻し」を理由としている以上，この方針の変更は困難であ

ったであろう。	 

（３）日本学術会議・分科会における基本高水の検証作業においても，国土交通省
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は，氾濫戻しを理由にしてこの乖離を埋めようとしてこれに挑戦したが，その

結果は「洪水，山に上る」という氾濫計算報告書の作成に終わった。この事実

は，毎秒２万２０００㎥計画が「計算上の仮設計」であるという実体のない机

上の計算結果であることと極めて整合的である。カスリーン台風時の上流域で

の氾濫の裏づけもなく，また，河川の改修計画も存在しない。洪水の流出計算

は，実際の洪水に裏付けられない計算値だけであれば，いかような計算値でも

出せるのである。	 

（４）上記の事情は，馬淵澄夫国土交通大臣の，平成２２年１０月２２日，同年１

１月５日の記者会見における，「具体的にどのようにして流出計算が行われた

かという資料が現時点では確認できなかった」，「平成１８年２月策定の利根

川水系河川整備基本方針の基本高水のピーク流量の算出については検証され

ず，『２２，０００トンありき』の検討であった。所管大臣としてお詫びする。」

などの同大臣の謝罪，そして，分科会の「分科会で審議を開始したものの，利

根川水系の現行の基本高水の算定に関して，国土交通省にはその背景・経緯の

記録が残っておらず，また同省より十分な説明を得ることができず，科学的な

追検証が担保されていないことが判明した。さらに，利根川水系の現行の基本

高水の算定に用いられた洪水時のハイドログラフの一部が変更となったが，そ

の理由については不明であった。」との報告（甲Ｂ第１４７号証「回答」１頁）

ともよく符合している。 

（５）要するに，国土交通省は，カスリーン台風洪水の氾濫戻しの再現計算により，

基本高水のピーク流量を毎秒２万２０００㎥と策定したと説明をしたが，同台

風時の推計実績流量と同洪水の再現計算流量（基本高水）との間の毎秒５００

０㎥という大きな乖離の説明が全くなし得ないのである。自ら設定した基本高

水の規模の説明がなし得ない。これでは基本高水の合理性，正当性を肯定しよ

うにもなし得るはずがない。 

	 	 申立人らは，この「第３」において主張した基本高水の策定経緯及び基本高
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水の相当性や合理性の説明を国土交通省がなし得ず，作成された弁明書は「洪

水，山に上る」であったこと等について，原審「控訴人最終準備書面」の「第

３章」において詳細に主張を行ったが，原判決はこれについて何の応答もしな

かった。基本高水の策定者が自ら弁明することができなかったのであるから，

原審裁判所としては，「触れない」こと以外に対応のしようがなかったのであ

ろう（なお，「上告受理申立理由書」においては，これらの点は，「第２章の

第２」，「第４章の第２～第４」に記述）。 

（６）伊方最高裁判決は，「被告行政庁の側において，まず，その依拠した前記の

具体的審査基準並びに調査審議及び判断の過程等，被告行政庁の判断に不合理

な点のないことを相当の根拠，資料に基づき主張，立証する必要があり，被告

行政庁が右主張，立証を尽くさない場合には，被告行政庁がした右判断に不合

理な点があることが事実上推認されるものというべきである。」としたが，こ

れまでにみた国土交通省のカスリーン台風洪水の推計実績流量と再現計算流

量との間の大きな乖離の説明の放棄，基本高水に関する二転三転の説明や関係

資料等の消失などの事態は，「その依拠した前記の具体的審査基準並びに調査

審議及び判断の過程等，被告行政庁の判断に不合理な点のないことを相当の根

拠，資料に基づき主張，立証する必要があり」という伊方最高裁判決の審査基

準を，到底，充足するものではないであろう。 

	 	 そうであるのに，原判決は，伊方最高裁判決が示す違法性審査の判断枠組み

に著しく反する判断枠組みを採用し，上記事項のすべてについて，原告・控訴

人・申立人らに主張・立証責任を課したばかりではなく，その明白性について

の立証までを求めるという手法を採用しておきながら，前述のとおり，カスリ

ーン台風の推計実績流量と再現計算流量との間の大きな乖離の放置，基本高水

に関する二転三転の説明や関係資料等の消失などの事態等についての申立人

らの主張に対しては，むしろ，これを封殺するかのようにして一切の判示を避

けたのである。これが公正を旨とする裁判所の対応なのであろうか。この違法，
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不公正ともいうべき原判決の対応と判断は，到底維持されてはならないもので

ある。 

 

第４	 国土交通省の「氾濫説」及び日本学術会議の検証作業における「不合

理な点」 

伊方最高裁判決の違法審査の判断枠組み及び違法審査手続とその手法に準じ

て，国土交通省が提示した「氾濫説」及び日本学術会議・分科会の利根川水系の

基本高水毎秒２万２０００㎥の検証作業に対する違法審査を行うならば，以下の

とおり，同最高裁判決がいう「不合理な点」が多々存在するところであり，十分

に違法性の推認ができる。 

利根川水系の基本高水毎秒２万２０００㎥は，カスリーン台風洪水の再現計算

流量であるとされているところ，国土交通省は，同台風洪水の推計実績流量毎秒

１万７０００㎥との毎秒５０００㎥の乖離は，上流域での氾濫であったとの報告

書を日本学術会議の分科会へ提出したが，それは「洪水，山に上る」という報告

書であった。そして，日本学術会議は，基本高水の検証作業の中で，カスリーン

台風洪水の再現計算結果を毎秒２万１１００㎥としたが，分科会が採用した計算

手法は世界的にも未確認の手法であり，かつ，その計算式に中規模洪水で得られ

た流出計算データを用いて大規模洪水の流出計算を行うと，計算値は過大に算出

されるという致命的な欠陥を有する手法であった。そして，そうした欠陥のある

計算手法を用いて得た毎秒２万１１００㎥とカスリーン台風洪水の推計実績流

量との間の乖離については，分科会は，「河道域の拡大と河道貯留」によると説

明した。しかし，これは，いわば擬似氾濫による説明であり，そのような事実は

国土交通省の氾濫説と同様に認められないもので，分科会の基本高水の検証は事

実面からの裏付けを全く欠くものであり，机上の計算に過ぎないものであった。 

申立人らは，原審において，こうした事実を詳述した。これに対して原判決は，

国土交通省の「氾濫説」に対しては全く言及せず，「河道域の拡大と河道貯留」
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については分科会の説明としても認めず，分科会の上記のような流出計算技法に

対する疑問に関しては，ほとんど応答せず，結論としては，上告受理申立人らの

主張をことごとく排斥したのである。 

しかし，国土交通省も日本学術会議も，カスリーン台風洪水の推計実績流量と

これの再現計算流量との大きな乖離の検証においては，伊方最高裁判決がいう

「不合理な点」だらけという状況である。であるのに，原判決は，これをことご

とく看過し，見逃したのである。 

 

１	 分科会は，国土交通省の大氾濫説を却下した 

（１）大規模氾濫がないと説明がつかない毎秒２万㎥超のピーク流量	 

建設省は，昭和５５年１２月の「利根川水系工事実施基本計画」の改訂に当

たっては，昭和２４年の改修改訂計画の基本高水・毎秒１万７０００㎥を毎秒

５０００㎥引き上げて毎秒２万２０００㎥としたが，その改訂理由はカスリー

ン台風洪水の氾濫戻しを行った結果であると説明した。 

日本学術会議での基本高水の検証が進む中で，国土交通省は，カスリーン台

風洪水での推計実績流量と自身の同洪水の再現計算流量との間の毎秒５００

０㎥の乖離を埋めるために，第９回分科会に対し「補足資料４	 平成２２年９

月洪水の氾濫量の推定について」（甲Ｂ第１５８号証）を提出した。これによ

れば，①氾濫量は，推定１で３９００～７７００万㎥，推定２では６０００万

㎥。②氾濫面積	 ５１平方キロメートル。③浸水深１～３ｍ，というものであ

った。河川の物的管理や洪水防御の実務に当たる官署である国土交通省関東地

方整備局の見方では，これほどの氾濫がないと毎秒５０００㎥というピーク流

量の低減を説明できないということなのである。	 

国土交通省は，この「氾濫計算報告書」（甲Ｂ第１５８号証）を分科会へ提

出したが，その内容は「洪水，山に上る」という，子どもも騙せない作品であ

った。利根川の有力な右支川・烏川を流れる洪水が，河床より１０メートル以
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上も高い，現在高崎市役所がそびえるあの台地に上がったとか，その下流右岸

部では，河床より２０～３０メートルも高い丘陵の斜面にまで上がったとかと

いう報告書であった。	 

（２）日本学術会議は説明会で「氾濫の議論は無理」と解説した	 

日本学術会議・分科会は，平成２３年９月２８日の公開説明会において，国

土交通省が提出した「氾濫計算報告書」	 (甲Ｂ第１５８号証)が展開している

上流域での大氾濫説について「この氾濫の議論は無理」と評価した。	 

ア	 小池委員長は説明会で次のように解説している。	 

「利根川の洪水についての研究の造詣の深い大熊孝先生においでいただ

き，カスリーン台風の時に上流域で大規模氾濫はないと明確に主張されま

した。一方，国土交通省からは，これだけ氾濫しているというデータが示

されたわけですが，私どもは確かなデータがない中では，この氾濫の議論

は無理と判断いたしました。そこで，河道貯留によるピーク遅れとピーク

の減少を調べ，差が生まれるメカニズムを理解したにとどまっております。

ですから，これは先ほど田中丸委員から話もありましたように，完全では

ありません。可能性の指摘のみにとどめております。」（甲Ｂ第１６３号

証	 議事録２３頁）	 

イ	 この小池委員長の説明によれば，要するに，「国土交通省が主張するよう

な氾濫の議論は裏付けるデータがないから議論は無理だ。そこで，別の角度

から検討したところ，河道貯留の効果で説明がつく可能性を見出した。」と

いうことである（なお，甲Ｂ第１６２号証「公開説明（質疑）」にも同旨の

解説がある）。「裏付けるデータがない」ということは「大氾濫はなかった」

というに等しい。そのことは，関東地方整備局の元河川部長が証言している。

そうであれば，国土交通省の氾濫説は事実として成り立つ余地はないという

ことである。	 
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２	 未確認の流出計算技法で算出されたピーク流量・毎秒２万１１００㎥	 

（１）カスリーン台風洪水の再現計算は世界的にも未確認の手法で，かつ過大に算

出される手法が採用されている	 

分科会が行った，カスリーン台風洪水のピーク流量「毎秒２万１１００㎥」

という再現計算のやり方であるが，それは利根川の過去の毎秒５０００㎥程度

以上の洪水の再現計算から取り出されたパラメータ（特に，「ｋとｐ」）を用

いて，そのままカスリーン台風降雨規模の洪水の計算を行ったというものであ

る。	 

利根川では，八斗島地点でピーク流量・毎秒５０００㎥程度から毎秒１万㎥

程度の洪水は，カスリーン台風後で１０例を数える。過去の洪水での実績デー

タがあると，貯留関数法による流出計算で取り込むパラメータ（飽和雨量。そ

して「ｋとｐ」など）は，計算結果から検証が可能であるから一定の信頼性を

備えることができる。しかし，観測データがない規模の洪水については，用い

たパラメータは実際の観測流量からの検証ができない。それ故，用いたパラメ

ータの精度や洪水の予測計算，再現計算結果の信頼性は容易には担保されな

い。	 

（２）信頼性が低いことを分科会が自認	 

中規模洪水から得られたパラメータを２倍以上の降雨規模の洪水にそのま

ま採用することについては，平成２３年９月１日付日本学術会議の「回答」（甲

Ｂ第１４７号証）自身がその正当性を主張することを留保しているのである。

即ち，「１０，０００㎥／Ｓ程度のチェックのみでは，昭和２２年の２０，０

００㎥／Ｓ程度の洪水に対して適用可能かどうかの確認はできていないこと

を附記する。」（同「回答」１６頁）としているのである。そして，ほぼ同旨

の評価は，９月２８日の公開説明会での「公開説明（質疑）」（甲Ｂ第１６２

号証）にも記述されている。即ち，「既存のデータを用いて構築した流出モデ

ルやパラメータの値が，異なる規模の洪水，特にこれまで経験したことのない
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ような大洪水を信頼性をあわせて予測することは極めて重要な課題ですが，世

界的にも未解決の課題です。」（９頁	 論点６・スライド１８）としているの

である。日本学術会議は，世界的にも未確認の技法で流出解析を行ったという

のである。	 

「回答」の上記のような記述や「公開説明（質疑）」（甲Ｂ第１６２号証）

における記述を受けて，小池委員長の説明でもこのことは明確にされている。

即ち，同委員長は，新モデルについて，「再現性は非常によいという結果とな

り，新モデルの頑健性が確認された次第です。ただし，私たちが確認できるの

は，１万㎥／Ｓの洪水のみでして，昭和２２年，２万㎥／Ｓを超えるというよ

うな洪水に対して，使用可能であるかどうかの直接の確認はできておりませ

ん。」（甲Ｂ第１６３号証	 議事録８頁）という手法なのである。	 

	 

３	 日本学術会議の計算手法では，大規模洪水では過大な計算値となる	 

そればかりではない，公開説明会で説明に当たった立川康人委員からは，中規

模洪水のデータで大規模洪水の流出計算を行うと計算値は大きめに出るという

のである。同委員は，第９回分科会配布の補足資料として提出されていた国土交

通省の「資料２」の「表３	 八斗島地点の相対的なピーク流量の差異」（甲Ｂ第

１６６号証）に搭載されているデータについて，「この資料は国土交通省で，中

規模洪水でｋ，ｐを推定して，それを用いて大洪水を設定したとき，どのような

ピーク流量になるかということを試算された結果です。この結果を見ますと，中

規模洪水で計算したときのｋ，ｐを使うと，少し洪水流量を過大に評価するとい

う傾向が見えます。」（甲Ｂ第１６３号証	 議事録１６頁）と解説しているので

ある。	 

立川委員は，「過大に評価する」という説明を行っているが，その理由や割合

については解説を行っていない。	 
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４	 計算精度が低いことを自認する小池委員長の総括的な答弁	 

（１）原告団からの質問に対する答弁	 

本訴訟の原告団からも，ピーク流量２万１１００㎥という推定値の信頼性へ

の疑問や，計算流量と実績流量との大きな乖離について，日本学術会議へ質問

書が提出されていた。これに対して，小池委員長は，総括的に次のように答え

た。日本学術会議の作業結果には信がおけない事実が簡潔にして要を得て語ら

れている。この答えで，カスリーン台風が再来したとき，ダムなしで毎秒２万

㎥超の洪水が襲う事実が検証されたと納得する者がいるというのだろうか。	 

	 	 	 	 「１万トン程度のチェックで２万トンクラスのものが本当に適用できるか

どうか。これは立川委員からお話がありましたように，これはまだ明確に確

認できておりません。河道貯留，河道周辺域の氾濫の効果も検討しましたが，

今申し上げましたように，それから，田中丸委員からありましたように，そ

ういう，どれだけ河道幅が広がったかというようなデータがない限りにおい

て，ある程度の算定をすることはできても，それがほんとうに定量的に起こ

っているかということを見積もることはできないと考えております。ですか

ら，私どもは，こういうメカニズムが働いた可能性があるということにとど

めております。」（甲Ｂ第１６３号証	 議事録２４頁）	 

（２）何らの裏付けもない机上の計算	 

繰り返すが，「１０，０００㎥／Ｓ程度のチェックのみでは，昭和２２年の

２０，０００㎥／Ｓ程度の洪水に対して適用可能かどうかの確認はできていな

い」という手法での計算結果がどうして信用性があるのか。どうして科学的手

法による検証と言えるのか。	 

このように，ピーク流量「八斗島地点毎秒２万１１００㎥」は，学術的に効

用が未確認な流出計算手法を用い，かつ，その計算結果は事実面からは全く検

証されておらず，実績流量との乖離，毎秒４０００～５０００㎥に及ぶピーク

低減については，国土交通省の立場からも，日本学術会議からも説明ができず，
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「回答」（甲Ｂ１４７号証）では「八斗島での実績流量が計算洪水流量より低

くなることが示唆された」という程度のものであり，検証の責任者である小池

委員長ですら，「可能性の指摘のみにとどめております。」と弁明せざるを得

ない作業であったのである。	 

小池委員長が言っていることは，「私たちは然るべく計算を行った。しかし，

それが本当に定量的に起こっていることかどうかは分からない」ということで

ある。これでは検証に値しないことは明らかであろう。	 

	 

５	 関准教授が指摘した過大な計算値が出るカラクリ 

（１）以上に見たとおり，分科会は，中規模洪水で得たパラメータを用いて大規模

洪水の再現計算を行うと過大な計算値が出るという問題について，どうしてそ

のような結果を招くのかについて説明をしないのであるが，関准教授は，第５

意見書（甲Ｂ第１７９号証）において，１枚のグラフ（「図１」）でその事情

を解明している。	 

（２）この図は，縦軸に出水量をとり，横軸に降雨量をとっている。この図では飽

和雨量を１５０ｍｍと仮定し，その飽和雨量を超さない程度の降雨で起こった

実績洪水に基づいて得られたデータで，降雨量が２倍近くなる洪水の流出計算

を行うと，どのような結果となるかを簡明に説明したものである。国土交通省

や日本学術会議での流出モデルでも，飽和雨量程度の降雨（それでも大雨では

あるが）であれば，実績流量で裏付けられているから，組み合わされて用いら

れたパラメータにも，また計算結果にも誤りが生ずる可能性は低い。しかし，

このパラメータを用いて，降雨量あるいは洪水流量が２倍以上にもなる洪水の

流出計算を行うと必然的に過大な計算値が算定される。つまり，中規模洪水で

は，飽和雨量を超えない程度の洪水だとすれば，最終流出率を「１．０」とし

ても「０．７」としても結果の値には違いは出ない。しかし，大規模洪水では

飽和雨量を超える降雨分は，すべて河道へ流出するという計算がなされるので
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あるから，計算値は図の破線の傾きをとって解が得られることになる。一方，

最終流出率を「０．７」ととる計算では，計算の傾きは，黒の実線の傾きをと

ることになるから，カスリーン台風洪水のように３日雨量で３００ｍｍを超す

ような大雨では，国土交通省などとの計算流量と実績と考えられる流量とは３

０％余りも乖離が生ずることになるのである。	 

（３）飽和雨量を超えても，その後の雨量がすべて河道へ流出することはほとんど

ないことは，谷・窪田論文（甲Ｂ第１５８号証）の「図７」に示されている実

測データからも明らかである。奥利根流域では，最終流出率（飽和雨量後の流

出率）は，３地区で「０．５５～０．６９」であり，赤谷川で「０．８２」で

ある。このように，飽和雨量を超えたら，以後全量が河道へ流出するという想

定が根本的に誤っているのである。この点について，利根川の実情に合わせて

現実のデータを組み込めば，大幅に計算値は下がることになる。	 

関准教授の第５意見書（甲Ｂ第１７９号証）の「図１」は，この関係を簡明

に表しているのである。	 
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	 図 1	 中規模洪水に適合した計算モデルは大規模洪水では乖離する	 

	 	 （甲Ｂ第１７９号証	 関第５意見書の「図１」を転写した）	 

	 

６	 関証言での分かり易い解説	 

（１）関准教授は，平成２４年８月７日の東京事件における証言（乙第３７２号証）

において，上記の「図１」が示す事実を分かりやすく次のように解説した。	 

「……貯留関数法に幾つか不合理な点がありまして，飽和雨量を超えた後，

降った雨は１００パーセント，まるで土壌がコンクリートで覆われたかのごと

く，降った雨が１００パーセント川に流れてくるという仮定が置かれている」

（乙第３７２号証２頁）と指摘したうえ，中規模洪水のデータで，より大きな

洪水の再現計算を行うと，どうして大きめの値が出るのかについて，次のよう

に平易な解説を行った（同１９頁）。	 

「先ほど説明した最終流出率１．０か０．７かという点に関わってくる問題

です。最終流出率というのは，飽和雨量を超えた後の雨で何パーセント，川に

出てくるかという値ですので，飽和雨量が例えば１５０ミリとしますと，飽和

雨量を超えた後，２００ミリ，２５０ミリ，３００ミリと，大きくなればなる

ほど，この０．７の直線と１．０の直線というのは，規模が大きくなるとだん

だん開いてくるわけです。そのために，規模が大きくなるほど乖離が激しくな

るということです。」（同１９頁）	 

「第５意見書の２ページ，甲Ｂ第１７９号証の２ページに，『中規模洪水モ

デルと大規模洪水モデルの違い』という図がございます。……この図を使って

説明させていただきます。これは奧利根の例なんですけれども，奧利根は飽和

雨量１５０ミリです。１５０ミリを超えると１００パーセント，傾きが１．０

になって川に出てくる。実際は，先ほどの谷，窪田委員のデータのとおり０．

７です。ですので実際，０．７のものを国土交通省は１．０として計算してま

すので，１５０ミリ程度の雨で計算するとぴったり合います。しかし，２００
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ミリ，２５０ミリ，３００ミリと，だんだん降雨の規模を大きくしてシミュレ

ーションの計算をしますと，０．７と１．０の差がだんだん大きくなってきま

すので，この分，計算値が大きくなってきますので，この分，計算値が過大に

なってくるということでございます。」（同１９～２０頁）	 

（２）このように解説されるならば容易に理解できる話が，日本学術会議では頭を

なやましているらしいのである。しかし，このような論理が彼らにわからない

はずはなかろう。このカラクリを解説しては，これまでの全ての労が水の泡に

なる，そして，検証作業が国土交通省の役に立たない結論となることを恐れた

からなのではないか。そう考えるほかに学術会議の対応は思いつかない。	 

	 

７	 分科会採用の流出計算手法の信頼性は未確認，入力データは洪水を大き

めに，という計算手法の「不合理な点」は明らか 

	 	 これまで「第４」において述べてきたところを整理しておこう。 

（１）実績と再現計算との間の大きな乖離については説明できないまま	 

国土交通省や分科会が計算した再現計算流量・毎秒２万２０００～２万１１

００㎥と，カスリーン台風洪水の八斗島での推計実績流量・毎秒１万７０００

㎥との大きな乖離については，国土交通省の氾濫説は分科会で否定された。そ

うであれば，歴史的に起こった事実とその再現計算結果との間の流量のこれほ

どの大きな乖離の説明が不能であるということになり，基本高水毎秒２万２０

００㎥の正当性は当然に否定されることになるはずである。この事実だけを取

り上げても，見逃し得ない「不合理な点」であろう。	 	  

（２）再現計算は世界的にも未確認な手法で計算	 

	 	 	 そして，カスリーン台風洪水の再現計算において，中規模洪水から得られた

パラメータ（特にｋ，ｐ）を２倍以上の降雨規模の洪水にそのまま採用したこ

とについては，平成２３年９月１日付「回答」（甲Ｂ第１４７号証）自身が，

「１０，０００㎥／Ｓ程度のチェックのみでは，昭和２２年の２０，０００㎥
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／Ｓ程度の洪水に対して適用可能かどうかの確認はできていないことを附記

する。」（同「回答」１６頁）としてその正当性を主張することを留保してい

るのである。そして，ほぼ同旨の評価は，９月２８日の公開説明会での「公開

説明（質疑）」（甲Ｂ第１６２号証）にも記述されている。日本学術会議は，

世界的にも未確認の技法，あやふやな技法で流出解析を行ったというのであ

る。そのうえ，中規模洪水でｋ，ｐを推定して，それを用いて大洪水の流出計

算を行うと，どのようなピーク流量になるかというと，「中規模洪水で計算し

たときのｋ，ｐを使うと，少し洪水流量を過大に評価するという傾向が見えま

す。」（甲Ｂ第１６３号証	 議事録１６頁）という計算手法なのである。これ

でどうして正しい再現計算ができるというのか。これ自体だけでも，見逃し得

ない「不合理な点」であろう。	 

（３）関准教授の簡明な解説	 

中規模洪水でｋ，ｐを推定して，それを用いて大洪水の流出計算を行うと，

どうして洪水流量を過大に評価することになってしまうのか。	 

この点については，関准教授は，原審の証言において，「……貯留関数法に

幾つかの不合理な点がありまして，飽和雨量を超えた後，降った雨は１００パ

ーセント，まるで土壌がコンクリートで覆われたかのごとく，降った雨が１０

０パーセント川に流れてくるという仮定が置かれている」（乙第３７２号証２

頁）と指摘したうえ，奥利根の例について，国土交通省は，同流域では降雨量

が飽和雨量１５０ミリを超えると，全量が川に出てくる計算になっているが，

実際は，谷，窪田委員のデータのとおり流出率は０．７だと解説されて，「２

００ミリ，２５０ミリ，３００ミリと，だんだん降雨の規模を大きくしてシミ

ュレーションの計算をしますと，０．７と１．０の差がだんだん大きくなって

きますので，この分，計算値が大きくなってきますので，この分，計算値が過

大になってくるということでございます。」（乙第３７２号証	 １９～２０頁）

とされている。	 
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地表に降った雨は，設定された飽和雨量を超えたとしてもそのすべてが川へ

流出することはない。そうであるのに，国土交通省と分科会は，奥利根流域と

烏川では，飽和雨量を超えると全量が河道へ流出するという想定で流出計算を

行っているのである。これが過大に計算される元凶なのである（甲Ｂ第１４６

号証	 関第３意見書の添付の表，「表１	 国土交通省新モデルと学術会議谷・

窪田提案の最終流出率の差異」によって，関准教授が行った流出計算では，奥

利根流域と烏川については，国土交通省の設定とは異なって，同省が最終流出

率を「１．０」としたのを「０．７」として計算を行った事実が示されている。

その丁寧な解説も，同意見書に記述されている）。	 

（４）伊方最高裁判決の判示に反する違法審査－分科会の検証作業の不合理性は十

分に推認される	 

以上のとおり，国土交通省における利根川水系の治水計画の根本にある基本

高水・毎秒２万２０００㎥計画の策定経緯や，この基本高水に対する日本学術

会議・分科会の検証作業は，前記（１）～（３）に述べたように，事実と計算

との間に大きな齟齬があり，しかもこれを説明できない状況にあり，学術的な

検証とは言い難い欠陥だらけの作業であった。	 

このような基本高水の策定の仕方や検証作業は，伊方最高裁判決の「被告行

政庁の側において，まず，その依拠した前記の具体的審査基準並びに調査審議

及び判断の過程等，被告行政庁の判断に不合理な点のないことを相当の根拠，

資料に基づき主張，立証する必要があり，被告行政庁が右主張，立証を尽くさ

ない場合には，被告行政庁がした右判断に不合理な点があることが事実上推認

されるものというべきである。」との判示に照らせば，正に，日本学術会議の

検証作業の不合理性は十分に推認されるべきことになる。 

ところで，原審での審理が佳境に入りつつあった平成２４年２月，申立人ら

は，上記一連の主張事項をより確実に立証するために，国土交通省の訴訟参加

の申立を行い，また平成２５年５月，国土交通省関東地方整備局の河川部長，
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日本学術会議・分科会の小池俊雄委員長，大熊孝教授，関良基准教授ら４名の

証人申請を行ったが，原審裁判所は，国土交通省の参加申立を却下，証人申請

はすべて却下して立証機会と立証手段を奪っておきながら，判決書では，日本

学術会議の検証作業の不合理性等についての主張・立証責任，しかもその明白

性についてまでの挙証責任を申立人らに負わせておきながら，「重大かつ明白

な瑕疵があるとは認められない」を連発して申立人らの立証は成功していない

と批判し，申立人らの主張，請求を排したのである。かかる原判決の不公正な

判断は到底維持されてはならないものである。	 

	 

第５	 むすび 

１	 八ッ場ダム計画の背景にある利根川水系の基本高水の算定を中心とした治

水計画について，国土交通省は，カスリーン台風洪水の氾濫戻しの再現計算に

より，基本高水のピーク流量を毎秒２万２０００㎥と策定したと説明をした

が，同台風時の推計実績流量と同洪水の再現計算流量（基本高水）との間の毎

秒５０００㎥という大きな乖離の説明が全くなし得ないのである。自ら設定し

た基本高水の規模の説明がなし得ない。これでは基本高水の合理性，正当性を

肯定しようにもなし得るはずがない。国土交通大臣が言明したように，利根川

の基本高水は「２２，０００トンありきの検討」であり，「計算上の仮設計」

であったのである。原判決は，こうした国土交通省の基本高水策定に関しての

説明の破綻については，これを覆い隠すように一言の言及もない。ここに原審

裁判所の本当の立ち位置が示されている。 

２	 日本学術会議・分科会による，カスリーン台風洪水の再現計算値である毎秒

２万２０００㎥の検証の精度については，同分科会の平成２３年９月１日付「回

答」（甲Ｂ第１４７号証１６頁）と，同年９月２８日付「公開説明（質疑）」

（甲Ｂ第１６２号証９頁）での解説のほか，小池委員長が公開説明会で自ら述

べた次の解説で十分であろう。計画対象洪水であるカスリーン台風洪水の再現
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計算の精度は科学技術的には全く担保されていないのである。だからこそ，歴

史的に発生した昭和２２年９月の洪水を再現できず，大きく齟齬する事態とな

っているのである。 

	 	 	 	 「１万トン程度のチェックで２万トンクラスのものが本当に適用できるか

どうか。これは立川委員からお話がありましたように，これはまだ明確に

確認できておりません。河道貯留，河道周辺域の氾濫の効果も検討しまし

たが，今申し上げましたように，それから，田中丸委員からありましたよ

うに，そういう，どれだけ河道幅が広がったかというようなデータがない

限りにおいて，ある程度の算定をすることはできても，それがほんとうに

定量的に起こっているかということを見積もることはできないと考えてお

ります。ですから，私どもは，こういうメカニズムが働いた可能性がある

ということにとどめております。」（甲Ｂ第１６３号証	 議事録２４頁） 

	 	 	 原判決は，再々，「第三者的な学術的機関である日本学術会議が，独立の立

場で専門的な知見に基づき検討を行ったものであり，」「その〔検証の〕客観

性は相当程度担保されていると考えられる」（原判決２７頁）というが，日本

を代表するとされる第三者機関がやってのけた検証作業の成果は，この程度の

ものであったのである。そして，原判決は，こうした検証作業のマイナス面に

ついては一言の言及もない。 

３	 以上のとおり，原判決においては，河川法６３条１項の「著しく利益を受け

る」との事実の存否が確認されないままにあり，利根川治水の根幹にあるはず

の基本高水の策定経緯と策定理由について国土交通省は説明がなし得ず，計画

対象洪水である昭和２２年９月洪水の推計実績流量と再現計算流量との間の３

０％にも及ぶ乖離が解消できずに放置されている。そして，この基本高水も，

その検証に当たった日本学術会議が「１万トン程度のチェックで２万トンクラ

スのものが本当に適用できるかどうか。これはまだ明確に確認できておりませ

ん。」という手法を用いた机上の計算（洪水の流量に関しての一切の事実確認
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はなされていない）なのである。	 

４	 伊方最高裁判決は，「被告行政庁の側において，まず，その依拠した前記の

具体的審査基準並びに調査審議及び判断の過程等，被告行政庁の判断に不合理

な点のないことを相当の根拠，資料に基づき主張，立証する必要があり，被告

行政庁が右主張，立証を尽くさない場合には，被告行政庁がした右判断に不合

理な点があることが事実上推認されるものというべきである。」としているか

ら，この主張，立証責任の配分方式と行政行為の違法性・合理性の審査基準に

照らして，これまでに確認した本件事案を審査，判断するならば，まず，「八

ッ場ダムによって群馬県が著しく利益を受ける」との河川法６３条１項の要件

充足の事実は確認されていないし，さらに，国土交通省の基本高水毎秒２万２

０００㎥の相当性・合理性は皆無というべき状況にあり，日本学術会議・分科

会の検証作業も科学的・技術的な検証というには，矛盾・不合理と疑問が余り

に多い。そして，この「不合理な点」は言うまでもなく，利根川水系の現今の

基本高水の成立と「著しく利益を受ける」の存否に関する根本的，基幹的な不

合理性であるから，本件事案は，「被告行政庁が右主張，立証を尽くさない場

合には，被告行政庁がした右判断に不合理な点があることが事実上推認される

ものというべき」場合に十分に当たり，国土交通大臣による本件建設事業負担

金の納付通知の違法性は十分に推認されるはずである。 

５	 以上のとおり，国土交通省と日本学術会議の利根川水系の基本高水の説明の

破綻や，日本学術会議・分科会の流出計算手法は世界的にも効果が未確認の手

法で，かつ計算結果が過大に出る傾向のある手法であるなど検証作業の不合理

性は際立つものであった。そうであるのに，原審裁判所は，こうした行政側の

弱点についてはこれを覆い隠すように原判決では一切触れなかった。そして，

最終的な争点となる河川法６３条１項の「著しく利益を受ける」の存否の認定

を行わず，八ッ場ダム不要性の立証がなかったとして申立人らの請求を排斥し

たことは，河川法６３条１項の法解釈を誤るものであるうえに，伊方最高裁判
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決の判例違反をも犯したことになる。このような不公正な判断が許されてよい

はずはなく，速やかにその破棄を求めるものである。 

Ⅴ	 利根川の基本高水計画の不合理性について 

 

はじめに 

	 	 本年６月３０日，「戦後河川行政とダム開発―利根川水系における治水・利水

の構造転換」（著者梶原健嗣	 ミネルヴァ書房刊）という著作が発刊された。同

著作の「序章」の冒頭には，「多目的ダムは，戦後日本の河川行政の基軸的な政

策手段である。本書はこの多目的ダムに焦点を当てて，第２次世界大戦後の日本

の河川行政の合理性を検証するものである。」とされている。４００頁の大著で

あった。 

	 	 著者と同作品との関係については，「あとがき」に，「本書は，２００７年３

月，東京大学に提出した博士論文『戦後ダム開発の論理と構造―利根川を中心に』

を修正・加筆したものである。」とされている。 

	 	 そして，同書の第５章は「利根川水系の治水計画」，同第６章は「利根川治水

と八ッ場ダム」，同第７章は，「治水行政を支える『科学』」と題されている。 

	 	 本件訴訟の弁護団は，この書の発刊を知って，著作者の梶原健嗣氏に，意見書

の作成を依頼した。この書には，昭和５５年の利根川水系工事実施基本計画にお

いて，利根川の基本高水のピーク流量が，それまでの毎秒１万７０００㎥から同

２万２０００㎥に増量改訂されたのは「氾濫戻し」によるものであるとして始ま

っていたこと（同書２０２～２０３頁），しかし，今日では，カスリーン台風の

再来計算が毎秒２万２０００㎥にずれる根拠は二転三転し，結論としては現実化

しない「机上の計算」であることが判明したなどの記述がなされている（２０５

頁）。また，「目標流量として既往最大洪水を用いる場合，氾濫戻しを行った洪

水流量を用いることになる。従って，重要なのはカスリーン台風の公称値と氾濫

戻しの正確性である。」との問題設定が表明されている（２１２頁）。 
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	 	 そして，平成２３年１月からはじまった日本学術会議・分科会における基本高

水の検証作業をも取り上げられており，そこでの国土交通省からの「洪水，山に

登る」という氾濫計算報告書（２８５頁）や，同分科会の「河道域の拡大と河道

貯留」によっても，「計算流量と実績推定の乖離は最後まで解けなかった」（２

９３頁）とし，「利根川水系の基本高水に設定されているカスリーン台風洪水の

実績流量推定，再現計算には重大な事実誤認がある」（２９４頁）と結論づけら

れている。	  

	 	 そして，これらの論述の間には，第７章の「治水行政を支える『科学』」にお

いては，基本高水流量の解説や，現代の河川工学の技術的手法の中心を占める「貯

留関数法」について，その有効性や機能の限界が幅広く平易に解説されている（２

５６～２８５頁）。そして，第６章では，中規模洪水から大規模洪水の推計を行

う場合の「引き伸ばし計算」の信頼性への疑問なども提起されている（２３１～

２４１頁）。 

	 	 このような著作が刊行されたところから，弁護団は，梶原健嗣氏に対して，利

根川水系の基本高水の策定経緯の問題点と毎秒２万２０００㎥という値の合理

性等についての所見，そして，八ッ場ダムに期待できる水位減衰効果などについ

ての所見を求めることとした。そして，それを意見書として作成することを依頼

した。梶原氏はこの依頼を快諾された。そして，弁護団はその意見書を８月２８

日に得た。本補充書「Ⅴ」は，上記の梶原意見書の所見の展開に必要な範囲で，

これまでの関係事項の主張事項を整理し，なお，一層，これらの主張を理由あら

しめるために補充したものである。 

	 	 以上の趣旨の梶原氏作成の意見書・「八ッ場ダム訴訟・治水上の争点に関連し

て」（甲Ａ第２４号証）を提出する次第である。なお，本補充書Ⅴにおいては，

上記意見書については，単に「梶原意見書」と略称することをお断りさせていた

だく。 

 



103 
 

第１	 二転三転した基本高水（毎秒２万２０００㎥）の国土交通省の説明 

１	 そのときばったりの基本高水の解説 

治水計画の根本となる基本高水について，国土交通省が約３０年間の間に行な

った説明が二転三転している事実は，これまで重ねて主張を行ってきたところで

ある。建設省・国土交通省からの国民へ向けての基本高水の説明のうち，注視さ

れる説明は４回ある。そのうち１回目と２回目はほぼ同じであった。しかし，３

回目の説明は１～２回目の基礎事実を否定するものであり，４回目の説明は，３

回目の説明を，また根本から否定するものであった。 

	 	 即ち，昭和５５年の利根川水系工事実施基本計画においては，計画対象洪水で

あるカスリーン台風洪水の「氾濫戻し」という説明で発進した。これが１回目で

ある。本件訴訟に入って，平成１８年９月の，関東地方整備局の「回答」では，

この説明を踏襲した。これが２回目である。しかし，３回目に当たる平成２０年

１０月の同じく関東地方整備局の「回答」では，「現況（昭和５５年時点）の河

道等の状況で，計画降雨を与えた場合に八斗島地点でのピーク流量が毎秒２万２

０００㎥になると説明をしているものではなく」，「将来的な計画値」となった。

しかしさらに，４回目となる平成２３年６月の日本学術会議・分科会へ提出され

た「氾濫計算報告書」では，再び昭和５５年の「氾濫戻し」に先祖返りした。こ

のように二転三転したのである。 

	 	 計画対象洪水であるカスリーン台風洪水において，ピーク流量を毎秒５０００

㎥も増大させるような大氾濫があったのか，この事実を基礎とするか否かで，こ

のように説明の仕方が変わるのである。 

 

２	 大氾濫もなし，堤防改修もなし 

	 	 関東地方整備局の河崎和明元河川部長は，同台風洪水では，上流域には大した

氾濫はなかったと証言している。そして，これまでの収集資料によって，現況の

河川管理施設においては，計画降雨（カスリーン台風時の３日雨量と同じ規模）
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があっても，八斗島地点でのピーク流量は毎秒１万６７５０㎥にとどまること，

昭和５５年策定の毎秒２万２０００㎥計画については，これを河道計画で実施す

る実際の堤防改修計画はどこにも存在せず，氾濫したはずの群馬県の上流域での

堤防改修は，利根川本川の群馬県管理区間の上福島地区での嵩上げ工事（同台風

時のピーク流量が過ぎてから小規模破堤した区間）を除いて，カスリーン台風時

のままであることなどが明らかになっている。しかし，上流部のダム建設だけは

進行している。 

	 	 以上の事実は，原審以来，重ねて主張してきたところである。ここで，これら

の国土交通省の二転三転の説明を順次挙げれば以下のとおりとなる。 

 

３	 建設省・国土交通省の４回の説明 

	 	 ４回の建設省・国土交通省の説明の要点は，以下のとおりである。 

①	 昭和５５年の工事実施基本計画策定時の河川審議会での建設省の説明 

	 「改修改訂計画の基本高水流量は，昭和２２年９月洪水を対象に決定された

ものであり，当時は上流域で相当氾濫していたが，その後の支川の改修状況等

を考慮して昭和２２年９月洪水を再現すると約22,000㎥／Ｓになる旨の回答」

を行った（甲Ｂ第８９号証「利根川百年史」１１６５頁）。	 

②	 平成１８年９月２８日付	 関東地方整備局の「回答」（乙第１９８号証の１）	 

	 	 	 「昭和２２年のカスリーン台風以降，利根川上流域の各支川は災害復旧工事

や改修工事により河川の洪水流下能力が増大し，従来上流で氾濫していた洪水

が河道により多く流入しやすくなり，下流での氾濫の危険性が高まったこと，

また，都市化による流域の開発が上流の中小都市にまでおよび，洪水流出量を

増大させることとなったことなど，改修計画から３０年が経過して利根川を取

り巻く情勢が一変したため，これに対応した治水対策とするべく，昭和５５年

に利根川水系工事実施基本計画を改定し，…」	 

③	 平成２０年１０月２２日付	 関東地方整備局の「回答」（乙第２７８号証の
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１）	 

「現況（昭和５５年時点）の河道等の状況で，計画降雨を与えた場合に八斗

島地点でのピーク流量が毎秒２万２０００㎥になると説明をしているもので

はなく，カスリーン台風以降，昭和５５年までの状況変化を踏まえたうえで，

昭和５５年時点での河川整備に対する社会要請や今後想定される将来的な河

川整備の状況等も含めた検討を行い，将来的な計画値として基本高水のピーク

流量を毎秒２万２０００㎥と定めた。」	 

④	 平成２３年６月８日付国土交通省の日本学術会議分科会宛「氾濫計算報告

書」（甲Ｂ第１５８号証）	 

	 	 	 カスリーン台風時の氾濫流量を推計した報告書。「推定１」では，３９００

万～７７００万㎥の氾濫，「推定 2」では，６０００万㎥の氾濫があったとす

る報告になっている。しかし，その推計作業は極めて粗雑で乱暴極まるものと

なっており，烏川では，河川敷から１０ｍあるいは数十メートルも標高の高い

台地に洪水が上がったとする報告になっている。	 

	 

４	 説明相互の矛盾，破綻は明白 

以上の「ピーク流量毎秒５０００㎥の増量改訂」についての，建設省・国土交

通省の各説明の関係について，念のために簡潔に述べる。	 

まず，①の説明では，毎秒５０００㎥の増量改訂の理由は，単純に「氾濫戻し」

である。同台風時，上流域では大氾濫があったから，この氾濫流量を取り込んで

改修目標を大幅に引き上げるというものである。この説明に基づく計画では，計

画降雨があれば，ダムなしなら八斗島地点に毎秒２万２０００㎥が襲うとの想定

となっている。だから，危険は現在化しているということになる。	 

②の説明では，これに「都市化による流域の開発が上流の中小都市にまでおよ

び，洪水流出量を増大させることとなったこと」が付加されているが，この都市

化による増量は極めてわずかにすぎない。この時点でも，大洪水の危険は現在化
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しているとの想定は維持されている。	 

③では，「現況（昭和５５年時点）の河道等の状況で，計画降雨を与えた場合

に八斗島地点でのピーク流量が毎秒２万２０００㎥になると説明をしているも

のではなく，」となるが，これは「氾濫戻し」で毎秒２万２０００㎥になるので

はないことを解説しているのである。増量改訂の理由は，「今後想定される将来

的な河川整備の状況等も含めた検討を行い，将来的な計画値として基本高水のピ

ーク流量を毎秒２万２０００㎥と定めた。」というのである。ここでは，計画降

雨があっても，「八斗島地点には，毎秒２万２０００㎥はこない」としているの

であるから，危険は現在化していないと解説しているのである。したがって，①

及び②の解説とは，明らかに基本的な認識が異なっているのである。③は①及び

②の説明と異なり，増量改訂の理由は既往最大洪水の氾濫に求められるのではな

く，むしろ，これを否定するものとなっているのである。	 

④は，完全に①に戻る解説である。	 

このように国土交通省は，自身が定めた基本高水毎秒２万２０００㎥について

の増量理由について，矛盾した解説を行っているのである。したがってこの破綻

は明白と言わざるを得ない。	 

 

第２	 大氾濫はなく調査もせず，「計算上の仮設計」であり，河道改修など

の予定は全くなかったことを示す事実の各論 

１	 カスリーン台風では大氾濫はなく，堤防改修計画もない毎秒２万２００

０㎥計画 

	 	 	 カスリーン台風洪水では大氾濫などはなく，昭和５５年の毎秒２万２０００

㎥計画は，利根川上流域での氾濫防止のための堤防改修計画などを全く含ま

ず，机上の計算に過ぎないものであることは今や明白となっている。次の事実

を挙げることで十分に説明，証明できることであろう。 

① 	 「あふれているという状況であるとことについては皆無ではないと。です
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からあふれているというように理解します」旨の関東地方整備局の河崎和明

元河川部長の証言（甲Ｆ第１号証２２頁）。これが大氾濫を肯定した証言だ

とはだれも言うまい。	 

② 	 建設省・国土交通省は，カスリーン台風時の上流域での氾濫状況を，これ

まで一度も調査をしたことはない（同２８頁。ほか）。	 

③ 	 カスリーン台風が再来しても，現況の河川管理施設（上流６ダム）の下で

は，上流域に相当の氾濫は生ずるが，八斗島地点のピーク流量は毎秒１万６

７５０㎥にとどまるとされている（甲Ｂ第３９号証）。	 

④ 	 上の甲Ｂ第３９号証で解説されている上流域の河道・堤防の状況は，乙第

２７８号証の１の「回答」で説明されている状況，即ち，「現況（昭和５５

年時点）の河道等の状況で，計画降雨を与えた場合に八斗島地点でのピーク

流量が毎秒２万２０００㎥になると説明をしているものではなく，」との事

実と符合している。そして，利根川の上流域では，カスリーン台風後，何ら

堤防改修等が行われていなかった事実（下の⑨の事実）とも整合している。	 

	 	 ⑤	 上の③の甲Ｂ第３９号証で示された事実，即ち，カスリーン台風が再来し

ても，八斗島地点でのピーク流量は，毎秒１万６７５０㎥にとどまることは，

茨城県，千葉県でも準備書面で認めている。	 

⑥ 昭和５５年の工事実施基本計画で策定された毎秒２万２０００㎥計画で	 

は，利根川本川八斗島上流，烏川，井野川などで，７法線で１～５ｍの堤防

の嵩上げ工事が想定されているが（甲Ｂ第５７号証の４），国土交通省は，

これらの堤防工事を行う計画は全く持っていない。原告側からの情報公開請

求に対して，関東地方整備局は，甲Ｂ第５７号証の４における堤防嵩上げ地

区の３地区については，河道断面図すら保有していなかった（甲Ｂ第１１７

号証の２）。	 

⑦	 関東地方整備局は，東京新聞記者に対して，平成２２年１月，この計画（毎

秒２万２０００㎥）は「計算上の仮設計」であることを認めている（甲Ｂ第
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１１５号証）。	 

	 	 ⑧	 群馬県も，上記の「計算上の仮設計」で想定されている地区の法線での７

地区の「計画断面図」の開示を求めたが，同県は「当該箇所にて河川改修計

画がないため，計画断面図を作成していない。」と回答した（甲Ｂ第１１８

号証）。	 

⑨	 弁護団の利根川本川や烏川，井野川その他の地区で，堤防の嵩上げが想定

された法線を現場調査したが，利根川本川での群馬県が実施したごく一部を

除いて，嵩上げ工事は行われていなかった（甲Ｂ第５４，９２，１２７号証）。	 

⑩	 分科会の田中丸委員も，「築堤計画があると考えるよりは，基本高水流量

を流すことができる断面を想定したもの」と公開説明会で解説している（甲

Ｂ第１６３号証	 議事録１７頁）。	 

⑪	 大熊意見書は，カスリーン台風では大氾濫はなかったとの「意見書」（甲

Ｂ第１６１号証の１）を作成している。氾濫量は，最大で１０００㎥として

いる。また，著作「利根川治水の変遷と水害」でも，同様の趣旨の記述がな

されている。	 

⑫	 平成２２年１０月２２日の記者会見で馬淵澄夫国土交通大臣（当時）は，

平成１７年度の利根川の基本高水のピーク流量の検証は，「具体的にどのよ

うにして流出計算が行われたかという資料が現時点では確認できなかった」

（甲Ｂ１３３号証の２）とし，「２２，０００トンありきの検討であった。

所管大臣として，お詫びする」旨謝罪した（甲Ｂ第１３３号証の４）。そし

て，日本学術会議・分科会の「回答」（甲Ｂ第１４７号証）では，「分科会

で審議を開始したものの，利根川水系の現行の基本高水の算定に関して，国

土交通省にはその背景・経緯の記録が残っておらず，また同省より十分な説

明を得ることができず，科学的な追検証が担保されていないことが判明し

た。」とある（「回答」１頁）。これが「計算上の仮設計」の舞台裏の姿で

あった。	 
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⑬	 国土交通省は，カスリーン台風洪水の「氾濫戻し」に必要な氾濫量につい

て，報告書（甲Ｂ第１５８号証）を作成したが，それは「洪水，山に上る」

というもので，分科会の検証結果を集約した平成２３年９月１日付「回答」

（甲Ｂ第１４７号証）では全く無視されるほどの作品であった。	 

⑭	 日本学術会議・分科会の検証作業は，カスリーン台風洪水の実績推計流量

（毎秒１万７０００㎥）についても，また，同台風洪水時の氾濫状況につい

ても事実関係の検証等は全く行わずに，国土交通省の報告をそのまま了とし

て進めたものであるところ，国土交通省の氾濫流量報告に代えて，「河道域

の拡大と河道貯留」により説明をしようとしたが，分科会自身「この感度分

析結果より，昭和２２年洪水では，大規模氾濫とまではいかなくても，河道

域の拡大と河道貯留によって，八斗島での実績流量が計算洪水流量より低く

なることが示唆された」という限度での提言であった（甲Ｂ第１４７号証「回

答」１５頁）。	 

	 

２	 「毎秒２万２０００㎥」計画の不合理，破綻は明白 

要するに，国土交通省は，昭和５５年の工事実施基本計画の新基本高水の策定

時に，カスリーン台風洪水時の「氾濫戻し」と説明を行ったが，今日に至るまで，

「氾濫戻し」の計算に足る「大氾濫」の説明ができなかったのである。そして，

八斗島地点上流部においては，同台風後，何ら見るべき堤防改修などは行われて

いなかった。それ故に，国土交通省の説明は，「氾濫戻し」と言ったり，「将来

的な計画値」と言ったり，また前に戻ったり，二転三転したのである。国土交通

省だけでなく，日本学術会議・分科会ですら，この国土交通省の説明の欠落をカ

バーできなかったのであるから，どのように説明しようとも，毎秒２万２０００

㎥がカスリーン台風の再現計算結果であるとの結論にはなり得ない。日本学術会

議・分科会は，事実の裏打ちがない，否事実に反する机上の計算を「カスリーン

台風の再現計算」と銘打って強行したのである。国土交通省と日本学術会議・分
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科会の所為は，上流部でのダム建設を正当化するためだけの基本高水の装いであ

ったというのが真実であろう。	 

 

第３	 「毎秒２万２０００㎥」計画に対する「梶原意見書」の判定―「全く

もって事実の基礎を欠き，不合理である」 

１	 判断の主たる根拠資料，判断過程 

梶原意見書は，申立人らがこれまで述べてきた事実認識を基本的には共有して

いるものである。そして，そこから招かれる判断も基本的には同じくなっている。

主要な論点について挙げれば以下のようである。 

（１）カスリーン台風の氾濫について 

	 	 	 まず，カスリーン台風時には，大きな氾濫が認められないこと，そして，そ

の調査すら行われていないことについて，次のように厳しく批判をされてい

る。 

「氾濫戻しの評価の基礎となる，カスリン台風時の八斗島上流氾濫状況の調

査･評価は必要不可欠なはずであるが，国はその調査をしたことはない（八

ッ場ダム茨城訴訟･水戸地裁，河崎和明証人（元関東地方整備局河川部長），

2008.7.15，証人尋問調書 p28）。つまり戻し流量を 5,000m3/sと評価する根拠

がないわけである。この点は，基本高水流量という治水計画上の重要さを考

えれば，致命的な調査不足である。それもそのはずである。同日の水戸地裁

証人尋問で，河崎証人は，利根川上流域で洪水が『あふれているという状況

であることについては皆無ではないと。ですから，あふれている部分がある

というように理解します。』（同証人尋問調書 p22）と証言している。なる

ほど，『皆無ではない』『溢れている部分がある』程度であれば，実態調査

がないことも，カスリン台風直後に計画改定された治水調査会で，上流部で

の氾濫の議論が行われていないことも頷ける。」（６～７頁）。 

「ピーク流量にして 5,000m3/s もの減少をもたらすような氾濫は，空前の
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規模の大氾濫である。それが，治水調査会当時も議論にさえならず，その後

も長らく，実態調査が行われていないのは誠に不可思議であるが，何のこと

はない，そんな事実は存在しないのである。 

事実としては，氾濫戻し 5,000m3/sを基礎づける氾濫実態調査は存在しない

のであって，計画の中枢に位置する事実につき，裏づけを欠いたまま，

5,000m3/sの上乗せという話が一人歩きしていたのである。利根川水系工事実

施基本計画策定時（1980）においても，利根川水系河川整備基本方針策定時

（2006）においても，基本高水 22,000m3/sを基礎付ける氾濫調査は行われて

いなかったのである。」（７頁）。 

（２）国土交通省の「洪水，山に登る」報告書について 

	 	 	 次に，国土交通省の分科会への「氾濫計算報告書」（甲Ｂ第１５８号証）に

ついては次のように批判している。 

	 	 	 	 「しかし，そうした裏づけ調査があれば，気付いたはずの推定上のミスが

大きくいって２点ある。１つは，烏川左岸の高崎台地である。同地点と河川

敷とは約 10mの標高差があり，1/25,000地図でも，高崎駅真西の和田橋地点

で 84m，93mの標高が確認できる。しかし，この高崎台地でさえ国交省資料

では水没したことになっている。現地確認や標高調査をするなど，資料の取

り扱いを慎重にすれば，生じ得ない誤りである。 

もう１つは，烏川右岸の旧八幡村一帯である。同地点は 200m の丘陵地

帯で，1/25,000 の地図で確認できる標高を見ると，一本松付近は標高 77m

で，最高地点は 197.5mもある。しかし，この国交省の氾濫推定図では，こ

うした丘陵でさえ，氾濫することになっている。しかし，そんな『洪水，

山に登る』話はありえない。つまり，カスリーン台風の再現流量を 22,000m3/s

とする試みは，全く論拠を持たないのである。」（８頁）。 

（３）日本学術会議・分科会の基本高水の検証への評価 

	 	 	 日本学術会議・分科会が，国土交通省の「洪水，山に登る」という報告書を
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全く取り上げずに「河道域の拡大と河道貯留」という説明を持ち出したこと及

びその評価については，次のように述べられている。 

「学術会議分科会は，基本高水流量 22,000m3/sの妥当性も否定しようとした

わけではない。別の方法によって実績流量と計算流量の乖離が説明できるか

を検証しようと試みたのである。 

それが河道域の拡大と河道貯留という議論であるが，その内容は河道脇の

小規模氾濫と殆ど変わらない話であり，何より，定量的な検証はできていな

い。学術会議分科会は烏川右岸において，河道域の拡大と河道貯留が 600m3/s

程度のピーク流量（八斗島地点）をもたらしうることを示したものの，こう

した地点が他にどれくらいあり，総計でピーク流量の低下分はいくらになる

のかを示していない。つまり，最低 4,000m3/s となる実績・再現流量の乖離

を合理的に裏付けてはいない。 

そのため，学術会議分科会はカスリーン台風洪水の再現流量を 21,096m3/s

と算出した新しい流出計算モデルについて「妥当」という評価を下しながら，

その結論に附帯意見を加えて，『既往最大洪水流量の推定値，およびそれに

近い値となる 200年超過確率洪水流量の推定値と，実際に流れたとされる流

量の推定値に大きな差があることを改めて確認したことを受けて，これらの

推定値を現実の河川計画，管理の上でどのように用いるか，慎重な検討を要

請する。（下線部筆者）』と述べているのである（p21）。」（９頁） 

	 	  

そして，日本学術会議・分科会の結論に対しては，最終判定として， 

「学術会議の結論は，科学的知見の基本を踏まえていないものであって，こ

れによっても，基本高水２２，０００㎥／Ｓの発生（来襲はまた別問題であ

る）は裏付けられていないのである。」（１０頁）と簡明かつ明快である。 
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２	 「梶原意見書」の結論―「全くもって事実の基礎を欠き，不合理である」 

そして，「まとめ」において，要点の一部を再述しながら結論を次のように述

べられている。 

（１）「河川法施行令 10条 1項が定めるように，治水計画の策定においては『過去

の主要な洪水』を適正に考慮することを求め，これを考慮事項の筆頭項目に挙

げている。そうであれば，利根川水系の治水計画においては，既往最大洪水で

あり，計画対象洪水であるカスリーン台風（1947）が正しく考慮されていなけ

ればならない」（１０頁）とされる。これが治水計画，河川改修の規範であり，

基本姿勢でなければならないとされる。 

（２）そして，昭和５５年の「利根川水系工事実施基本計画」の大きな増量改訂に

関しては， 

「計画対象洪水が，上流部で氾濫を起こしている場合には，氾濫戻しを行っ

た再現流量を求めなければならない。利根川では，1980年の工事実施基本計画

において，従来（利根川改修改訂計画，1949.2）の基本高水流量を 17,000m3/s

から 22,000m3/s に引き上げたのも，氾濫戻しによって 5,000m3/s 分の増大が生

じるという再現流量が前提となっている。当時は，洪水調節ダムがない以上，

両者の差異を埋めるものは氾濫によるピーク流量の減少しかありえないから

である。」となる（１１頁）。 

（３）そして，「そうであれば，カスリーン台風洪水の実績洪水流量と再現流量の

間で，この 5,000m3/s の差異が氾濫戻しによって説明できるものでなければ，

この基本高水流量は事実の基礎を欠くものとなってしまう。実際，カスリーン

台風の氾濫量（烏川右岸 410ha）から考えても，5,000m3/sの差異は基礎付けら

れないし，後に，国交省が提示した 7,700 万㎥という氾濫量は，『洪水，山に

登る』架空の氾濫を前提とするという不合理な推論であり，やはり，氾濫戻し

で 5,000m3/s 分増えるという試算は基礎付けられない。」（１１頁）となる。

この理は，正常な常識を保有しているならば，万人が理解でき賛同できる論理
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である。 

（４）そして，同意見書のこの項の結論に至る。即ち， 

	 「カスリーン台風の再現流量と実績推定値 17,000m3/sの乖離を合理的に説明

できず，それゆえ，基本高水流量 22,000m3/sを合理的に基礎づけられないのは，

学術会議分科会も同じである。学術会議分科会は，国交省が示した 7,700 万㎥

の大氾濫説の評価を棚上げし，河道域の拡大と河道貯留によって，その再現流

量と実績流量推定値の乖離を説明しようと試みたが，烏川右岸で約 600m3/s の

乖離が起きうることを説明したのみで，やはりこの乖離を説明できない。そし

て，中規模洪水のデータから大規模洪水を再現計算できるかという方法論上の

中核に結論を出せないまま，見切り発車のまま議論を進めたもので，その結論

を信用することができないのは，科学の常識である。だからこそ，学術会議分

科会は，報告書結論に，「慎重な検討を要請する」という異例の附帯意見を付

せざるを得なかったのである。 

このように，計画対象洪水であるカスリーン台風洪水が，当時よりも

5,000m3/sも増大して八斗島地点を襲うという試算は，全くもって事実の基礎を

欠き，不合理である。」（１１頁） 

 

上記の結論は，申立人らの，これまでの主張と論理の過程も結論も同じという

ことになる。正常な目をもって判断するとすれば，こうした結論に至ることを示

している。 

 

第４	 八ッ場ダムによって「著しく利益を受ける」ことはないことの確認 

１	 申立人らのこれまでの水位低減効果の主張要旨 

	 	 申立人らは，原審においても，八ッ場ダムが建設されても，八斗島地点におい

ても水位低効果は極めて限られた洪水にしか認められないものであり（もとよ

り，この影響を検討する流出計算にも大きな問題がある），また，東京都周辺，
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特に江戸川筋においての水位低減効果は，わずかに数センチメートル，具体的に

は３～６ｃｍであると主張を行ってきた（上告受理申立理由書第３章の第８）。

今回，「梶原意見書」においても，その水位低減効果の評価が行われているとこ

ろ，申立人らのこれまでの主張を是とする所見が述べられているので，以下に，

これについて述べることとするが，その前に，国土交通省の説明する水位低減効

果の算定手法とその効果について点検を行うこととする。 

 

２	 国土交通省が説明する水位低減効果の算定法と八ッ場ダムの効果 

	 国土交通省が採用している水位低減効果の算定法と効果を紹介するについて

は，正確を期することが求められるので，これの紹介については，「梶原意見書」

の記述を借用することとする。「梶原意見書」は，国土交通省が採用しているそ

の手法について，次のように説明を行っている。	 

（１）「これまで，八ッ場ダムの洪水調節効果は八斗島地点で 600m3/s とされてき

た。まず，その計算方法を確認することで，八ッ場ダムの洪水調節効果が下流

部に著しい利益を与えるものであるのかを検討してみる。そこで，まず600m3/s

という八ッ場ダムの洪水調節効果の試算方法について確認する。	 

利根川の計画対象豪雨は 319mm（３日間平均雨量，以下同じ）であるが，過

去にこの規模の豪雨はカスリン台風時（318mm）にしか記録されていない。し

かし，同じ319mm豪雨であっても，時間的・空間的パターンが異なれば，八斗

島地点を襲う洪水流量は変わってくるのであって，治水計画では，そうした降

雨パターンの多様性にも配慮することが必要である。そこで一般的に行われる

のが，ある程度の規模の豪雨をもとに，仮想の319mm豪雨を作成し，多様なパ

ターンの319mm洪水を考えるというものである。このサンプル豪雨の作成方法

が『引き伸ばし計算』と呼ばれるもので，縦軸に時間雨量（mm/hr），横軸に

時間で示されるハイエトグラフを，縦軸方向にのみ引き伸ばす形で豪雨の規模

を拡大させる。八ッ場ダムの洪水調節効果の推定においては，1937～74 年の
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100mmを超える豪雨をもとに，319mm豪雨を作成したため，引き伸ばし率は，

従来基準（1976，『河川砂防技術基準（案）』）の２倍を上回る 3.19倍となっ

ている。ここの 31個の 319mm豪雨を流出解析（貯留関数法）にかけ，31個の

想定ピーク流量を求めた結果，計算された 31 洪水のピーク流量は，最大

27,699m3/s（1940.8.24）から最小 6,088m3/s（1968.7.27）まで，その幅は４倍以

上の大きな開きをみせた。」（１２～１３頁）としている。 

以上に述べたように，国土交通省が採用している「引き伸ばし計算」で行っ

た結果，３１洪水の平均値で洪水調節量が毎秒６００㎥となったというのであ

る。 

（２）今みたように，国土交通省の「引き伸ばし計算」は，ある程度の規模の豪雨

をもとに，これを時間軸はそのままにして雨量だけを３倍以上も大きくして，

仮想の 319mm豪雨を作成し，多様なパターンの 319mm洪水を考えるというも

のである。このことは，資料の収集の方法としてやむをえない面があるとして

も，人為的に雨量強度を非常に高めた危険な降雨事例を集めて試算を行うとい

うことであり，その結果が毎秒６００㎥という値になったというのである。 

 

３	 「梶原意見書」が指摘した「引き伸ばし計算の不確実性」と倍率の修正 

（１）問題は，ここまで大きな開きが出る引き伸ばし計算の信頼性である。これに

ついて，「梶原意見書」は，この方式について，当然問題があるとして，次の

ように危惧を示し，また批判を行い，「梶原意見書」においては，「引き伸ば

し率」を，旧「河川砂防技術基準」を範にして，「２倍以下」として調節量を

試算している。「梶原意見書」は，次のように指摘する。 

「縦軸に時間雨量（mm/hr），横軸に時間で示されるハイエトグラフを，縦

軸方向にのみ引き伸ばすという手法が理論的な基礎をもつものか明らかでは

ないし，引き伸ばし率も，何倍以下なら妥当であることの理論的基礎はない。

そこで，従来の『河川砂防技術基準（案）』（1976）は，引き伸ばし率２倍以



117 
 

下という基準を設けて，サンプル数を犠牲にしてでも引き伸ばし計算の不確か

さを抑えようと考えたのである。この考え方は妥当であり，本意見書でも従来

基準にのっとり，棄却ラインを引き伸ばし率２倍以下とすべきと考える。それ

でも12洪水が残り，12洪水のピーク流量幅は最大24,341m3/sから最小8,718m3/s

までの間に収まり，上下幅は３倍程度に修正された。また，戻し流量も 12 洪

水の平均 17,971m3/sと 31洪水の 17,516m3/sで大差はない。そこで 160mmライ

ン（２倍以下）を棄却ラインとして，この 12 洪水を検討する。」（１３～１

４頁）とした。 

（２）そして，引き伸ばし率を「２倍以下」として得た１２洪水について，各洪水

調節量を算定した結果が「梶原意見書」の「表２」として示されている。そし

て，そうした計算結果を得て，「梶原意見書」は，八斗島地点での水位低減効

果と江戸川での水位低減効果を試算されている。そして，「まとめ」において，

要点を次のように説明を行っている。 

 

４	 「梶原意見書」が示した八ッ場ダムの水位低減効果 

（１）八斗島地点での低減効果 

「八ッ場ダムの治水上の利益を考えてみるに，重要なのは，八ッ場ダムが八

斗島地点で 600m3/s の洪水調節効果をもたらすという平均値ではない。ダムが

著しい利益をもたらすには計画高水流量を上回る洪水であるから，そうした洪

水において，八ッ場ダムの効果が本当に著しいものなのか，把握されなければ

ならない。しかし，八斗島上流の他の６ダムで計画洪水流量に抑えられる場合

が多く，他の６ダムでは足りず，八ッ場ダムがあってはじめて計画高水流量に

収まるという洪水は，1959年洪水の雨が 319mm豪雨となって襲来する場合の

みである。この場合に，他の６ダムによる洪水調節があっても計画高水流量を

約 1,000m3/s超過し，八ッ場ダムがこれを 1,369m3/s削減するも，1,369m3/sは水

位にして 30cm 以下であるから，堤防天端高 1.8m 下を流れる洪水を，2.1m 下



118 
 

を流れるものに抑えるに過ぎない。」（１７～１８頁） 

（２）江戸川での水位低減効果 

「更に問題なのは，こうした効果は八斗島地点における効果であって，東京

都内に至るには，八斗島地点から更に 100kmある点である。100kmの間には，

洪水調節効果は著しく減衰するから，八斗島地点で約 1,000m3/s の洪水調節効

果があったとしても，江戸川上端では 100m3/s 程度に減衰し，これは水位にし

て 6cm程度である。八斗島地点 1,369m3/sの洪水調節効果も，江戸川上端から

更に 40km離れた都内で見れば，ほぼ同様の水位低減効果でしかなく，6cm程

度と推測される。これでは，到底『当該ダムが建設されることで，その被害が

著しく減少する場合』には当たらず，八ッ場ダムが東京都に『著しい利益』を

もたらすものとはいえない。」（１８頁） 

（３）水位低減効果は極めて小さい 

	 	 	 以上が「梶原意見書」の八ッ場ダムの水位低減効果についての結論である。

計画対象洪水であるカスリーン台風が再来しても，八ッ場ダムは，何ら水位低

減に寄与することはないし（争いのない事実である），その他の洪水に対して

も，カスリーン台風洪水を除く１１例の中で寄与しえる洪水は１例しかない。

その１例（「Ｅ洪水」）も，引き伸ばし計算で人為的に危険を増幅させている

事例であるから来襲の可能性は小さい上に，計算のとおりとしても水位低減効

果は３０ｃｍ以下であるという。そして，この「Ｅ洪水」の八斗島地点の水位

を点検すると，「梶原意見書」の「表２」では，計算上の「戻し流量	 １８，

８８５㎥/Ｓ」から「６ダムの調節効果１，３９４㎥/Ｓ」を引くと，１７，４

９１㎥/Ｓとなり，八斗島地点の計画高水流量を９９１㎥/Ｓ上回ることになる。

この流量の同地点での水位は，約２０ｃｍとなる。そこで，八ッ場ダムがない

場合には，計画高水流量の水位を約２０ｃｍ上回るということになる。そうで

あれば，八斗島地点の堤防余裕高は２ｍあるので，その余裕高が１．８ｍにな

るということである。従って，八ッ場ダムがなければ越流破堤を起こしかねな
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いなどという状況ではない。この八斗島下流部は「首都圏氾濫区域強化対策事

業」の工事により強化堤防が築堤されているから，現在では，その意味でも安

全度が高い。 

	 	 そして，東京都の江戸川への影響という点では，「梶原意見書」においては，

水位低減効果は６ｃｍ程度という判定である。この低減効果は，これまでの申

立人らの主張と変わらないが，いずれにせよ，これで堤防の安全度が著しく高

まる，破堤の危険性が著しく減少するなどという状況にはならない。要するに，

八ッ場ダムの効果は極めて小さいという結論になる。 

	 	  

５	 計算された水位低減効果も，事実とは離れた「机上の計算」である 

	 	 これまで，国土交通省の説明に基づく手法で，八ッ場ダムの水位低減効果を検

討してきたが，実は，この計算手法の信頼性と計算結果の現場での再現性自体が

危ういのである。これについて述べる。 

（１）「引き伸ばし計算」の際に，雨量強度を人為的に引き上げて行うという洪水

調節効果の試算には，これまでみてきたような問題点があるが，そうした「引

き伸ばし計算」の一般的な問題点のほかに，利根川治水においては，そもそも

基本高水の策定過程において，仮想の大氾濫が想定されていたり，その高水の

計算の大前提となっている河道整備が宙に浮いている，否，その整備の可能性

はゼロという状況にあるから，基本高水に近い大洪水での洪水調節量の試算も

「机上の計算」に過ぎないことになるのである。これについて述べておきたい。 

（２）基本高水の計算を行うに当たって，引き伸ばし率を３倍にするにしても，２

倍以下にするにしても，設定された基本高水流量に基づいて下流での流量を点

検したり検証したりするに際しては，上流で全く氾濫することなく，洪水が下

流まで流れてくるとの前提で，いろいろな試算が行われるのである。 

	 	 ところで，利根川においては，カスリーン台風時に，上流部で大氾濫がなか

ったのに，これをあったとして「氾濫戻し」の計算を行っているという事実が
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あるから，この基本高水流量を基にして種々の流出計算を行っても，その計算

に現れた事実や現象は起こらないという問題が根本にある。そして，その上に，

計算上の基本高水流量を流すことになる上流部の堤防あるいは河道も未整備

で河道断面が確保されていないという問題がある。 

（３）このような二つの条件を反映して，計画対象洪水であるカスリーン台風洪水

が再来した場合の基準点での再現流量と，現況河川管理施設の下での計算流量

とが大きく乖離しているという問題が発生している。このことを示しているの

が，甲Ｂ第３９号証の「ハイドログラフ」である。 

この「ハイドログラフ」によれば，カスリーン台風が再来しても，現況の河

川管理施設の下では，八斗島地点には毎秒１万６７５０㎥にとどまるとしてい

る。この基本高水流量は同台風洪水での「氾濫戻し」を行った結果として，ダ

ムなしなら八斗島地点で毎秒２万２０００㎥というのであるから，同台風の再

来なら，上流部の既設６ダムの調節量・毎秒１７４９㎥（「梶原意見書」の「表

２」の１９４７/９/１３の「Ｄ洪水」のダムの調節効果参照）を差引けば，八

斗島には毎秒約２万０２５０㎥の洪水が来ることになるはずであるが，それよ

りも毎秒３５００㎥も少ないというのは，上流部の堤防の嵩上げ工事がなされ

ていないからであるというのである。これが利根川の現況であるというのであ

る。 

（４）このように，計画規模の降雨があって基本高水クラスの洪水が発生したとし

ても，現況の河川管理施設の下では，八斗島地点には毎秒２万超の洪水がくる

ことはないのである。そうであれば，利根川の治水計画が完了していることを

前提として，八斗島地点あるいは利根川本川下流部・江戸川における八ッ場ダ

ムの水位低減効果を論議する意味は小さいということになる。計画降雨があっ

ても，現況の河川管理施設の下で，八斗島地点に毎秒１万６７５０㎥にとどま

るというのは，上流部の嵩上げ工事の未了という理由だけでなく，基本的には

毎秒２万２０００㎥という基本高水の計算そのものが過大であるとの疑いが
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強いのであるが，それはともかくとして，計画規模の降雨があっても，八斗島

地点には上記の限度での洪水にとどまるのである。そうすると，国土交通省が

行っている，利根川治水計画が完成しているという状態での八ッ場ダムの洪水

調節量の算定は，事実を無視した机上の計算だということになる。そして，も

とより，現況で，八ッ場ダムの調節量を計算すれば，それは遥かに小さくなる

はずである。 

 

第５	 小田急線最高裁判決及び伊方原発最高裁判決の司法審査基準からみた

利根川の基本高水計画の不合理性 

	 	 以上に検討し検証してきた諸事実に基づき，小田急線最高裁判決及び伊方原発

最高裁判決の司法審査基準に照らして，利根川の基本高水計画策定の合理性を問

い，国土交通大臣の河川法６０条１項に基づく建設事業負担金の納付通知の違法

性を問うこととする。 

 

１	 基本高水計画の不合理性について 

	 	 前記したところであるが，「梶原意見書」は，国土交通省も日本学術会議・分

科会も，カスリーン台風洪水の実績推計流量と再現流量との乖離が埋められなか

ったことについて，次のとおり指摘している。 

	 	 「カスリーン台風の再現流量と実績推定値 17,000m3/sの乖離を合理的に説明で

きず，それゆえ，基本高水流量 22,000m3/sを合理的に基礎づけられないのは，学

術会議分科会も同じである。学術会議分科会は，国交省が示した 7,700 万㎥の大

氾濫説の評価を棚上げし，河道域の拡大と河道貯留によって，その再現流量と実

績流量推定値の乖離を説明しようと試みたが，烏川右岸で約 600m3/s の乖離が起

きうることを説明したのみで，やはりこの乖離を説明できない。そして，中規模

洪水のデータから大規模洪水を再現計算できるかという方法論上の中核に結論

を出せないまま，見切り発車のまま議論を進めたもので，その結論を信用するこ
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とができないのは，科学の常識である。」（１１頁）。 

	 	 「このように，計画対象洪水であるカスリーン台風洪水が，当時よりも 5,000m3/s

も増大して八斗島地点を襲うという試算は，全くもって事実の基礎を欠き，不合

理である。」（１１頁） 

申立人らは，これに全面的に同意する。 

 

２	 仮想条件の下に行われた水位低減効果であって不合理であり，群馬県等

は「著しく利益を受ける」関係にはない 

（１）前記したとおり，国土交通省は３１洪水からの計算で八ッ場ダムの洪水調節

量を平均値で毎秒６００㎥とし，「梶原意見書」は１２洪水から，減水効果が

認められるのは１洪水（「Ｅ洪水」）であるとし，その洪水では八斗島地点で

水位にして約３０ｃｍ低下させる効果を持つとされているが，こうした調節効

果の議論はいずれも，利根川上流部での計画河道などが完成されているとの条

件で試算が行われているのである。しかし，利根川においては，上流部の堤防

嵩上げ工事などは行われる可能性は全くないのであるから，それは仮想条件に

基づく「机上の計算」に止まるものであり，国土交通省が試算した八ッ場ダム

の洪水調節効果が現実に機能することはなく，この条件で試算すれば，「梶原

意見書」での試算でも，さらに小さくなるはずである。 

そして，江戸川における水位低減の効果については，「梶原意見書」では６

ｃｍ程度であるとされたが，これも国土交通省の設定条件での計算の最大値で

あるから一つの参考値であるが，現実にはあまり意味を持たないものである。 

（２）そして，それ以上に根本的な問題は，大氾濫がなかったのなら，基本高水流

量は既往最大のカスリーン台風洪水の毎秒１万７０００㎥と見るべきという

ことになり，この洪水調節量の試算自体が全くの仮想条件での計算だというこ

とになるのである。 

以上，「１」及び「２」において述べたところから，利根川の基本高水の策
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定には根本から不合理があり，また，八ッ場ダムの水位低減効果の算定につい

ても大きな不合理が存在しているのである。ここから，群馬県が「著しく利益

を受ける」という結論を導くことは到底できない。 

 

３	 小田急線最高裁判決，伊方原発最高裁判決の司法審査基準にも違反する 

（１）小田急線最高裁判決 

	 	 	 小田急線最高裁判決は司法審査基準について，次のように判示している。 

	 	 	 	 「裁判所が都市施設に関する都市計画の決定又は変更の内容の適否を審査

するに当たっては，当該決定又は変更が裁量権の行使としてされたことを前

提として，その基礎とされた重要な事実に誤認があること等により重要な事

実の基礎を欠くこととなる場合，又は，事実に対する評価が明らかに合理性

を欠くこと，判断の過程において考慮すべき事情を考慮しないこと等により

その内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠くものと認められる場合に

限り，裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとして違法となるとす

べきものと解するのが相当である」（平成１８年１１月２日	 最高裁第１小

法廷判決	 民集第６０巻９号３２４９頁。判例時報１９５３号３頁） 

（２）伊方原発最高裁判決 

	 そして，「補充書Ⅳ」において取り上げた伊方最高裁判決は，原子力発電所

の設置許可処分に対する取消訴訟においては，司法審査の在り方について，次

のように判示している。 

	 	 	 「被告行政庁がした右判断に不合理な点があることの主張，立証責任は，本

来，原告が負うべきものと解されるが，当該原子炉施設の安全審査に関する資

料を全て被告行政庁の側が保持していることなどの点を考慮すると，被告行政

庁の側において，まず，その依拠した前記の具体的審査基準並びに調査審議及

び判断の過程等，被告行政庁の判断に不合理な点のないことを相当の根拠，資

料に基づき主張，立証する必要があり，」（平成４年１０月２９日最高裁第１
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小法廷判決	 民集４６巻７号１１７４頁）とされている。 

（３）両最高裁判決の司法審査基準に照らせば，基本高水・毎秒２万２０００㎥計

画は不合理の極みとなる 

	 	 	 小田急線最高裁判決が，①「その基礎とされた重要な事実に誤認があること

等により重要な事実の基礎を欠くこととなる場合」といい，②「又は，事実に

対する評価が明らかに合理性を欠くこと，判断の過程において考慮すべき事情

を考慮しないこと等によりその内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠く

ものと認められる場合」とし，そして，伊方原発最高裁判決が，③「被告行政

庁の側において，まず，その依拠した前記の具体的審査基準並びに調査審議及

び判断の過程等，被告行政庁の判断に不合理な点のないことを相当の根拠，資

料に基づき主張，立証する必要があり，」としている司法審査基準に準じて，

本件の基本高水・毎秒２万２０００㎥計画の合理性を問うとすれば，その合理

性は明らかに否定される。 

	 	 	 まず，計画対象洪水であるカスリーン台風の大氾濫の存在を説明できないこ

とは，①「その基礎とされた重要な事実に誤認があること等により重要な事実

の基礎を欠くこととなる場合」に当たる。そして，基本高水の毎秒５０００㎥

の増量改定の説明が二転三転し，大氾濫の存在の説明ができないままに，毎秒

２万２０００㎥の再現計算の相当性を言い張ることは，②「事実に対する評価

が明らかに合理性を欠くこと，判断の過程において考慮すべき事情を考慮しな

いこと等によりその内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠くものと認め

られる場合」に当たる。上記の問題点についての，国土交通省の対応と日本学

術会議・分科会の検証作業は，どのように観察，評価しても，「その内容が社

会通念に照らし著しく妥当性を欠くものと認められる場合」に当たるであろ

う。この分科会の検証作業は，「梶原意見書」からは，「科学の常識に反する」

旨，そして，「このように，計画対象洪水であるカスリーン台風洪水が，当時

よりも 5,000m3/s も増大して八斗島地点を襲うという試算は，全くもって事実
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の基礎を欠き，不合理である。」（１１頁）との厳しい指摘が加えられている。

そして，国土交通省の対応は，自らが策定した基本高水の策定経緯や内容につ

いて説明がなし得ないのであるから，実質において，③「被告行政庁の側にお

いて，まず，その依拠した前記の具体的審査基準並びに調査審議及び判断の過

程等，被告行政庁の判断に不合理な点のないことを相当の根拠，資料に基づき

主張，立証する必要があり」を全く充たしていない。 

	 	 	 このように，利根川水系の基本高水の策定は，不合理の極みというべきもの

となる。 

（４）要件を充たさない大臣納付通知は違法となる 

	 	 	 そして，八ッ場ダム建設に係る群馬県への河川法６０条１項の建設事業負担

金について，「著しく利益を受ける」関係にあるか否かについて，「著しく利

益を受ける」という要件を充足するためには，相応の八ッ場ダムの洪水調節効

果が必要であるが，この試算が成立するためには，基本高水流量の毎秒２万２

０００㎥が合理的に成立していること，そして，利根川上流部が完成河川とな

っていること，若しくはその確実な見込みが必要である。しかし，「計算上の

仮設計」である利根川においては，カスリーン台風洪水の「氾濫戻し」の説明

すらなし得ない。もとより，上流部の改修もなく，これらの条件は全く存在し

ない。こうした起こり得ない条件の下で八ッ場ダムの水位低減効果を試算して

これを水位低減効果だと主張することは，前記小田急線最高裁判決の①及び②

の審査基準に明らかに反する。そして，同時に，伊方原発最高裁判決がいう，

③「被告行政庁の判断に不合理な点のないことを相当の根拠，資料に基づき主

張，立証する必要」をも充たしていない。 

現実に目を向ければ，カスリーン台風時に上流部に大氾濫があったとの説明

は，結局なし得なかったのであり，現況の河川管理施設の下では計画規模の降

雨があっても，八斗島地点には，毎秒１万６７５０㎥の洪水にとどまるという

のであり，この流量は計画高水流量（毎秒１万６５００㎥）をわずかに上回る
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に過ぎないことを考えても，国土交通省の八ッ場ダムの洪水調節計算は，全く

現実に反した意味のない計算なのである。よって，国土交通省の八ッ場ダムの

洪水調節量の計算が合理的だなどとは到底評価できない。 

	 	 	 河川法６０条１項に基づく建設事業負担金の賦課要件を充たすものとは到底

認められるものではない。よって，国土交通大臣の納付通知は違法となること

は明白である。 
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